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■巻頭 言葉

財団法人 国際開発 ー 研究主幹

の

センタ

平和構築とODA
―現状 将来 展望―と への

山田 健二

過去 年間 国内紛争 、 世紀
時代 多 、 年以降、 国以上

長期間 内戦 巻 込 。過去
年間 、低所得国 国 国 紛

争 経験 、 同時期、世界 最貧国
国 直接紛争 被害 受 、難

民 主要受入国 何 形 紛争 巻
込 。 紛争 多 数世代

継続 傾向 、開発 重大 制
約条件 同時 、貧困 主要 原因

。 状況下 、伝統的 外
国援助 ー 大 挑戦 受 。
従来 援助 、一国 国内政治 関係 、様
々 分野 ・
通 生活水準 向上 図 目的
提供 、 考 方 主流 。

、世界中 頻発 紛争 、
開発 外部的要因 考 不可能

。
以上 認識 、 年代中頃以降、多

主要援助国 国際協力機関 途上国 平
和構築 重要性 認識 、積極的 取 組
行 。例 、米国 、 年、米国国
際開発庁（ ） 中 移行
室（
） 創設 、危機 中 諸国 対 、

平和的・民主的変革 迅速、柔軟、
支援 目指 。 政府

、 年 月、平和構築基金及 平和構築
構成 平和構築

提唱 。英国政府 、軍事紛争
頻度、期間、破壊度 減少 、

合意 貧困減少等 国際開発 ー
達成 不可欠 前提条件
考 基 、紛争減少政策 推進

。国際協力機関 平和構築分
野 中心的 ー 。例 、

世界銀行 紛争 開発 阻害 最大 要因
捉 、 年 担当部署 ・

・ 設置、他機関 連携 進
。世界銀行 紛争後 途上国

特別 基金 、 基金
日本 基金 設立
。 、 唱道 人間 開発

人権 尊重 、緊張状態 紛争 暴力化
実践可能 、平和構築

分野 重視 。 危機 対 適切
迅速 支援 目指 緊急事態対応課（ ）
設置、国連諸機関及 他 人道救済機関
連携 、紛争地域 紛争後 平和的移行 目

指 地域 人道支援 。
ー各機関 動向 比較 、

平和構築分野 我 国 対応 非常 遅
言 得 。 、 年、
平和構築研究会 設置 、同分野 我
国 今後 対応 関 検討 始 。
本号 、 状況 中 、平和構築

分野 政府 支援策 探
手 、専門家 方々 自由
執筆 。巻頭 言葉 長

、以下 執筆者 方々 論文 要約
、同分野 現状 課題、

将来 展望 検討 。

高橋論文 目的 、激変 国際社会 中 、
新参者 「平和構築論」 新 脱皮
得 状況 分析 、 ー

現状 問題点、将来 展望 示唆
。高橋氏 、 年代中 、

狭義 平和構築論 和平協定後 一連 作業
指 平和構築 表現 使 。

、和平協定直後 武装解除 選挙
至 時期 移行期 、 後 兵士 社会

復帰 国家 諸制度 構築 時期 平和構築
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における は のど
の よりも く カ が

にわたる に き まれている
では カ のうち カ が

を しており また の
のうち カ が の を けたか
の として らかの で に き
まれている これらの の くは に

わたって する があり の な
であると に の な とも

なっている このような で な
のアプロ チは きな を けている
の は の と なく

な におけるプロジェクト プログラムを
じて の を ることを として
されるもの という え が であった

しかし で している を もはや
にとっての と えるのは

となっている
の から くの

や は における
の を し な り みを

ってきた えば は
の に イニシアティ

ブ
を し の にある に して

を イノベイティ
ブに することを してきた カナダ
は び プ
ログラムにより されるカナダ イニ
シアティブを した は
の を させることは

で された の のタ
ゲットを させるために な で
あるという えに づき を
している においても
は なテ マとなってきている えば

は を を する の と
え に としてポスト コンフ

リクト ユニットを との を
めている には の のため
の な として ポストコンフリクト
と ポストコンフリクト が されてい
る も が する の は

が され や が しな
いことでのみ であるとして

を する は に して で
な を して

を びその の
と し と の を
す において にあたっている
このようなドナ の に すると

での が の は に いと
わざるを ない しかし に

が され における
が の の に する が まった

では このような の で
における および の を る

がかりとなるように の に に
していただいた の としては く

なるが に の の を する
ことによって における と お
よび の を したい

の は する の で
の が たに せざるを

なくなりつつある を し このアプロ
チの と の を すること
にある によれば ごろから

の が の の を
して という を うようになった
ここでは の から

に る を とし その の の
から の の の を
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期、 後 開発期 分 考 。 、
年代後半 、上記 現

実性 薄 。
和平協定 締結 、移行期 平和構

築期 、 開発期 進 国
、多 場合、 諸国 課題 紛争 再

発 予防 明確
。 、国内全体 戦乱 荒

、政治的社会的対立 不安定 国
対応 良 問題

重要性 増 。 状況 中 、
紛争 脆 国、政治社会的対立 不
安定 国、等 対 国家、及 社
会 総合的 強化 目指 包括的平和
構築論 出 。
高橋氏 （ ） 紛争段

階説 依拠 紛争 段階 区分 。
、社会的安定度、制度 正当性共 高

第一段階 安定 状態、第二段階 、社
会全体 軋轢 増加 、社会・政治 亀裂 拡
大 政治的 緊張 状況 。次 、政
府 正当性 崩壊、党派政治 容認 特徴

暴力的政治紛争 第三段階 、第四
段階 党派間 対立 武力衝突 政府
弾圧 反乱 顕著 低強度紛争段階
。最後 、第五段階 、組織的 武力紛

争、大量殺害、一般市民 大量排除 行
高強度紛争状況 。
高橋氏 、多 紛争 経験 途上

国 、第三段階 、第二段階 移行
出来 、第二段階 移行
見 ー 例 、今後
程度増 、大 課題 。 、
通常 開発協力 適用 第一段階 第
二段階 諸国 、第三段階 途上国 対

、平和構築論 ー 必要 。
第三段階 途上国 、 年 紛争 経
験 諸国 、紛争 経験 、暴力
的 政治紛争 中 諸国 含 。
高橋論文 、紛争経験国 紛争再発
予防、 他 諸国 紛争予防 平

和構築論 課題 方策 検討
。 、低強度紛争諸国 高強度紛争諸

国 対 対応策 論 。
紛争 第三段階 暴力的政治紛争 、
年代中 増加傾向 、 年

急激 増加 。 、 年 減少傾向
低強度紛争 年以降 増加 転

。 状況 、世界 ー
・ 化 言 。

第二次大戦中 米国 、大戦後 世界
構築 大 力 割 、同様

ー 込 、 世紀 世界 構築
必要 。 際、包括的平和構築

論 、新 世界 構築 一
柱 得 ー 、新

社会関係 構築（ ） 地球公共財
関係 概念化 必要 、

主張 。

論文 、平和構築 分野
安全保障部門 改革 取 上 。
氏 、 年以降、 戦争 根源

的原因 国内状況 求 、
ー 世紀 継続

予測 。 暴力的 紛争 発生 国内
対立 原因 、政治・経済・社会的亀裂 複雑
絡 合 、権力 求 闘争

顕著 様相 呈 。途上国 、
対立 調停 能力 持 制度 公共

部門 市民社会 双方 脆弱 、 皆無
場合 普通 。 、経済政

治面 改善 紛争 変容
予防、従 平和構築 鍵 。

氏 、平和構築 目的 民主的政
治制度 創設 強化、持続的 貧困 軽減
開発 奨励、協力的 非暴力的 社会関係 促
進 。 軍隊 政治経済面
積極的役割 果 国 、権力 中央集
権化 市民参加 欠如 政府形態、人権蹂躙
含 法 統治 無視、貧困軽減 持続的

開発 資源 配分、特 経済政治
的権力 不公正 配分 開発 果実 不公正
配分、軍隊 管理・監視
能力 不足、等 特徴 有 。

、軍隊 、常 否定的 役割
果 限 。軍隊 持続的開発、貧困
軽減、福祉 向上 必要 安定的 環境 提供

平和構築 貢献 出
来 。 、軍隊 、民主主義 原則
従 、 管理下 、安全保障 関
平和構築 ー 必要 、

その を と けて える しかし
になると のコンセプトの

が くなってきた
が されても から

へ さらに へと む がほとんどな
く くの これら の が の
の であることが になってきたからで

ある また が で れていなくて
も で になっている
にどのように すれば いのかという も

を してきた このような の で
で くなった などで
になっている に して び

を に することを す
が てくる
はヨンクマン の

に しながら を に する
すなわち の に
い の した では

の が し の が
する に した になる に
の の の に づけ

られる の がきて
では の と もしくは

の と が になる であ
る に として な

の が われる
になる

によれば くの を した
は から になかなか
ないでいることから に した

と られるモザンビ クのような を ど
の やせるかが きな である また

の が されるのは と
の で にある に し

ては のアプロ チが である
にある は この に を

した と は していないが
な のただ にある が まれる

では にとっては
の その の にとっては が

の としてそれぞれの を し
ている また と
に する も じている
の である は
ごろから にあり からは

に した また までは
にあった も は に じ
ている このような では がグロ バ
ル ビレッジ しているとはとても えない

にすでに では の
の に きな が かれていたが のエ
ネルギ をつぎ んで の を す
ることが である その
は たな を するにあたっての つ

の にならざるを ないテ マであり たな
の と

との で していく がある という
がなされている

は の である
の を り げたものである

は ほとんどの の
は に めることができ このパ

タ ンは においても するであろうと
する この な を させる
の は が

に み ったものであり を める が
な を している においては

これらの を する を つ が
と の で か あるいは

である が である したがって
でのガバナンスの こそが の と

って にとって となる
によれば の は
の と で を する

の で な の
の つである しばしば が で

を たしている は の
と が した

を む による の と
にマッチしない の に
の な と の の な

を するためのシビリアン
の の の を する
しかしながら は に な を
たすとは らない は

の に な な を
することによって に することが
る そのためには は の

に い シビリアンの で に
する のアプロ チをとる がある
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と じている
によって される

の としては と の を
した のプロフェッショナリズム

を し を する
を する の
に する いプライオリティ のある

の マタ に する
の の を する ア
プロ チの が げられる

によれば で さ
れた なしには は しな
い この の には と
のステ クホルダ がガバナンスの に

できる その は に する
がある に の への
アプロ チを しなければならず それに

は と のアクタ の が で
ある に び

のメンバ のための が られな
ければならない に の と

における の をレビュ
し に しているものに づいて が

されなければならない のた
めには の が プロセ
スにコミットしていることだけでなく の
ための は の

と に したものでなけれ
ばならない また プロセスは
び と との で しなが
ら めなければならない ことが じられてい
る

は に する の が
の のあり を するものである この
では が における や に する
な が されている の とし

て く していた に す
る が の で こりつつある の

は のた
めに は しないとした との
を るために を としている
また な の など への
は されているために が ってい
る よりも の は
い は の は は

っているが なところにしか かけ
ておらず の とは している
と する この への として

への を してきた
に え の も ティモ ル

への の が られなかったこと
を に この を めて にし めた

の は の で しており
のきっかけとなるであろう

が から バングラデシュやタイを
りに されたことである そして の
として が の を さ

せた ことが されている によれば
とは と をつなぐ であ

る すなわち は つまり に
は が されている を とする こ
れに して は つまり
は んだが では を で

きず の が な である ただ
には が し の が
されても ちに が する が

れるわけではない しかし の とい
う では や といった

インフラ や
といった が に されなければなら

ない って にとり の
の までの を どう ごすかが き
な となる はその を めよ
うとするものであり の で
ティモ ルのような が していることを
えれば めて な え である ティモ
ルでは の を ってきた が

にもかかわらず
の や の の

など の に する のた
めに オフィスを ち げ の が
している は この の を
の といってよいほど であると
している

は の を
し での のあり への

や の であるガイドライン
を することを として
を した その メンバ である の

は この の ドラフトを に

論 。
民主主義原則 指導 安全保障部

門 特徴 、民主主義原則 法 支配
尊重 軍隊 、安全
保障部門 管理 、安全保障政策 策定 能
力 有 文民指導者、裁判官 存在、人権擁
護 対 高 、能力 市
民社会 存在、軍事関連 ー 関 透明性
維持、隣国間 信頼醸成 促進 地域的
ー 採用、等 挙 。
氏 、民主主義的 、文民統制
安全保障部門 平和構築 成功

。 安全保障部門 改革 、外国 国内
ー ー双方 強化

貢献 。 場合 、以下 留意 必要
。第一 、安全保障部門 変容 制度

的 ー 開発 、
、外国 国内双方 ー 協力 必要
。第二 、文民指導者、軍隊及 市民・政

治社会 ー 能力構築 図
。第三 、当該国 公共部門

非政府部門双方 既存 能力 ー
、現地 存在 基 改革

推進 。安全保障改革
、当該諸国 指導者 改革・変容

、改革
原則、政策、法、構造 当該国 歴史、

文化、法的枠組 制度 根差
。 、改革 政府内、及

政府 市民・政治社会 間 、協議
進 、 論
。

草野論文 、平和構築 対 今後 我 国
支援 方 示唆 。 論

文 、我 国 関
重要 変化 指摘 。第一 変化
、暫 沈静化 国連 活動 関
議論 政治家 間 起 。現在

国際協力法（ 法） 、国際紛争解決
武力 行使 憲法 条 整合

性 図 、派遣 原則 骨格 。
、可能 停戦 監視 本体業務 参加

凍結 、世界各国 行
国際平和協力活動 、日本 活動範囲

狭 。草野氏 、日本 活動 、憲法

守 、「安全」 出
、 本来 目的 矛盾 、

指摘 。 状況 批判 、国連
活動 積極参加 標榜 自由党

加 、野党 民主党 、東 ー 暫定統
治機構 自衛隊 参加 見
契機 、 点 改 問題 始 。
第二 変化 、 分野 進展 、

構造改革 国別援助計
画 外務省 、 皮切

発表 。 三番目 変
化 、 平和構築 勉強会 発足
、 指摘 。草野氏 、

平和構築 、 概念
。 、 平時、 基本的
治安 維持 状況 前提 。
対 、 、非常時、 戦闘行

為 一応止 、当事者間 治安 維持
、国連 力 必要 場合 。 、現

実 、 出動 、一応 停戦状態 維
持 、直 想定 平時 訪

。 、紛争後 復興
視点 、道路 橋、発電、水道 経

済、社会 、初等教育、警察 司法、徴
税 制度 早急 整備
。従 、被災国 、 後、
本格開始 期間 、 過 大
関心事 。平和構築 落差 埋

、冷戦後 国際社会 、東
ー 内戦 頻発

考 極 重要 考 方 。東 ー
、常時 開発援助 担 、

危険度 （渡航延期勧告） 、診
療所 復興、道路 護岸 改修、飲料水 供給

人道緊急援助 実施 関 支援事業
現地 立 上 、 名 職員 常

駐 。草野氏 、 対応
転換点 画期的 評価

。

年 月、 、平和構築 概念 整
理 、平和構築分野 協力 方 提言
、 実践的方針 案
作成 目的 、平和構築研究会
設立 。 中心 ー 黒沢氏

論文 、 研究会 報告書 基 、

Ball
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これまでの について したものであ
る

では という を
までを する

なアプロ チであり と
に を えた の による な
り みと する には

と の
が まれ における の
が されている すなわち は

にわたる の を し その と
には の と を することから

の が まっている また
は のための の な を げ
のための となる さらに

は により された の
び の の と の に
する な の つである
しかし に は に の

インパクトをもたらすこともあり の
が を することのないように す
るとともに その で に のポジ
ティブなインパクトを えるようにすることが
であると されている によれば
はこれまで カンボディアをはじめとし

て な で を ってきた
し これらの は ずしも に

して されたわけではない って い
かにして の が を しないよ
うにしながら な を って
いくかが の となる

の から における
を していくためには に の を
していくことが である に
に する の である の

の に に するような
を み んでいくとともに を

した あるいは の が い に して
は において に
の が されるような を すること
が である に を まえた

を していくことの である
すなわち の に における

の のための を り んで
いく がある には の

を に する

の な び メカニズム
のための の つである
に を したアセスメント の
である に しては の

とは なる や が であ
り の に する のインパ
クトを する を していくことが
である このように では の
の に きな が きることが

されている

は と に する の
しい を している まず ポスト
におけるこれまでの の から ら

れる と に された と
に る の の を し

ている そして と において
が きを いている を してい

る
は の と の

に する として を の
な と して の に する

ことに いプライオリティを いてきた この
ことは から の に ポスト
に する の が に したこと
に れている
ポスト に する の な

としては まず が げられ これまで
はドナ を く し の

マクロ への されたアプロ
チの ニ ズと の に する の

を ってきた また において
は のオプションに る で
のアドバイザ としての な がある

における の として
は マクロ の と インフラの
に な みを している が げられる

における なコンポ ネントである
と や ガバナ

ンスと においては を た
ず で を げてきた の

とパ トナ シップを
することが されている と
の プログラムは

の を した な と
な や の が である

検討結果 紹介
。
黒沢論文 、平和構築 概念 、紛争

予防、紛争和解、復興支援 網羅 全体
的 ー 、軍事的枠組 政治的枠
組 開発援助 加 本 柱 包括的
取 組 定義 。開発援助 、紛争予防、
人道緊急援助、復興・開発支援 紛争後 再発
予防 含 、平和構築 開発援助 重
要性 指摘 。 、紛争 長期

開発 成果 破壊 、 復興 開発
多大 時間 労力、資金 要

紛争予防 重要性 高 。 、紛争
開発 資源 効率的 配分 妨 、開

発 阻害要因 。 、開発援助
、紛争 破壊 社会 復興開発、及
紛争要因 未然 除去 紛争 再発防止 資
有効 手段 一 。

、同時 、開発援助 紛争状況 負
、通常 援助

紛争要因 助長 留意
、 上 、積極的 最大限

与
重要 指摘 。黒沢氏 、

、
様々 国 復興支援 事実上行 。但
、 復興支援 、必 平和構築

配慮 実施 。従 、
通常 援助 紛争要因 助長

、効果的 平和構築支援 行
今後 課題 。

以上 視点 、開発援助 平和配慮
推進 、特 以下 点 考

慮 重要 。第一 、平和構
築 資 国別援助計画 策定 。国別
援助計画 中 、平和構築 直接資
諸案件 組 込 、紛争 経験

国、 紛争 危険 高 国 関
、計画策定過程 、重点的 平和配慮
視点 反映 制度 構築
重要 。第二 、平和構築 踏 地

域社会開発 実施 重要性 。
、通常 開発援助 地域社会

紛争処理能力 確立 要素 取 込
必要 。具体的 資源 管理能力

（資源 持続的 利用 能力）、規範（資源

公正 配分）、及 協議 （価値共
有 対話、利害調整能力） 。
第三 、平和 配慮 ・評価
実施 。平和構築支援 際 、通常
開発支援 異 配慮 評価指標 必要
、開発援助 平和構築 対 正負

評価 方法論 確立 必
要 。 、黒沢論文 、今後

事業 大 変化 起 示唆
。

黒田論文 、紛争 開発 関 世界銀行
新 見解 要約 。 、 紛争
国 世界銀行 活動 得

教訓 、 年 採用 、開発協力
紛争 係 世界銀行 活動指針 特徴 紹介

。 、紛争 開発 、現在、
世界銀行 重 置 分野 整理
。
世界銀行 、世界 貧困軽減 生活条件 改

善 専念 国際機関 、紛争 開発 主
要 障害 見做 、紛争後 諸国 支援

高 置 。
年 年 間 、 紛争国

対 世界銀行 融資 倍 増大
現 。

紛争国 対 世界銀行 重要 役割
、 援助調整 挙 、

世界銀行 ー会合 数多 開催 、資源
動員、 経済問題 調整 ー

追及、 ー 援助 動向 関 情報
提供 行 。 、平和交渉時
、平和協定 係 経済開発面

ー 重要 役割 。
復興支援 世界銀行 比較優位
、 経済 安定 物理的 再構

築 伝統的 強 有 点 挙 。
復興支援 重要 ー
人材育成（教育 保健） 社会的資本（

市民社会） 、比較優位 持
、同分野 成果 挙 他 国際機関、

二国間援助機関、 ー ー
形成 提案 。動員解除 帰
還兵 社会復帰 、政治、安全保障、
経済、社会 側面 考慮 包括的 準備 、
多様 外国機関 政府機関 支援 必要

３
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ことが らかになっている が
に わるようになってから のプログラム
を するために からの くの
を けている に しては
に はないと ている また すべ
きは どのようなプログラムを める でも
その に の の さ の
を く することが で によっ

ては プログラムや
など われてきた を すべきで
はない もある ということが されてい
る
これまで されてきた の を

まえて に は
と に する を した

この の な としては が げられて
いる

び の が
な にとって となる

は だけでなく の にも
が し な いを つ

における の の
は の カタリスト
と インプリケ ションの を す
ることである

によって を けている への
タイムリ な を うために な

と の を する
に と の

セクタ と な
パ トナ シップのもとに を う

の としては ハイリスク
に しては の を

する を じた と
に しては と
の の

に する の
に ぼす の

の であり に する
は への である

に においては ポ
スト の への
の さと の といったガバナンスの

と の コミュ
ニティ の への と

に する の という つの
が として を めていることが
されている

は を に
が ったポスト

における と に する
を にした に づいたものである

は まず やジェンダ の
に わる の の な を し ど
のようなインパクトがあるかを する そし
て への プログラムに するイ
ンプリケ ションを じている

の としては グル プは
に を とした を えること

により くの および が
すること では の
インフラを に する がなさ

れること くの も に
すること が げられる このような が
とジェンダ に ぼすインパクトの

さは によって いがあるが
のケ ススタディでは ほとんどの

に して られる のような
を らかにしている

と
トラウマ

に する の
の

への の の
コミュニティレベルの や
などにおける な の

のように は の
に きな をもたらす これ

らの くは いもなく で であるが
プラスの もある すなわち は に
とって しい を える が
ある の によって
は しいスキルや を するし の
めつけも される さらに くのポスト

において され された しい
は な を に え

ている
の から は に

して のような を っている

明 。世界銀行 同分野
関 、同様
実施 途上国政府 多 要請
受 。地雷撤去 関 、世界銀行
比較優位 見 。 、注目
、 進 場合 、
前 、新政府 実施能力 弱 等 政治的

現実 注意深 考慮 重要 、国
、税収向上 行政改革、民営化
、従来、行 方法 実施
場合 、 指摘

。
実施 世界銀行 経験 踏

、 年 月 、世界銀行理事会 「開
発協力 紛争 関 活動指針」 承認 。

指針 主 特徴 以下 挙
。

・経済的社会的安定、及 人間 安全保障
持続的 開発 前提条件 。

・紛争 当事国 、他 諸国 影
響 波及 、地域的 意味合 持 。

・同分野 世界銀行 分析作業 課題
、紛争 根源的原因、 、指標
政策 ー 理解 向上

。
・紛争 影響 受 加盟国

ー 支援 行 、補完的
役割 共通 目標 有 二国間・多国間
機関、特 国連 他 国際・地域機関、政
府機関、市民社会、民間 ー 密接
ー ー 活動 行 。

・世界銀行 活動目的 、
国 対 、紛争 潜在的原因 最小化
開発援助 通 経済成長 貧困軽減、

紛争国 対 、（ ）貧困軽減 社会経
済資産 維持、（ ）緊急援助 社会経済的
影響 関 情報提供、（ ）紛争 経済社
会開発 及 影響分析、（ ）将来 支援
準備、 、紛争後途上国 対 目

的 経済社会復興 支援 。

最後 、世界銀行 、現在、（ ）
紛争国 債務問題 解決、（ ）制度能力

弱 腐敗 蔓延 問題、
（ ）動員解除 帰還兵 社会復帰、（ ）

主導 開発活動 支援、（ ）紛争 開

発 関 「知識」 提供、 分野
緊急課題 関心 集 指摘

。

論文 、 氏 中心
米国国際開発庁（ ） 行 紛
争社会 女性 女性組織 関 複数国
対象 事例研究 基 。

同論文 、 、女性 ー関係 理解
関 近年 内戦 重要 特徴 整理 、

抽出 。
、国際社会 政策・ 対

ー 論 。
内戦 特徴 、（ ）敵対 ー 意

図的 一般市民 対象 暴力 加 、
（ ）内戦 、数多 避難民 難民
発生 、（ ）内戦 、経済 物理的、
制度的 意識的 破壊 努力

、（ ）多 場合、女性 内戦 参加
、 挙 。 内戦 女

性 ー関係 及 性質、
強度、広 社会 違 、

ー 、 内
戦 共通 見 以下 直接的、間
接的影響 明 。
・性的虐待 搾取
・心理的・社会的
・家族 対 責任 増加
・貧困 増大
・労働市場 女性 参加 拡大
・ 活動 地方政治機関

公共的 役割 増大

以上 、内戦 女性 地位、役割、責
任、物理的状況 大 影響 。

多 疑 有害 破壊的 、
影響 。 、内戦 女性

新 経済的政治的機会 与 場合
。社会的政治的参加 増大 、女性

新 自信 獲得 、伝統 締
破壊 。 、多 紛

争国 起草 採用 新 民主的
憲法 、平等 市民的政治的権利 女性 与

。
以上 観点 、 氏 国際社会 対
以下 提言 行 。
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（ ）精神的外傷 苦 女性 男性 対 、
当該地域 社会的文化的文脈 重視

効果 、独創的 支
援

（ ）女性 対 性的虐待 阻止 努力 始

（ ） ・ 引 続
ー

（ ）女性 所有権 改革 支援

（ ）女性 福祉 進出 促進 女性組織 出
現 活動 支援

（ ） 紛争国 女性 政治参加 促
進

大川論文 、紛争後 復興開発 女性
及 ー 関 問題点 整理 、
対 取 組 紹介 。
、 取 組 今後 課題
論 。 紛争国 女性

ー 関 問題 、
論文 重複 多 、避難先 難民

問題、児童兵 問題、及 帰還兵
士 社会復帰 関 問題 新 指摘

。
大川氏 、 紛争国 対

行 復興支援 、上下水道
電力設備 基礎 整備、職業訓

練 協力、地雷除去 対 協力 重 置
、女性 支援 ー 重

視 協力 実施 。例 、
ー ・ ー ・

女性 健康 支援
、 女子教育支援、
ー 除隊兵士 再定住 食糧増産

村落開発調査 、 中 戦争
夫 亡 女性 対 職業訓練 生活向上

ー 調査、等 挙 。
同分野 今後 課題 、

以下 指摘 。

（ ）女性 意思決定過程 参画支援
（ ）精神的・心理的回復 支援

実施
（ ）女性帰還兵士 紛争中 得 売春 行

女性 対 社会復帰

（ ）女性 法律・制度 整備支援
（ ）女性 女児 対 基礎教育 識字教育、

男女対象 平和教育 人権教育 支援
（ ）女性世帯主 対象 職業訓練、

男性帰還兵 対 職業訓練
（ ）男女 対象 健康、

・ 改善・向上支援
（ ） 含 性感染症 感染 男

女、子供 対象 社会的施設 ー
拡充支援

松浦論文 、途上国 平和構築 取 組
日本 ー 活動 紹
介 。 ー 、冷戦後 世
界 、紛争、貧困、人権侵害等、人間
安全 脅 状況 、 根源的原

因 除去 社会政治制度改革、民主化
支援、紛争地 蔓延 銃 回収 小型兵器問
題 啓蒙 取 組 。
ー 、小型兵器問題 取 組
「銃 開発」 視点 導入 、帰還兵士

新 仕事 職 創出 重要
認識 、 年 「武装解除 帰還兵士

動員解除・社会復帰」 実施
予定 。 、日本 平和構築
、本格的 政治分析 行 、

政治的 不安定 状況 中
形成、設計、実施、監視、評価 能力 高

課題 、 指摘 。上記 認
識 、現在、 日本 平和構築 、
及 国際開発庁（ ）
間 試験的 進 、 （平和

紛争影響評価） 大 期待 寄 。

木山論文 、 年 和平合意 受
、 年 月 本格的 復興事業 始

・ 、 年 実
施 日本 平和構築・
民族融和 事業 事例 、 問題点及

平和構築 果 役割 考察
。 事業 実施

、紛争中 周囲全体 「敵民族」 囲 、
和平後 細 回廊 呼 土地

連邦 連結 地域 、近隣 町
民族融和 再生 不可欠

。 段階 分

1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

5

6

7

8

2001

1995

1996

1997

に しむ や に しては
の を したコ

スト があり なプログラムを
すべきである
に する を する を

めるべきである
マイクロ クレジットプログラムを き
きサポ トすべきである

のための の を すべきで
ある

の と を する の
と を すべきである

ポスト における の を
すべきである

は の における
びジェンダ に する を し それ

に する の り みを している ま
た が り むべき の について
も じている ポスト における およ
びジェンダ に する については

と するところが いが や
キャンプでの の び
の に わる が たに されて

いる
によれば これまでポスト に

して が ってきた は
や などの インフラの
への に する に きが

かれてきたが への やジェンダ を
した も されている としては カ

ンボディアにおけるソ シャル サ ビス プ
ロジェクトや の を するプロジェク
ト グァテマラにおける モザン
ビ クにおける の と の
ための と その における で
を くした に する や

のニ ズ が げられる
における の の としては

が されている

の への
を するためのカウ

ンセリングの
や やむを ず を っ

ていた に する プログラム

のための の
や に する や

の や への
を とした ならび

に に する
を とする リプロダクティブ

ヘルスの
エイズを む に した
を とした やサ ビ

スの

では の に り む
の であるインタ バンドの が

されている インタ バンドは の
においては

の が かされている で その
を するために

に する の や
の に り んでいる である イン

タ バンドでは に り むため
には と の を し に
たな や を することが であると

いう から に と
の プログラムを する
ことを している また の

には な を うスキルと
に な の でのプロジェクトの

の を める
ことが である と している の
から と の
びカナダ とカナダ

の で に められている
に きな が せられている

は のデイトン を
け より に が まっ
たボスニア ヘルツェゴビナで から
された の である の

の を にして その び
が において たす を し

たものである の が されたゴラジュ
デは は を に まれ

も い と ばれる でかろうじて
ボスニア に した で の との

がゴラジュデの にとって で
あった そのために は に けたイノ

JICA

JICA

Kumar

JICA

JICA

HIV

NGO

NGO

NGO

JICA NGO

CIDA NGO

PCIA

NGO JEN

NGO

JEN

JEN
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１
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ベイティブなアプロ チを した すなわち
では の

への の を に ポスタ
チェスのコンテストを の で ず

つ し で か
の を にする ことを に
スポ ツ コンピュ タコ ス の

のためのサマ キャンプ が され
た さらに では

の を させる で の
と の などが われ

た そして では
の を した の

システムの が られ の がな
くても な を させるシステムを
りあげた

の から と に
おける の たすことができる として

の レベルで を すること
い から し に すこ

とができること の を く げる
ことが ること が じられている また

としては の のタイミ
ングを する しさ ある での を
の にそのまま できない が

されている

はカンボディアの の と
の のプロセスを したうえで

カンボディアとドナ の の が じられ
ている によれば とは に の
いていない を すにとどまらない

に まれず としてまっとうな
を し らの する の に

きちんと し る を すること が
の と える であり な

を ることができ の を む い
での の が の であると
している

によれば パリ と に
る の は に を

するのみならず その の に けて
カンボディア の を した

を む を に いていた っ
て と との に

するギャップが しないという な

みが されていた という を
する
しかし カンボディアの における
の は い なかでも と

に けての に する があ
る なぜならば は も び

に を せざるを ず そのた
めには における に う の
メンバ として されなければならないから
である ただ の
は めて である がある な

を すれば に のあらゆるレベルにお
いて に しく かつ も なカ
ンボディアにおいては その そのものが
に を えかねないからである

カンボディアを するドナ の
としては ドナ びドナ の
における な り を いた
が である が においては
を り る と の とのより

の が まれる また によ
れば カンボディアにおいては ドナ の

による が く ドナ の
と の を り も き みなが

ら を していくという には
い び の の は
の を するための であるが
を えた も に められている との
がなされている

の の を しながら
の の を

することに めてきた における と
の は に づいた の が

の を きく えていく を
している の の においては

は く しい であり におけ
る を っては の で は
いや も される しかし は

のドイツとともに の を
した の な として

から られていることも である が は
を し げ に して

えば や の になるまでに し
た って が の をどのよう
にして し げてきたかを し それに づ

ー 採用 。 、
第一段階（ 年～ 年） 、他民族 地域
人 物理的移動 目的 、絵画、 ー、

詩、 双方 地域 日
実施 、第二段階（ 年～ 年） 、何
活動 一緒 （単発的） 目的 、
ー 大会、 ー ー 等 職業訓

練、子供 ー 等 実施
。 第三段階（ 年～ 年） 、

隣町間 共同活動 継続 目的 、養蜂
技術訓練 蜂蜜生産、農業 指導 行
。 第四段階（ 年～） 、養蜂組

合 設立、道具・家畜等 共有 場合 管理
確立等 図 、第三者 介入

継続的 活動 持続 作
。

以上 成功事例 、民族融和 共生事業
果 役割 、

（ ）草 根 民族・共生 推進 、
（ ）比較的早 段階 計画 、実行 移

、（ ）事業 効果 早 上
出来 、等 論 。 、

問題点 治安 問題、事業実施
判断 難 、 地域 成功例

他 地域 適用 点、等 指摘
。

米澤論文 戦乱 経緯 背景、
冷戦後 平和構築 概観 、

ー 今後 課題 論
。米澤氏 、平和 単 交戦

続 状態 指 。「経
済的困窮 苛 、人間 社
会的権利 行使 、自 属 集団 政治

参画 得 状態 実現 」 平
和 達成 言 状況 、健全 社会生活
送 、政治参加 保証 含 広

意味 貧困 撲滅 平和構築 目的
主張 。
米澤氏 、 和平協定

至 一連 国際支援 、単 和平 勧告・仲介
、 後 復興支援 向 、

国民 社会的厚生 配慮 経済
成長計画 含 青写真 明確 描 。従
、紛争時緊急支援 復交後開発援助 間

存在 存在 、稀 総

合的枠組 構成 、 評価 紹
介 。

、 平和構築 今
後 課題 多 。 政治的民主化 市場
自由化 向 環境整備 努力 必要
。 、同国 今後 海外援助及 外

国投資 経済成長 依存 得 、
世界市場 既定標準 従 正規
ー 公認
。 、政治的民主化・市場経済化 努

力 極 慎重 必要 。性急 改革
実行 、特 社会
人材 乏 、 社会意識 不十分

、 改革 社
会 打撃 与 。
一方、 支援 ー側 課

題 、 ー間、及 ー内部 組織
間 、可能 限 、無駄 省 政策協
調 不可欠 。我 国 、二国間
援助 取 仕切 外務省 他 省庁 一
層 政策的連携 望 。 、米澤氏

、 特定 ー 従
来型援助 個別影響力 強 、 ー間
利害 政策 調整 図 、地元 巻 込
開発方針 策定 状況 程遠
。各国及 各援助機関 利害 追及 援助案

件 成功 形成 一要素 、利
害 超 協調 同時 求 、
主張 。

以上、執筆者 方々 論文 要約 、
平和構築分野 現状、課題、将来 展望 示唆

努 。途上国 紛争
開発 問題 、政経分離 基 従来 我
国 開発援助 今後大 変 潜在性
有 。日本 援助 歴史 、平
和構築 全 新 概念 、同分野
支援 巡 援助関係者 間 当初 戸惑
摩擦 予想 。 、日本 、第二

次大戦後 、紛争後 復興 達
成 世界 代表的 成功例 、国際社会

見 事実 。我 国
敗戦後、社会経済復興 成 遂 、量 関
言 今 世界一 援助国 成長
。従 、日本 、敗戦後 復興

成 遂 分析 、 基

1997 98

1998 99

1999 2000

2000

1
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3
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いて に する が の が
されれば の に しんでいる
の に きな をすることが る

はずである

平和構築 対 我 国 支援手法 確立
、紛争後 後遺症 苦 途上

国 平和構築 大 貢献 出来
。
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平和構築論 新段階の

高橋 一生 国際開発高等教育機構 国際開発研究 ー 所長センタ

はじめに の

「平和」 時代、 社会
重要 ー 。異 時代背景 、

異 平和論 必要 。第二次大戦後
冷戦期 、一方 、核戦略論
帰結 相互確証破壊戦略 基 米・
「平和」、他方 脆 「平和」
代 、 安定 国際社会、出来

核兵器 平和 求 平和研究 活
発 行 。冷戦終結 伴 世界 地殻変動

、脆 国家 次々 内戦 地域紛争 巻
込 。 年代初期 状況
。 背景 、国連安全保障理事

会 要請 応 、国連事務総長 「平和 課
題」 年 国連総会 提出 。
予防外交（

） 一 中心課題 特定
。平和論 根底 変化 始 。
相互確証破壊戦略 、 「平和研究」

平和論 年代台頭
。 一 ー 論 延長

論（ ） 、
一 有力 ー

・ ー ー 論 冷戦期 研究
新 状況 適用

（
）。 、 伝統 方

法論 対 、 年代 途上国 紛争
激増 現実 出 ー 総

称 平和構築論 。 平和構築論 国
際社会 出現 日 浅 、 内
容 不明確 点 多 、 日 浅 、
大 変化 国際社会 現実 関係
内容 変化 。
小論 目的 、激変 国際社会 中 、

新参者 「平和構築論」 新 脱皮
状況 分析 、現在 状況

明確 把握 、今後 ー
展開 展望 試 。

古典的 、平和構築論 、国連 紛
争処理機関 安全保障理事会 諸機能
対比 、開発関連 他 機関 機
能 指 言 場合 多 。国連
開発分野 拡大 、国連 平和維持機能 関
係 定義 。歴代 国連
事務総長 発言 、国連開発諸機関 “

” 機関 表現
多 、特 年代 終 ・ 事務
総長 傾向 強 （

）。
対 、 年代中頃 、内戦

地域紛争 和平協定 、一応紛争
状態 、 後 安定化 作業 膨大

。 、難民 保護
緊急人道支援 、長期 開発協力 間
大 重要 課題 認識 。
和平協定後 一連 作業 指 平和構築
表現 使 。 作業

、 和平協定直後 武装解除 選挙
時期 移行期 、 後 兵士 社会

復帰 国家 諸制度 構築 時期 平和構築
期、 後 開発期 分 考 場合
（ 高橋訳 ）。 狭

義 平和構築論 。
、 、 年代後半

現実性 薄 。 、和平
協定 締結 、移行期 平和構築
期 、 開発期 進 国
、多 場合、 諸国 重要 課題 紛

争 再発 予防 明確
。 、狭義 平和構築論

出番 、現実 脆 国 紛争
脆 、 紛争 再突入

、 。
状況 、平和構築論 、紛争

再発 予防 含 。 、
年代 経験 通 、紛争 起 場合、

はあらゆる あらゆる にお
いて なテ マであった なる は
なる を としてきた

の においては において
の として に づいた
ソの においてその い
にとって わる より した
うれば のない を める が
に われた に う の

により い は と や に
き まれた これが の であっ
た このような のもと
の に じて は の
を に に した ここでは

が つの として され
た が から し めた

でもなく また
でもない が してきたわけで
ある その つはレジ ム の としてのガ
バナンス であり
またもう つの なアプロ チはコンフリク
ト レゾ ル ション として にも
されていたものの たな への であった

これら それなりに のある
に して の における

の という から てきたアプロ チの
が であった この は

に して が いだけに まだその
が な が く また が いなりにも
きく しつつある の との

で を させざるをえなくもなっている
この の は する の で

の が たに せざるを
えなくなりつつある を し の
をできるだけ に し のこのアプロ
チの についての をも みることである

には は において
としての の に

して の その の の
を して う が かった における

の を の との
で しようとしたわけである の

の に を
のための として することが

く に の わりのウ タント
からこの が まった

それに して になると
や が などによって

がおさまり その の の が
なことがはっきりした また の など
の と の との のギャッ
プが きいことも な として された
この の の を して
という が われるようになった この
を さらに の から に
いたる を とし その の の

から の の の を
その を と けて える もあっ

た これが
の であった
しかし このコンセプトは に

なると が くなってきた それは
などが されても から

へ さらには へと む がほとんどな
く くの これら の な が
の の であることが になりつつあ

るからである すなわち の の
はほとんどなく は い が によっ

てさらに くなり かろうじて に し
ないでいるにすぎない ということである こ
のような のもとに は の

の を まざるをえなくなった また
の を じて が こった
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１ 包括的概念 台頭
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第一段階：安定（社会的安定度、制度 正統
性共 高 ）

第二段階：政治的緊張状況（社会全体 軋轢
増加 、社会・政治 亀裂 拡

大）
第三段階：暴力的政治紛争（政府 正統性

崩壊、 政治 容認）
第四段階：低強度紛争（ 間 対

立 武力衝突 政府 弾圧
反乱）

第五段階：高強度紛争（組織的 武力紛争、
大量殺害、一般市民 大量排除）

和平協定 見返 戦後復興案 視野
入 、和平協定締結 結

。 、一国内 紛争
起 、必 国内全体 戦乱 荒

。現在 、
長期間続

状況 。 国 対 開発援助 、
安定地域 拡大 支援 色彩 強
出 考 必要 （中村尚司 ）。

現実 直面 、平和構築論 狭
義 紛争 脆 国、 政
治対立、社会対立 不安定 国、

諸国 対 、国家、及 社会 総合的
強化 指 、 包括的概念

転換 。
方向 動 始 （

） 、 考 方 ー 、日
本 影響 与 。
包括的平和構築論 明確 概念 、政策上
意味 ー 練 上

、途上国 紛争 関連 現実 関
係 必要 。 観点

途上国 状況 分析 研究
、 中 、 大学

博士 作業 特 重要 示唆 与 。
社会学者 博士 研究
途上国 紛争問題 関心 持 。
世界 人権 紛争 関 地図 年代 入
作製 始 、 最新版 年 出版

（
）。 、

数年来提唱 紛争段階説 次
定義 。

第二段階 第三段階 移行 際 、
政治的危機 発生 、第四段階 第五段階
移行期 難民援助 人道的緊急支援 必

要 、 。平和構築論 関係
五段階説 考 、 第一段階

対象 除 。 段階 恵
途上国 極 数 少 、

、例 。第二段階 、
政治・社会的 良好 部類 属 言

。特 要注意 、第三段階
。 氏 、第二段階 第三段階
移行 政治的危機 特徴付

、 要注意 ー諸国
特定 困難 。 状

況 、観察 困難 場合 多 、政治的衝
突 年間 名前後 死者 出 場合 多

。多 紛争 経験 途上国 、
第三段階 、第二段階 行

。第二段階 移行 見
ー 例 今後 程度増 、
大 課題 。
包括的平和構築論 ・ 通
考 、第三段階、第四段階、第五

段階 諸問題 関係 明確 重要
。

開発 社会 変化 、開発協力 社
会 安定 革新 両方 視野 実施

常 求 。 通常 開発
協力 発想 適用 、第一段階 第二
段階 諸国 。 対 、第三段階

途上国 対 、平和構築論 ー
必要 。

第三段階 途上国 二 分 考
必要 。一 ー 、 年程
間 紛争 経験 諸国 、 一 、
紛争 経験 、暴力的 政治紛争

中 、 諸国 。紛争 経験
諸国 数 、分析 視点 差

、 国 （高橋一生 ）
、 ー 入

（ ）。
・ ・ 諸国 紛争 経験

の
に い

の
が し の が

の の
ファクション の

ファクション の
と もしくは の

と
な
の

の りとして をも に
れることが に びつきやすい

こともはっきりした さらには で
が きていても ずしも が で
れているわけではない のインドネシア
もしくは いているスリランカのような

である こういう に する は
を するための という を

く すことも える がある
このような に して は
のものから で くなった もしくは

などで になっている
これら に して び を
に することを す いわば へと

せざるをえなくなった カナダがまずこの
に き めた

が この え はヨ ロッパ
などにも を えつつある

を な とし
も のあるアプロ チとして り げてゆく
ためには の に した との
をはっきりさせておく がある この

から の を している がいくつ
かあるが その で ライデン のヨンクマ
ン の が に な を えてくれる

のヨンクマン はテロリズム か
ら の に を つようになった
の と に する を に っ

て し め その を に した

そこで
この している を のよう
に している

この から への に し
が し から へ

の に などの を
とする としている との で

この を えてみると まず は
から いてよい この にある まれた
は めて が ないが コスタリカのよ

うに がないわけではない は む
しろ に な に すると っ
てよいであろう に は であ
る ヨンクマン は から へ
の は によって けられると
いうのであるから この カテゴリ
を するのはそれほど ではない この
では が な が いが
は の を す が いよ

うである くの を した は こ
の から になかなか けない
でいる に したと られるモザン
ビ クのような を どの やせるかが
きな である

をヨンクマン モデルを
して えてみると

の との を にすることが
であることがわかる

は の をもたらし は
の と の を におきつつ す

ることを に められている この の
の が されるのは と
の である それに して に

ある に しては のアプロ
チが になる

にある は つに けて える
がある つのカテゴリ は この

の に を した であり もう つは
は していないが な の

ただ にある という である を
した の は の によって がある
が およそ カ ほど であ
り そのほとんどがこのカテゴリ に る

サ
ブ サハラ アフリカ で を してな

，

，
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Wirick C and Miller
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２ 暴力的 政治紛争 平和構築論な と
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い は やはりほとんどがこのカテゴリ に
る にまでは らなかったマグレブ

アジアのほとんどの もこのカテゴリ
に る グロ バリゼ ションの
によってマ ジナライズされつつあるほとんど
の が このカテゴリ に
ると ってよいであろう にとっ

ては の その のこのカテゴリ
に る にとっては が の
である

まず なことは の である
に の の など プレスな

ども んだ に われる に
ついては よいとして その の で

なものが ある によって
はあるが くの のものを む

の もしくは
の もしくは
の

の
の

プレス な
どの

これらは てキャパシティ ビルディ
ングの となる を うには の
を するが しあたってこれらのセッ

トを えるのは ほぼ の と
の が になる が の
である コミュニティ が
れなこれらの にどれだけ をでき

るか なおかつ がどれだけ
にこれらの に り むことができるか
これらが きな になっている

に に ずしも っていないが
の には に ないくつか

の がある
の になった の が

てられねばならない を にする
ことによって めて たな の が

になる がある このようなケ ス
は が である の

もあるし また アプロ
チも に されつつある

しかし をはっきりさせることのみ
が を できることになるとは らな
い な が になる もある
このような には

を するアプロ チがよ
くとられる この では を
などを じて にし でこの
に り む という をとる

カ でこの がとられてきた

アプロ チと アプロ
チのどちらが どのような で であ
るかについては は である
が のある を すにはもう し

を とする の
など いろいろな との

で してゆかねばならない

さらに の が きな で
ある に をつける があるし

が の を できねばならな
い また は を としていたた
めに くの では ぎのための
お いをしないと に を されない
これらは によって が なり
な を とする また ほど

いるであろうといわれる の には
に させる があるので

にこの ぎとお いの が になる

などが に する みが
である や マスコミ

に え このような の な が
あって めて の を やすことも
になる

を していない その のこのカテ
ゴリ に する は がいわゆる

の になっている これ
らの に する の について

にオランダの ヤン プ
ロンク が をしてから

の きなテ マとして り げられる
ようになった には における

国 、 ー 入
。紛争 至 、中近

東、中央 国 ー
入 。市場 ー ー 排斥力学

ー
国 （高橋 ） ー

入 言 。紛争経験国
紛争再発 予防、 他 ー

入 国 紛争予防 平和構築論 課
題 。

① 重要 和平協定 実施 。
特 軍 解隊、選挙 実施 、

含 国際的監視下 行 作業
一応 、 他 作業

重要 多々 。和平協定
差 、多 場合以下 含 。
―憲法 制定 改正
―諸基本法 制定 改正
―行政機構 強化
―議会 設立
―司法 確立
― 、教育、地方自治、市民社会

強化
全 ー・

対象 。実体 伴 長期
努力 要 、差

整 、 新国家 設立 同様
作業 必要 。人材不足 一番 隘

路 。開発協力 ー 、不
慣 分野 支援

、 、当該国 主体的
課題 取 組 、
現在大 問題 。

②次 、和平協定 必 入 、
紛争再発 予防 決定的 重要
課題 。
―紛争 直接的原因 事柄 解決
企 。善悪 明白

、初 新 社会 建設
可能 場合 。 ー
司法的手段 有効 。国内的処置

場合 、 、国際的司法 ー
徐々 強化 。

、白黒
問題 解決 限
。社会的 和解 重要 場合 。

場合 、真理委員会（
） 設立 ー
。 委員会 、問題 公聴

会 通 明確 、社会全体
問題 取 組 、 手法 。
年以来 国 方法
（ ）。
司法的 ー 真理委員会 ー

、 状況 有効
、筆者 現在研究中

、説得力 結論 出 少
時間 必要 。紛争 種類、程度、社
会的・文化的差 、 側面
関係 分析 。

― 、兵士 社会復帰 大 課題
。手 職 必要 、経済

活動 彼等 労働力 吸収
。 、兵士 殺人 生業
、多 部族社会 、禊

祓 社会 復帰 許 。
、社会 風習 異 、正

確 知見 必要 。 、 万人
児童兵 場合 、

地域社会 復帰 必要 、特
禊 祓 要素 重要 。

―宗教指導者、学者、部族指導者、労組指
導者 、社会建設 参加 仕組
必要 。選挙 活動、
加 、 人達 積極的 参加

、初 社会 傷 癒 可
能 （ ）。

紛争 経験 、 他
ー 属 諸国 、国内 “

” 状況 。
諸国 対 援助機関 対応 、
年 開発協力大臣、 ・
氏（当時） 問題提起 、国

際社会 大 ー 取 上
。冷戦期 、途上国

， ，1998 1999

1987

17

, 2001

30

, ., 1997

,

1997

（ ）紛争 再発予防

（ ）紛争予防

1

2

の

Truth

Commission

Search for Common Ground

NGO

Garcia E

no

peace no war
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紛争 、 米・ 代理戦争 、
従 、 大 紛争 不思議

、 状況 。従 、援助
ー 、紛争

、直 国外 脱出 常識
。 、冷戦終結後 状況 異 。

紛争 主 原因 、紛争国内部
。政権闘争 部族対立、経済的利権、宗

教 結 場合 多 。
第三段階 諸国 、政治的対立 表面
化 、暴力沙汰 日常化 、必
国内全体 武力衝突 起

。 国 、 途上国 一
般的 姿 。 状況 、
援助機関 、 冷戦期 店
脱走 、援助機関 活動
国 極 限 。 氏

問題提起 、状況 援助機関 積
極的 国 支援

、 。
問題提起 対 、 ー・
ー 、“ ” 反応 。
、多 場合、 単 通常 援助活

動 続 、 国 “開発” 役立
。従 、

紛争 直接関 地域
通常 開発援助 行 、 ー

一般的 。
今 氏 問題提起 前向
対応 諸援助機関 必要
、 第三段階 諸国 対 、平和

構築 ー 。
、 国 紛争 原因及 紛

争 状況 把握 。
上 、対立・抗争 緩和 介入方法 探
必要 。例 、部族対立 中心 場

合、対立 部族 子供達 河川
、 部族融和
放送 （ ）多々

。 積 上
、 第三段階 国 第二段階

移行 、 後通常 開発協力 努力 注
、 ー 考

。

冷戦期 、核戦争以外全 低強度紛争
定義 （江畑謙介 ）。 、

定義 紛争 死者 年間
名 名 目処 、 以上 高強度紛
争 。
低強度紛争諸国 数 多 。紛争国
内戦 、 大部分 低強度紛争

国 。対立 勢力間 武力衝突 、双方
組織化 場合 多 。武

装 軍 規律 乏 、略
奪 日常化 場合 多 。 、
政府側 権威主義体制 、反対派 抑圧
場合、反対派 闘争的
。 際 、意図的 一般市民 ー

、政治的 不安定 拡大
場合 。 、低強度紛争 場合
、一般市民 犠牲者 率 高 。
段階 、 状況 、

高強度紛争 拡大 防 、 、
第三段階 方向 移行 課題

。国全体 不安定 、武力
紛争 国全体 広 。地域紛争 、

状態 国連 介入 成功例
（明石康 ）。 、国内紛争 場

合 、多 介入 試 、
成果 出 。 諸国 対 介入
仕方 整理 考 必要 。
基本的 次 三点 。

―対立 激化
―対立 仲介
―対立諸要素 緩和

、単 消極的 意味
。時 、援助 一切打 切

方 場合 。 、暴力的
政治紛争国 場合 同様、援助 続
重要 場合 。 場合、対立当事

者 利敵援助 開発協力
重要 （中村尚司 ）。 、実
際 実 難 （平井照水 ）。
国全体 不安定 状況 、
、紛争 巻 込 地

域 対 援助 基本 。一応、当該国

は ほとんど ソの であり
って いつ きな になっても で

はない という であった って
コミュニティ にとって がはじまった
ら ちに へ することが になっ
ていた しかし は が なる
ほとんどの の な は に
ある と
などとが びついている が い この

にある では が
し が しているが ずし

も で が こっているわけで
はない このような が むしろ の
な になりつつある この において

が もし のように をたたん
で するのだとすれば が で
きる は めて られてしまう プロンク
の は によっては は

にこれらの への をすべきではない
のか ということであった
この に して ドナ コミュニ

ティ は という をしつつある
しかし くの ただ に の
を け それがその の に っ

ているはずであるとするだけである って
できるだけ が わっていない に
おける の を う というパタ
ンが である

せっかくプロンク の に き
な をしつつある に なこと
は この にある に して

アプロ チをとることである そのため
には そのそれぞれの の の び
の をよく しなければならない そ

の で を する を
る がある えば が の

する の による のゴミ
さらい あるいは のラジオによるド
ラマの など で
きることがある それらを み げることに
よって この にある を に

させ その の に を
ぐ というアプロ チを えてもよいのでは
なかろうか

には てを と
していた しかし ヨ

ンクマンの では による を
から を とし それ を
としている

の は い のほとん
どが であるが その が の
である する の は

ともあまり されていない が い
されてはいるが としての に しく
やレイプが している が い また

が をとり を す
る はゲリラ になりがちであ
る この には に をタ ゲッ
トにし な さを させようとす
る がある このように の
には が になる が い
この では このような のもと いか

に に するのを ぐか さらに
いかに の に させるかが で
ある が になってはいるが
は には がってない では

このような への などの で が
ある しかし の
は くの の みがあるが なかなかよ

い が ていない これら に する
の について して えてみる がある

には の であろう
を しない
そのものへの

の

これは に な を す
るのではない には を ち っ
た がよい もありうる しかし
な の と を けるこ
とが な もある その
に ととられないような が
である これは

には に しい
が になっている で しか

し そのものには き まれていない
に する が になる

yes

Marks J

non action

, ., 2001

2000

100

1000

2000

-

2000

1998

３ 低強度紛争諸国

，

，

，
，

（ ）対立 激化1 を しない
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政府 合意 行 、
地域 特定 、地域開発 焦点 当

、国内 多少 安定
ー 形成 、開発

協力 新 。
介入 開発協力 行 極

重要 ー 、 手法 練
。

主 、政治部門 作業 。実績
上 、 一 理由 、

国際的紛争 対 感覚 身
外交官 任 場合 多 、国

内紛争 仲介 必 適任
点 。国内 多 紛争 手
政治家 任 、
試 価値 。

、外部 仲介 主役 、
・ ー、米国
、英国

紛争解決 。彼
積 上 経験 膨大 。
経験 広 、彼 研修 力

入 。日本 予防外交 ー
年 設立 。現在、主要 紛争解

決 、 自己完結的組織
。機能 拡大 、

国際的 、 ・ 通
透明性 高 。 必要
、 間 連携
。低強度紛争 原因、態様、段階

実 多様 。 、必要 情報 、実
膨大 。情報 共有 共
間 機能特化 必要

。
同時 、 関係機関、開発 、人道

機関、人道 、 国連安保理
連携 重要 課題 。 連

携無 、紛争解決 機能 極
限定 。平
和構築同盟 必要 。

低強度紛争 、多 場合複合緊急事態
（ ）（

） 呼 、 状況 多様
要素 含 、紛争 原因 多 要因

成 立 場合 多 。国家権力中
枢 権力闘争、部族間対立、部族内抗争、文
化、言語、資源管理、宗教、時 援助資金

等々 絡 合 紛争状態
。紛争状況 単純化 問題 複合

性 見誤 。状況 分析 地域研究者、人
類学者 参加 必要 。
一 一 要素 上 、問題
、例 教育 、環境保全

部分 。
通 紛争 ー 少

下 、援助 新 課題 。多
場合、国際 、現地 、及
国際機関 援助 連携 必要

。現地政府 合意 、名目
場合 。 、 ー

実績 、国際社会全体
引 出 作業 必要

。研究機関 重要 役割 果
場合 。

作業 通 、
対立諸要素 多少 緩和程度 。
、 作業 通 対立

介入 多少 意味
大 。

年 中旬 、 地図
高強度紛争諸国 印 （
）。 ー （ ）、 （ ）、

東及 東南 （ ）、中近東（ ）、
（ ） 。 中 国 低強度

紛争国 ー 状況悪化、 国
彼 紛争地図 載

。年間死者 名以上
ー 定義 、先進国地域以外全

地域 高強度紛争 起
。 ー 、 東 戸口
状況 押 寄 。日本 、 周辺
波 迫 。世界全体 不安

定 、主要国 外交政策 漂流状態

との のもとに うわけであるが こ
のような を し に を
てることによって に なりとも
したコミュニティ を することは

にとっての たなチャレンジである こ
のような は のみが いうる め
て なアプロ チであり その を っ
ていかねばならない

として の である が
あまり がっていないが その つの は

に する をそれなりに につ
けた がこの にあたる が く

の には ずしも ではないとい
う があげられる の くの を が
けた をこの にあたらせる というこ
とを みる はあろう
しかし からの の は おそら

くカナダのピアソン センタ の
の

などの なのであろう
らの み げてきた は なものがある
その を げるために らは にも
を れつつある にも センタ
が に された な

は それぞれが になっ
ている を し それぞれのスタッフ
を にし またウェブ サイトなどを
じて を めている これから なこ
とは これら の をはかることで
あろう の など
に である また な は に
なものである の と に

で をしてゆくことが なのであ
ろう

に
さらには など

との も な である これらとの
しには の は めて
されたものにとどまらざるをえない

が になる

は くの

と ばれるように その が な
を んでおり の も くの

から り っている が い
の

には
へのアクセス が み って にな
る を しすぎると の
を る の には

なども することが である
つ つ をほぐした で によっ

ては えば プロジェクト プ
ロジェクトなどにできる もあるであろう
これらを じて のボルテ ジを しでも
げることが の しい である

くの び
もしくは の との が であ
ろう との は のみになる
もあろう すでに コミュニティ

にはかなりの があるので
がそこからレッスンを き す が で
ある が な を たさねばな
らない もあろう
これらの を してできることは おそ

らく の の であろう
しかし これらの を して そのもの
への を でもしやすくすることの
は きい

の には ヨンクマンの には
の が された

ヨ ロッパ ラテンアメリカ
び アジア アフリ

カ である この の で カ は
カテゴリ からの カ につ

いてはこれまで の に っていなかっ
たものである というこの
カテゴリ の であるが
ての で が こっているわけであ
る ヨ ロッパでは すでにその の まで
この が し せている も その
にこの が っている がかなり
になり の が にある

（ ）対立 介入

（ ）対立諸要素 緩和

2

3

そのものへの

の

Search

for Common Ground International

Alert NGO

NGO

NGO

NGO

ODA NGO

NGO

NGO

complex emergency Miall H

Ramsbothan O and Woodhouse T

NGO NGO ODA

NGO

Jongman A J

1999

, .,

, ., , .,

1999

2000 26

, . .,

2000

11 26

1000

４ 高強度紛争諸国

４ １
２ ３

９
３
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のは この の でもあり また
でもある に する が

の と のためには が
あり のみならず で り
まねばならない である は に

らざるをえないが まず の つが である

が こると くの の
が する であったり
であったり であったり また

それらが に み ったりと は で
ある また への のみならず

に したアフリカの という
たなカテゴリ も きな になりつつある
また というかたちで から もし

くは で げ さない にも
そのもので の で
にさえなれない くの が する

も い
の は これらの を

に されるわけであるが この
するタイミングがよいかどうかという
な をする はほとんどない に
ができる かを するのみであろう

くの の など そ
れぞれが その
の を ちながら に じて
することになる てに に
しうる はない また どんな も

をとりえない という もこれまた
ない には くの の

のための が きな である
でも が にある

は するという の
があるが これからは の の

と の ということが
から められるようになるであろう

になると における
の が から な

などに する この
は と なり とにかく うこ

とが であるという のものではない
タイミングが めて である が まる

への は まず が できない
い の は の におけるイ

ンティファ ダに しての クリントン
の である の びそ

の の の などのために
クリントン は に の をし
たのであろう しかし インティファ ダが
えさかりつつある に が して

も が するはずがない が え め
る もしくはその が ぎた で

することが の には
である
その で がどのように するかが
になる と や

などの の の が でなく
ではどの がより に しうるか

あるいは にはどの が に を すか
ということで してきている そのたびに

としては が する が
しているので の の が
にされることが い このことが
そのものへの を させつつもある

で の そのもの
のみでなく と の に

ついて なコンセンサスを する が
ある の は そのためのよい

を してくれている

では の を
に きほぐし その で しうるものを
し をとる というアプロ チの

は めて さくなるであろう が
きく し な の は られ
る なことは が したら その
はどうなるのか がその の

にどのように り むのかの しを
えることであろう それを して
の を することである

しかし ここで なのは の
の と のギャップである

における の の の

、 高強度紛争 原因 、 結
果 。高強度紛争 対 対応 、地球
社会全体 安定 繁栄 直接的影響

、当事国 、地球社会全体 取
組 課題 。対応 多面 亘

、 次 三 必要 。
―人道支援
―紛争解決
―開発協力

高強度紛争 起 、多 場合多数
難民 発生 。部族単位 、地域
単位 、宗教単位 、

複雑 絡 合 形態 多様
。 、国外 難民 、

年代 激増 国内難民 新
ー 大 課題 。

、難民 戦火 、
政治的理由 逃 出 場合 、紛

争地 負傷、貧困、疫病 蔓延 、
難民 多 人 発生 場合
多 。
国際社会 人道支援 、 人々 対

象 発動 、 場合発動
政治的

判断 余地 。現実的 、
何 状態 判断 。
国連難民高等弁務官事務所、国際赤十字、多

人道 、二国間 援助機関 、
法的、政治的、財政的、人材上

他 特質、限界 持 状況 応 活
動 。人道支援全 有効 機
能 機関 。 、 機関 一
切行動 、 状況

。現実 、多 人道支援組織間 役
割分担 調整 大 課題 。資
金面 、 減少傾向 一方、人
道支援支出 増加 年代 傾向

、 多数 人道支援機関
役割分担 効率 向上 、国際社
会 求 。

高強度紛争 、紛争解決 役
割 中心 国連安保理、古典的

外交的介入、地域機関 移行 。
介入 、人道支援 異 、 行

重要 性質 。
極 重要 。炎 強

状況 介入 、 効果 期待 。
悪 最近 例 、 年 中近東

ー 際 米国 大
統領 介入 。 年秋 大統領及
他 国政選挙、自身 任期 、

氏 年 時期尚早 介入
。 、 ー

燃 時 、第三者 介入
紛争 解決 。炎 燃 始
直前、 最盛期 過 時点

介入 、紛争解決 場合 大前提
。
上 、誰 介入 重

要 。国連安保理
地域機関 間 役割分担 明確 、

現状 機関 有効 機能 、
、時 機関 先 手 出 、
対応 。 、

傾向 、安保理 機能 場面 減少
、地域機関 行動 正統性 問

題 多 。 、紛争介
入 疑念 増大 。
国際社会全体 、国連安保理 現状
（理念 ） 地域機関 役割分担

明確 形成 必要
。 年代 諸経験 、

材料 提供 。

高強度紛争段階 、紛争 諸要因 個々
的 解 、 中 対応
特定 行動 、 ー 余地
極 小 。社会全体 大
動揺 、個々的 対応 有効性 限

。重要 、紛争 終結 、
国 、国際社会 国 復興
・開発 取 組 見通
与 。 通 、紛争国
内部 平和勢力 強化 。

、 問題 、現在 紛争解
決 傾向 開発協力能力 。
紛争解決 国連安保理 能力 限界

（ ）人道支援

（ ）紛争解決

（ ）開発協力

1

2

3

1990

1990

2000

2000

2000

1990NGO

ODA

NGO

NATO ECOWAS
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表 近年 紛争 分類１ における の

1995 1996 1997 1998 1999 2000

22 20 20 16 22 26

39 31 59 70 77 78

40 44 45 114 151 178

101 95 124 200 250 282

2000

,

. ., 2000

1989

1990

1990

1990

1998

1990

1990

1996

1997

1997

高強度紛争

低強度紛争

暴力的政治紛争

計

認識 強 、紛争地域 国際機関
紛争解決 役割 大 。
紛争 周辺国 、行動

、 切迫感 強 、従 、
当該地域 国際機関 紛争解決 介入
、 地域 正統性 高 。高強度

紛争 、 年 世界全体 広
、 中 、一番集中

。
介入 場面 出 。 、有効 介

入 、 和平協定 結 場合、
実施 、 額 外 支援
必要 。介入 周辺 諸国
、 能力 等 。 、

紛争 第五段階 徐々 段階 下
困難 。

従 、 地域機関 日本
主要 ー国及 世銀 、例

ー 復興開発 、
連携 組 重要 鍵 。高強

度紛争国 、当該国、 援助機関、
場合 研究機関

参加 、復興・開発案 作製 試 、
紛争解決 早 。 、

後 紛争段階 下方 移行
有効 手段 。

、調停・仲介 政治
・外交部門、紛争当事者（軍 含 ） 、開
発分野、 人道支援 異 体
質 人達 参加 。多
困難 予想 。 、国際社会 現状
、 困難 乗 越 、状況
悪化 。困難 避 選択肢
地球社会 持 。

氏 紛争五段階説 従 現状
分析 試 、 数年間 傾向
氏 表 数量化 （

）。

年 冷戦 終結 、 激震 多
脆 国家 紛争 巻 込 。 激震

基 紛争 、 年代 中頃 終息
。 、 年代 後半 数字

見 、 終息 世界 安定化
方向 行 明確 。個々
紛争 状況 分析 結論
出 、 次

傾向 見 取 。暴力的政治紛争 年代
中頃 増加傾向 、 年 急激
増加 、 二 要因 集積 。
一 、冷戦 激震 紛争 起
年代初期 国 、一応第二段階 改
善 、未解決 問題 新 市場 ー

ー 力学 排斥力 、 第
三段階 状況 悪化 。 、 市場

ー ー 排斥力 、他 脆 途
上国 社会・政治上 緊張 始 。
従 、 排斥力学 強 年代 終

、第三段階 状況 悪化 国
激増 、 。

、 年 減少傾向 低強度
紛争 年以降 増加 転 、

ー ー 大 関係
思 。 高強度紛争 、

年以後激増 。 、段階 追 悪
化 加 、一挙 高強度紛争状況 出

意味 。力学 、
ー ー 関係 考
。

が まるにつけ の の
における が きくなりつつある

の からすると をとらざるを
えない といった が まり って

の の のための
が その では が くなる

は にはほぼ に まって
いるわけであるが その でも し
ているのがアフリカである など
の の が てくる しかし に
し なおかつ が ばれた そ

の となると かなりの の からの
を とする した アフリカ に
は その がなきに しい そうすると

を から に を げてゆく
ことが になる

って などの と
などの ドナ び などが えば
シエラレオ ネの について どのよ
うな が めるかが な になる

について これら
さらには や によっては も
し の を みることが
を めることになるであろう また

その の を に させるための
な でもあろう

このプロセスには という
も む と

さらには という なった
の が しなければならない くの
が される しかし の

は これらの を り えなければ
が するのみである を ける
を は っていない

ヨンクマン の に って の
を みたわけであるが この の

を は のように している

に が し その により く
の い が に き まれた この に
づく が の までには し

てきた ところが この の の
を ると この がそのまま の の

には ってないことが である の
の を しないとはっきりとした

を すわけにはいかないが およそ のような
が て れる は
から にあり からは に
したが それは つの の であろう
つは の によって が きた

のかなりの は まで
したが の と たな グロ バ

リゼ ション の とによって また
まで が した さらに この

グロ バリゼ ションの は の い
にも の をもたらし めた
って その が まった の

わりから の に しつつある
が した ととれるのではなかろうか
また までは にあった
も は しに じるが これも

やはりマ ジナリゼ ションと いに ある
ものと える さらに になると

している これは を った
に えるに に が てき

ていることも している としては や
はりマ ジナリゼ ションとの を えざる
をえまい

ECOWAS

ECOWAS

NGO

Jongman

A J

５ 結論 展望と

１
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. ., 1996

21

2000

2000

1999

2001
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1998

. . ,

, ,

, 1996.

. ., .,

, ,

, 1997.

1998

1998

1998 . ,

, . .,

, 1996.

. . , .,

世紀初頭 世界 状況 、 実
脆 。 状況 対 対応 、

、世界 ー ・
化 、 言 （

）、現在求 、第二次
大戦中 米国 、第二次大戦後 世界
構築 大 力 割 （

）、同様 ー 込
、 世紀 世界 構築 。平

和構築論 、今 新 段階 達 、 論文
暴力的政治紛争、低強度紛争、高強度紛争

三 ー 含 意味 、
、 紛争予防、紛争解決、 後 平和
移行 全 含 意味 成

。 全 密接 関連
。

論文 、 構想 練 目的
、現状 問題点 指摘 、将来 展望

筆者 示唆 提出 課題 。
包括的平和構築論 、新 世界 構築

一 柱 大
ー 、 小 扱 的

。 前提 考 、包括的
平和構築論 、

―新 社会関係 構築（ ）
及

―地球公共財
関係 概念化 必要 。

途上国世界 大 荒
、 一番大 理由 、個々 途上国

社会 基盤 人間 社会的関係―
― 失 、
（ ）。植民地主義（白石

隆 ）、近代化、 ー ー
三 大波 受 、家族、地域社会

中心 伝統的社会関係 大 衝撃
受 、未 確固 新 社会関係 築

社会 多 。制度
以前 問題 。文化、歴史、環境
応 新 社会関係 形成 、途上

国世界 多 国 課題 。教
育、地域開発、保健医療、市民社会強化
多様 手法 動員 、国際的支援 行

重要 。 極 基本的
課題 、包括的平和構築論 一 柱

。

包括的平和構築 地球公共財（ ー ）
位置 、地球的関心事項 概念

構成 重要 。包括的平和構築 、
地球社会 活動 強化

他 活動 削 、
ー 重要 。 、

部分的 使 、 本来
役割 概念構成（高橋一生 ）
必要 。 点 明確
、地球公共財論 、包括的平和構築論
一 柱 思 。

二 柱 中心 包括的平和構築
論 組 立 、新 地球
社会 一 中心 、
位置付 可能 。

・
＆

・ ＆

・平井照水著「冷戦終結後 新 紛争管理―
予防外交」、加藤朗編『脱冷戦後世界 紛争』
南窓社、 年。

・ ：

・
：

・高橋一生著『国際開発 課題 』、国際開
発高等教育機構、 年。

・ ー ・ ー 著 高橋一生訳『平和 構
築：開発協力 役割』国際開発高等教育機構
国際開発研究 ー、 年（

：

）
・ ＆

：

の の は このように に
い この に する も あまりはかば

かしいものではなく がグロ バル ビレッ
ジ しているとは とても えないし

められているのは
にすでに では の

の に きな が かれていたが
のエネルギ をつぎ ん

で の の をすることである
は や しい に し この

の の
つのカテゴリ を まないと がなく ま

た それは その の
への プロセス てをも まないと を
さないことがわかる これら てが に
しているからである
この は その を るのが ではな

く と を し への への
なりの を することが である

は たな を するに
あたっての つの にならざるをえない きな
テ マであり それを さく うことは をは
ずすことになる その で えると

は
たな の
び

との で してゆく がある

が きく れているのがわかっ
たが その きな は の
の としての の
が われつつある ということであ

ろう フクヤマ
グロ バリゼ ション

という つの を け な
どを とした は きな
を け だ とした たな を
けないでいる が い としてのガバ
ナンス の である
などに じた たな の が

の くの で になりつつある
など

な を しつつ を っ
てゆくことが である この めて
な が の つの であ

ろう

を カ ル
として づけ として
するのが である は

にとってその を することに
よって の が がれるものではない と
いうアプロ チが である たとえ
が に われても それは の
でもあるという

が である この を にすることによっ
て は のも
う つの になるものと われる
この つの を として
を み ててゆくことにより たな
のガバナンスの つの として これ

を けることが であろう

の たな
の

の

ニコ ル ボ ル の
の
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・高橋一生著『国際開発 課題 』、国際開
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Transforming the Security Sector
A Crucial Component of Building
Peace

：

Nicole Janic Ball Visiting Senior Research Fellow
Center for International Development and Conflict Management
University of Maryland

Peacebuilding is the effort to strengthen the

prospects for internal peace and decrease

the likelihood of violent conflict The overarch

ing goal of peacebuilding is to enhance the

indigenous capacity of a society to manage

conflict without violence Ultimately peacebuild

ing aims at building human security a concept

which includes democratic governance human

rights rule of law sustainable development

equitable access to resources and environmental

security The pursuit of this goal in countries

torn by internal conflict poses special and

complex challenges

Peacebuilding may involve conflict prevention

conflict resolution as well as various kinds

of post conflict activities It focuses on the

political and socio economic context of conflict

rather than on the military or humanitarian

aspects It seeks to address this challenge

by finding means to institutionalize the peaceful

resolution of conflicts External support for

peacebuilding should supplement not substitute

local efforts to achieve a sustainable peace

the causes of conflict are to be found

in the interactions of power seeking with group

identity and inequalities The violence is

not at least purportedly the objective rath

er it is instrumental used in order to achieve

other ends Usually the declared objective

is political to secure or sustain power

while power is wanted for the advantages it

offers especially the possibilities of economic
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Introduction1

In the early s peacebuilding was
generally viewed as a series of activities
designed to help countries recover from vio
lent conflict Even today peacebuilding is
associated primarily with post conflict environ
ments in some parts of the international
community The United Nations for example
speaks of post conflict peace building By
the end of the s however it was becom
ing increasingly common to view peacebuild
ing as a means of preventing and mitigating
violent conflict within societies as well as help
ing them recover from such conflicts This
more comprehensive view of peacebuilding is
exemplified by the definition employed by the
Canadian government

Effective peacebuilding thus requires a
sophisticated understanding of the cleavages
in society and the adequacy of mechanisms
that can promote the peaceful resolution of
disputes

The roots of most wars fought since
have been in local conditions although these
conflicts have often become regionalized
and it is likely that this pattern will continue
in the century Internal disputes that
have degenerated into violent conflict have
been caused by a complex combination of
political economic and social cleavages
with disputes over access to the levers of
power being paramount An extensive study
of the causes of violent conflict undertaken
by the UN University s World Institute for
Development Economic Research WIDER
for example has concluded
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gains

As Cohen points out men may and do

certainly joke about or ridicule the strange

and bizarre customs of men from other ethnic

groups because these customs are different

from their own But they do not fight over

such differences alone When men do on

the other hand fight across ethnic lines it is

nearly always the case that they fight over

some fundamental issues concerning the

distribution and exercise of power whether

economic political or both

.

... ,
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. ,

,

,

, , .

“

”3

The institutions in both the public sector
and civil society that should be capable of
mediating these disputes in many non OECD
countries are typically weak or non existent
What is more in countries such as apartheid
era South Africa Yugoslavia under Slobodan
Milosevic Rwanda in or Zimbabwe
today civilian leaders have exploited the
relative lack of countervailing democratic
processes by fomenting violence or otherwise
creating the conditions necessary to justify
repressive actions against their populations
In other countries such as Indonesia securi
ty forces have played a more autonomous
role in preventing peaceful political change
For these reasons improving economic and
political governance is key to conflict transforma
tion and prevention and hence to peacebuild
ing

It is particularly important that the security
sector be included in efforts to strengthen
economic and political governance Whether
the security forces are instruments used by
civilians to prevent an alteration in the balance
of political and economic power or the
security forces themselves act autonomously
toward this end they play a crucial role in
creating the conditions that lead to violent

conflict and undermine efforts to build peace

Peacebuilding consists of three main
interrelated objectives

creating and strengthening democratic
political institutions
encouraging sustainable poverty reduc
ing development
fostering collaborative non violent
social relations

When the security forces play a central political
and economic role in a country it is almost
inevitable that an environment inimical to the
achievement of these objectives will be created
Some of the key characteristics of countries
with politically and economically active securi
ty forces are

the centralization of power and the lack of
participatory forms of government
disregard for the rule of law including the
ability of the security forces to act with
impunity and engage in serious human rights
violations
the failure to manage resources in a mann
er consistent with poverty reducing sustaina
ble development in particular the failure to
facilitate a reasonably equitable distribution
of economic and political power and a
reasonably equitable division of the fruits
of development and
inadequate civilian capacity to manage and
monitor the security forces
The security forces do not need to be a

negative force They can contribute to
peacebuilding by providing individuals social
groups and society as a whole with the safe
and secure environment that is necessary for
sustainable poverty reducing development
and social well being For this to occur
however a conscious effort must be made
to ensure that the security forces are governed
according to democratic principles that they
are controlled by civilians and that they
adhere to a peacebuilding approach to securi
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ty

A peacebuilding approach to security is
based on the recognition that although
guaranteeing the security of the state against
external aggression remains an important
consideration in the century many
societies face threats that either derive from
internal causes or are transnational and
collective in nature Security policy should
therefore be focused on finding nonviolent
solutions to disputes at the sub national
national regional and international levels
A peacebuilding approach to security has

as its main objectives

a protection against external aggression
b maintenance of law and order
c ability to counter internal threats to the
constitutional power

d ability to participate in regional defense
e protection of borders and national wa
ters

f ability to use security forces to promote
foreign policy objectives including participa
tion in peace operations

g creation of an environment conducive to
poverty reducing environmentally sound
development strategies and
h attention to regional and sub regional
issues such as AIDS allocation of water
resources citizenship and international
crime

Creating a democratic civilian
controlled security sector requires the involve
ment of a wide range of actors Often the
term security sector is considered to be
synonymous with the term security forces
that is those state organizations that have
the right and responsibility to use force in
the discharge of their duties In the past
the term security forces referred primarily
to the armed forces army air force and

navy A broader definition is now widely
used and the security forces are generally
considered to include the armed forces police
and paramilitary forces and the intelligence
services

However the security forces are not the
only national security actors The civil
authorities have important policy development
and oversight responsibilities Other state
actors such as the judiciary the correction
service and the custom service should also
be included in the security family Civil and
political society have a role to play in develop
ing policy and monitoring the activities of the
security forces as well those of the civil
authorities The activities of other non state
actors such as informal armed groups and
private security firms must also be taken into
account

All members of what might be termed the
security family should adhere to the
fundamental principles of good governance in
the security sector

This requires first of all that security sector
organizations particularly the security forces
are accountable both to elected civil authorities
and to civil society They also should act in
a non partisan manner

Second security sector organizations should
operate in accordance with international law
and domestic constitutional law

Third information about security sector
planning and resourcing must be widely
available both within government and to the
public A comprehensive and disciplined
approach to the management of the security
sector must also be adopted This means
that the security sector should be subject to
the same principles of public sector manage
ment as other government sectors with relative
ly small adjustments for appropriate national

.
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security related confidentiality

Fourth civil military relations must be based
on a well articulated hierarchy of authority
between civil authorities and the defense forces
on the mutual rights and obligations of civil
authorities and the defense forces and a
relationship with civil society that is based on
respect for human rights

Fifth the civil authorities need to have the
capacity to exercise political control over the
operations and resourcing of the security forces
and civil society must have the capacity to
monitor the security forces and provide
constructive input into the political debate on
security policy

Sixth the political environment must be
constituted so that civil society can actively
monitor the security sector and be consulted
on a regular basis on security policies resource
allocation and other relevant issues

Seventh security force personnel must be
trained to discharge their duties in a professional
manner consistent with the requirements of
democratic societies

Eighth fostering an environment supportive
of regional and sub regional peace and securi
ty has a high priority for policy makers

Countries where the security sector is guided
by democratic principles is controlled by
civilians and has adopted a peacebuilding
approach to security share a number of
characteristics In order to strengthen securi
ty sector governance particular attention
should be paid to developing these characteristics

While

professional security forces are by themselves
no guarantee that democratic civilian control
will be established or maintained building
the professional capacity of the security forces
is a critical element of the equation
Professionalization should encompass doctrinal
development skill development rule orienta
tion internal democratization and technical
modernization and should emphasize the
importance of accountability both to the elected
civil authorities and to civil society and
adherence to democratic principles and the
rule of law Officers need to possess a strong
management capacity to ensure that the
armed forces operate in a manner consistent
with democratic practices Doctrine skills
and materiel should support a peacebuilding
approach to security

It is vital that
the relevant civil authorities in the executive
and legislative branches of government have
the capacity to develop security policy and
manage the security sector To begin with
the relevant governmental and non governmental
institutions must exist and function proficiently
including ministries of defense justice

and internal or home affairs independent
ombudsmen s offices; civilian review boards
penal and correction institutions legislatures
budget offices audit units and finance
ministries

Within the defense sector it is important
to have a civilian commander in chief a
civilian minister of defense and a defense
ministry independent of the military institution
with a sizable civilian staff At a minimum
civilians should staff the key policy and
decision making positions Civilians should
also manage intelligence activities The police
force should be entirely independent of the
armed forces and operate on the principle of
policing by consent The police should protect
the free exercise of individual rights and
freedoms by all citizens equally as well as
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protecting all citizens against criminal activity
In order to function effectively the police
require the support of the full range of
institutions and organizations involved in the
administration of justice judiciary the legal
system and the corrections system

Respect for human rights must exist among
civilians as well as the security forces
While the security forces are frequently the
bodies responsible for violations of human
rights they are not infrequently working at
the behest of civilian elites who seek to
maintain or acquire positions of power
Additionally both civilians and security force
personnel may promote the creation of
paramilitary groups whose function is to repress
the civilian population or specific subgroups
of civilians and prevent significant political or
economic change The creation of local
militias in East Timor Aceh and Irian Jaya
by the Indonesian armed forces the TNI is
a recent example of this latter type of activity

Civil society
encompasses a wide range of stakeholders
including non governmental organizations
community based organizations professional
associations research and advocacy bodies
the media and religious groups The impor
tance of an effective civil society in promot
ing economic and political development is
well established Civil society also must be
capable of monitoring security sector policies
and activities and acting as a resource for
the security community
In its monitoring or watchdog function civil
society can engage the government on topics
such as overall defense policy expenditure
and procurement proposals and decisions
the doctrine size structure and deployment
of different security forces training of foreign
security forces and where relevant the
sale of weapons and weapon technology
abroad and foreign deployments of national

troops Such independent analyses are me
ant not only to challenge government policies
but also to inform the debate and provide
useful input into decision making processes
The media often play an important role in
transmitting new ideas and encouraging debate

Civil society acts as a resource for the
security sector in a number of ways Most
fundamentally it can provide a pool of
knowledgeable individuals to fill government
positions in relevant agencies It also can
provide specialized skills such as human
rights trainers legal experts financial experts
and the like either as adjuncts to specific
programs or as military civil affairs advisers
Civilians should also have the capacity to
staff review boards and other oversight bodies
conduct investigations for the government in
research and analysis units and take part in
special panels created by the government or
by quasi governmental institutions to examine
specific policy options and decisions

Access to information on
a broad range of subjects is critical to the
effective and efficient operation of the public
sector Information about security policies
planning and resourcing is however often
tightly held including such basic information
as the number of soldiers under arms the
type of weaponry in a country s arsenal and
the share of the country s budget allocated to
the security sector Although there are
legitimate reasons to keep some information
about the security sector confidential basic
information should be accessible both to the
civil authorities and to members of the public

Insufficient transparency risks undermining
economic stability by facilitating the misalloca
tion of resources Therefore expenditures
on the armed forces police intelligence and
other security related items must be treated
like other forms of public expenditure in terms
of planning preparation and legislative approval
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All security related expenditures must be on
budget and security budgets should be subject
to rigorous audits Finance ministries and
budget offices should have the capacity to
analyze security spending The legislature
must have an independent capacity to evaluate
the security environment and budget requests
from the security forces Legislators need to
have access to relevant information in a
timely fashion so that they can analyze and
debate proposals before their adoption
Budget and audit documents should be in
the public domain Even information that is
properly kept confidential must be shared with
some members of the executive and legislative
branches of government and mechanisms
need to be established to enable such reviews
to occur

Similarly the security planning process
should be as transparent as possible Securi
ty policies should be subject to legislative
debate and comments from the public
Defense programs in particular need to be
reviewed from time to time particularly when
major changes in the internal or external
security environment occur Input from civil
society will strengthen these reviews and
their findings should be made public The
central elements of security policies and policies
on civil military and civil police relationships
need to be enacted into law along with
disciplinary codes for the security forces

Developing civilian
management and oversight of the security
forces achieving transparency in military
affairs and attaining sustainable levels of
security expenditure are all challenges confronted
by many states Consequently there is
considerable potential for countries with shared
problems and experiences within the same
geographic area to promote the main objectives
of sound security sector governance by work
ing together to reduce tensions and enhance
mutual security For example experience

has shown that when part of a regional
process of confidence building providing
neighbors with access to information on
military strategy national procedures for
planning institutions involved in the decision
making process force size equipment and
procurement plans can have a beneficial effect
on a country s external security environment
Similarly small arms proliferation may be
most effectively addressed in a regional
context

Regional and subregional dialogues and
structures for security and cooperation can
also enhance the internal security of participa
ting countries By increasing transparency
and making it easier for civilians to oversee
the activities of the security forces regional
confidence building measures can help improve
security sector governance within individual
countries Additionally when the information
collected through regional and subregional
mechanisms is made public domestic transparen
cy can benefit as well This suggests that
it is important for regional mechanisms to
make public the information they gather

Experience from previous reform processes
indicates that three factors are especially
important to efforts to transform the security
sector in a manner consistent with democratic
civilian control of the security forces These
are

The national leadership must be
committed to a significant transformation
and reform process
The principles policies laws and
structures developed during the reform
process must be rooted in the reforming
country s history culture legal framework
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and institutions
The reform process should be consultative
both within government and between
government and civil and political society

Whether or not these conditions exist depends
to a very large degree of domestic vision
and political commitment to a process of reform
and transformation The development of this
vision and commitment can be fostered by
a public private partnership where experienced
members of civil society encourage the
government to engage in reform and are
invited to participate in reform processes

At the same time experience from around
the world suggests that appropriately designed
and delivered external support can significant
ly benefit efforts to transform the security
sector External actors can raise the profile
of developing democratic control of the securi
ty sector They can do this through private
policy dialogue and through public events
such as the meeting that the UK Department
for International Development hosted in London
in February and the one that the German
government hosted in Bonn at the end of
October External assistance can help
legitimate and empower pro reform forces
including civil society The Southern Africa
Civil Military Relations Project for example
has received funding from the British
government while the Centre for Defence and
Security Management at the University of
Witwatersrand in Johannesburg and affiliated
centers in other parts of Southern Africa have
received substantial support from the Danish
government
External support also can provide critical

technical assistance and supplement national
financial resources For example a number
of South Africans familiar with the activities
of the British Military Assistance Training Team
BMATT which has been helping integrate
the different armed forces active on South
African territory prior to the transition

have given BMATT high marks In Bosnia
the International Police Task Force helped
clarify what constitutes international policing
standards

While there are international actors that
can provide useful assistance to countries
seeking to improve the governance of their
security sectors it does not automatically
follow that reforming countries will always
receive appropriate assistance Nor does it
automatically follow that reforming countries
will make the best use of assistance provided
In consequence too large a share of the
relatively small amount of resources allocated
for assisting the development of democratic
civilian control of the security sector are used
inefficiently or do not have the desired effect

In order to improve the quality of external
assistance to countries transforming their
security sectors the donors of this assistance
need to prioritize the following objectives
develop a comprehensive approach to
security sector transformation improve
the coherence of external interventions
work to develop the commitment of national
leadership to a transformation process
build on what exists locally and take local
ownership seriously make ample use of
confidence building measures and take
a long term view

For their part the stakeholders in reform
ing countries needs to become informed
consumers of external assistance designed to
strengthen security sector governance Informed
consumers are characterized by the ability to
identify what they need who can provide it
form them and how to get value for money
Translating that into using external assistance
as effectively as possible in building democratic
security sectors there are three questions
that government civil society and the
security forces should consider
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What is necessary for our country to
achieve democratic control of the security
establishment
What sort of assistance do we require to
accomplish these tasks
Who can provide that assistance to us in
the most cost effective manner

In the
past efforts to support security sector reform
and transformation have been atomized
Attention has focused either on the armed
forces or on the police and insufficient
attention accorded to the civil authorities
responsible for managing and monitoring the
security forces or to civil society There has
also been inadequate attention given to the
linkages among these different actors and to
the roles that each could play in helping to
transform the security sector

The broad objectives of support provided
by external actors to security sector transforma
tion should be to

a help create an enabling environment for
a transformation process or space for
debate where incentives for such a process
are lacking
b assist local actors to understand the
components of good governance in the
security sector and to define the process
by which they will achieve this objective
c assist local actors in developing and
institutionalizing mechanisms for develop
ing managing and monitoring security
policy
d strengthen the capacity of the civil
authorities to participate fully in the process
of managing and monitoring the security
sector including ministries of defense
justice foreign affairs and internal or

home affairs the finance ministry budget
office and office of the auditor general
legislatures independent ombudsmen s
offices civilian review boards

e strengthen the capacity of non governmental
and community based actors such as
professional organizations research and
advocacy institute and universities to
participate fully in the process of manag
ing and monitoring the security sector

f professionalize civilians through training
mentoring and monitoring activities

g pursue professional development of the
security forces that imbues their mem
bers with an understanding of democratic
civilian accountability and strengthens
their internal management capacity to
implement and sustain reforms

As we have
seen effective external support for security
sector transformation requires the collaboration
of a wide range of actors national regional
and international governmental and non
governmental Individuals with expertise in
defense policing intelligence managing
security forces defense budgeting public
sector and fiscal management foreign policy
the legislative process development and
human rights need to develop methods of
working together productively This requires
not only blending different types of expertise
but also engaging a wide variety of organiza
tions with different goals and operating cultures
While such collaborations are not easy they
are vital to the success of a multidimensional
transformation such as that required in the
security sector

For such collaboration to be effective
external actors need to be in agreement on
the policy to be pursued vis a vis individual
reforming governments The organizations
that provide assistance need to be transpar
ent about the activities they are supporting
so that both reforming governments and oth
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er external actors can understand the full
range of programs underway

Additionally donor governments and
multilateral organizations that provide a range
of assistance security political develop
ment need to be in agreement internally
This agreement needs to cover both conceptual
issues and specific activities There have be
en numerous disconnects within bilateral
governments the financial and political
imperatives of arms sales versus the objective
of maximizing resources for development
balancing the need to improve military related
skills of armed forces with human rights
considerations and so on

While these potential contradictions will
never disappear entirely it is important for
governments and multi task organizations such
as the United Nations to discuss the problems
in a frank and open manner and make good
faith efforts to coordinate policies and programs
To facilitate this process governments and
multilateral organizations need a comprehensive
view of security sector transformation and
a policy outlining the principles underlying
assistance they are willing to provide They
also need to delineate the areas in which they
are to be involved In order to achieve these
objectives it is necessary to first of all
develop formal and informal channels of
communication that function effectively within
and between departments and secondly to
build personal relationships that can transcend
departmental or substantive divides

At the international level priority should
be given to including issues pertaining to
good governance in the security sector in
coordination for and mechanisms such as the
World Bank led Consultative Groups UNDP
led Round Tables and peacekeeping missions
Close cooperation between aid missions and
the diplomatic community including defense
attaches and other security missions is also

essential Embassies and foreign ministries
need to make as much use of aid missions
as possible rather than fencing off security
related issues as has generally been the
practice to date For their part develop
ment actors need to be open to such collabora
tion Regional organizations and consortia
of civil society organizations should also be
viewed as key partners

Without the commitment of national
leadership efforts to transform the security
sector will fail It is not necessary howev
er for all relevant stakeholders to favor
reforms before external actors broach the
subject As long as there are a number of
well placed influential allies including in
civil society external actors can do much to
increase understanding of the transformation
process and reduce opposition to it Securi
ty sector transformation should be a regular
component of policy dialogue with govern
ments in order to identify entry points for a
transformation process Ministries of finance
are often eager to gain greater control over
the resources allocated to the security sector
Reviews of how to improve the efficiency of
resource use in the security sector can begin
to engage members of the security forces in
broader discussions of organizational institutional
and human resource requirements for
democratic civilian controlled security sectors

External actors can provide incentives for
governments to engage in security sector
transformation varying from situation to
situation Some governments may be attracted
by the opportunity to work with advisers
especially military and police advisers from
particular OECD countries Others may accept
additional resources to include the security
sector in ongoing state reform processes such
as efforts to strengthen the management
of the public sector as a whole or the budget
ing process in particular or the ability of
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legislative committees to function more
effectively

Much donor discourse has focused on
conditionality Such conditionality generally
relates to the level or composition of military
expenditure or agreements to not raid non
military budget lines for increases in military
spending While these are desirable outcomes
process oriented conditions would be even
more productive For example a country
where preliminary dialogue has identified a
base of support for improving security sector
governance might be required to include the
security sector in public expenditure reviews

External
stakeholders experience a greater degree of
success to the extent that they avoid impos
ing specific organizational structures and
modes of operation They must accept that
there are different ways to achieve the end
states of transparency accountability and
civil management and oversight The objective
should be to empower governments to
discover what will work best for them and
civil society to participate effectively in the
process

Operationally external actors can provide
technical assistance to support efforts to learn
about different management systems and
structures for the security sector and to plan
local transformation processes If such
technical assistance is provided continuity is
highly important Local stakeholders are
extremely pressed for time to reflect Conflict
affected countries in particular face a myriad
of urgent problems that are very difficult to
prioritize and a limited number of people with
the requisite interest and skills Therefore
it is desirable to provide such countries with
on site personnel who can act as mentors to
local stakeholders in both the public and
non governmental sectors

Members of the
security forces and civilians are often suspicious
of each other s motivations and objectives
The former may believe that civilians have
no appreciation of security matters and will
be unable to make decisions that are in the
best interest of the security forces Where
security forces have been involved in human
rights abuses or have pursued economic
policies and corrupt practices that have severe
ly weakened a country s economy leaders
of those forces are concerned that they will
suffer retribution should civilian opponents
gain power Security force officers who have
benefited personally from opportunities to eng
age in corrupt behavior may strongly resist
the institution of democratic practices and
genuine civil oversight Additionally with the
introduction of good governance principles
and practices members of the security forces
often fear that their budgetary allocation will
decline and as a direct consequence that
they will lose the ability to deliver what is
expected of them

For their part civilians who have lived in
repressive societies fear the security forces
and often find it difficult to interact with them
The fact that they are frequently at a
disadvantage in terms of knowledge of defense
intelligence and policing matters further adds
to the reticence of civilians to interact with
representatives of the security forces In
such circumstances there may be a role for
externally mediated stakeholder dialogue to
build trust between civilian and military popula
tions Where there is a strong civil society
capable of playing this mediating role external
financial support may suffice to get such a
dialogue off the ground

It is critical that external stakeholders proceed
cautiously in their interactions with civilian
and security force actors and not assume a
degree of familiarity and a relationship that
exists in many OECD countries It is also
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critical to structure all activities relating to
security sector reform so that they build
confidence among local actors

Once embarked
upon it is critical that security sector transforma
tion be viewed as a long term process with
the nature of progress shaped and conditioned
by the pace of social and political change
Many police advisers for example speak
of ten to fifteen year transformation processes
In reality the time frame for institutional
transformation should probably be calculated
in terms of a generation Some donors are
able to commit to three year and sometimes
five year programs Many others operate
on one year time frames As institutional
development and transformation take center
stage it will be preferable to think in terms
of five year rolling forward planning cycles
External actors will need to consider at the
outside whether they are able to commit to
an end state strategy of assisting govern
ments to achieve a sufficient degree of reform
so that the transformation is sustainable

There are at least
two aspects to deciding what is necessary to
achieve democratic civilian control of the
security sector The first involves an assess
ment of both formal and informal institutions
in the security sector This assessment
would ask questions such as Which institu
tions should be involved in developing and
implementing security policy How should
these institutions function individually and
as a group if the objective is to increase
democratic accountability transparency and
civilian control over the security forces
What is the difference between how these
institutions function at present and how we
would like them to function in the future
Are the financial and human resources

necessary for these institutions to operate in
the desired manner available If not how
should needs be prioritized This assess
ment should be undertaken by all relevant
actors government parliament the security
forces and civil society

The second aspect of deciding what is
necessary involves developing a preliminary
plan of action which lays out both needs and
priorities This plan of action should be
based on a preliminary assessment of the
security environment and would the first step
in developing a strategic vision for the securi
ty sector To the extent possible such plans
should cover the security sector as a whole
as well as individual components of that sector
the various security forces the ministry

of defense the office of the national security
adviser the organizations responsible for
financial management and oversight of public
expenditure and so on An effort should
be made to prioritize the priorities identified
by each component These planning papers
should be considered works in progress and
be updated regularly

Ideally the process of developing action
plans should be a participatory and inclusive
as possible This is not an easy task for
any government The most recent Defence
White Paper published by the British govern
ment in for example was the first for
which there was significant consultation with
civil society during the document s develop
ment Civil society organizations and parlia
ment also need to development their own
plans of action

Once
institutional assessments have been conducted
and preliminary action plans have been produced
to the extent possible the government parlia
ment and civil society should assess the
additional financial technical and material
resources necessary to begin addressing the
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priority issues In some cases it may be
decided that in one or more areas assistance
is required to extend the institutional assess
ment or further amplify the preliminary action
plan In other cases resources may be
necessary to implement the action plan It
is always important however to be realistic
in developing a wish list for external support
and to try to identify those areas in which
value added can be maximized

With a plan of action
in hand and priorities identified for external
resources it is time to approach external
stakeholders In reality the external stake
holders may well have already made their
own approach and have very specific ideas
about the types of assistance they will provide
It is often very tempting to accept offers of
assistance even if there is not a good fit
with one s own priorities The temptation is
particularly strong in an environment that is
characterized by many pressing needs
Sometimes it makes sense to take advantage
of these offers and sometimes it does not

Some external stakeholders may need to
be prodded into providing assistance This
is particularly likely to be the case with
requests to development assistance actors
for assistance in strengthening the capacity
of defense ministries improving security sector
planning or enhancing the capacity of
relevant government bodies to manage the
security budgeting process While the
tendency of the development agencies has in
the past been to avoid involvement they find
it very difficult to ignore requests for
assistance The more specific the request
and the more that it is couched in language
that is recognizable to them the more likely
they are to respond positively

Irrespective of whether offers of assistance
are generated by external stakeholders or by

reforming governments each offer needs to
be scrutinized carefully for what it will bring
and what it will not bring Modifications to
proposed assistance should be negotiated in
order to enhance the likelihood that the assist
ance offered will respond to the needs of its
recipient and contribute to implementing the
strategic reform plan developed domestically

Without a democratic civilian controlled
security sector peacebuilding will not succeed
Both external and domestic stakeholders
have a role to play in strengthening govern
ance in countries where the security sector is
not accountable to democratically elected
civilian authorities and where the security
sector is insufficiently transparent

In considering the priorities for both external
and domestic stakeholders in strengthening
security sector governance three issues stand
out

The first is that an institutional approach to
security sector transformation should be
developed and it should be developed jointly
by external and domestic actors It is impor
tant that the different groups of external actors
security political development financial and
non state work together in this effort It is
also important that all relevant stakeholders
in the country undertaking a transformation
and reform process be included
The second priority should be capacity

building for civil authorities members of the
security forces and civil and political society
If the security sector is to democratic and
managed effectively and efficiently members
of the security forces and civil oversight
bodies need to understand the principles of
democracy and public sector and public
expenditure management along with good
practices in areas such as defense budgeting
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planning and procurement Clarity about
the hierarchy of authority between civil
authorities and the security forces and about
the mutual rights and obligations of the civil
authorities and the security forces is also
critical A relationship between the security
forces political society and civil society that
is based on respect for human rights is also
a necessity

The third priority should be to build on
what exists locally While the security sector
may not be the only component of the public
sector where management needs strengthen
ing no country is a tabula rasa The same
holds true for civil society There is a small
but growing number of security experts in
Africa Asia and Latin America who are already
working to improve the accountability and
transparency of the security sector External
actors should begin by reviewing existing
capacity in the public and non state sectors
when contemplating any support for security
sector governance
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World Bank s New Perspective on

Development and Conflict

’

Kazuhide Kuroda Knowledge Management Officer Post Conflict Unit The World Bank, - ,

Introduction

in Post Conflict Countries

The World Bank began as a result of the
termination of a major war Thus it was
established at the Bretton Woods conference
in with the mandate to support the
reconstruction of Europe after World War II
The Bank then concentrated on providing
financial capital and rebuilding physical
infrastructure In the post Cold War era
the nature and scope of conflicts have changed
Most of today s conflicts are not inter state
but internal wars fought with conventional
weapons These conflicts have tested the
ability of the international community to address
unprecedented devastation of human and
social capital In addition low income
countries appear to be more prone to conflict
Nearly one half of all low income countries

have experienced a major conflict since
Thus the link between poverty and conflict
has become more evident The Bank an
institution committed to reducing poverty and
improving living standards views vio
lent conflict as a major impediment to develop
ment As a result Mr Wolfensohn the
Bank President raised Bank assistance to
countries emerging from conflict as a high
priority While the Bank carries out major
operations in post conflict countries it also
has undertaken an in depth review of several
past and ongoing operations to draw lessons
in order to make more effective ongoing and
future post conflict reconstruction operations
One key recommendation of the review was
for the Bank to formulate an operational
policy on post conflict reconstruction In

January the Bank s Board of Executive
Directors approved an Operational Policy on
Development Cooperation and Conflict
This paper therefore is intended to

summarize Bank s new perspective on conflict
and development It does so first by out
lining the major results of the review in Sec
tion In Section key aspects of the
new Operational Policy are highlighted In
Section the Bank s current areas of focus
as they relate to conflict and development
are summarized It is followed in Section
by a conclusion

At the Bank s Annual Meeting in Mr
James Wolfensohn delivered a state
ment to emphasize the Bank s focus on post
conflict reconstruction The remark showed
Bank s readiness to assist post conflict
countries in meeting its enormous reconstruc
tion needs and outlined the areas that develop
ment agencies such as the World Bank
could tackle to bring about development which
is sustainable and less conflict prone In
fact the Bank s involvement in these post
conflict countries had already become very
substantial Since the volume of Bank
lending to post conflict countries increased ov
er percent to US billion by
and touched every region and economic sector
As a result the Bank s internal evaluation
department decided to undertake assessment
of the Bank s post conflict reconstruction
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portfolio to enhance the institution s ability to
respond more effectively to the needs of
societies rebuilding after conflict Nine
countries were carefully chosen for the case
studies Bosnia Herzegovina Cambodia
El Salvador Eritrea Haiti Lebanon Rwanda
Sri Lanka and Uganda They represent
different regions phase of Bank assistance
and diversity in the causes of conflict
The lessons learned from the case studies
were published in a Report entitled The
World Bank s Experience with Post Conflict
Reconstruction These lessons pointed to
five areas for further improvement in relation
to post conflict operations Bank s policy
Bank s role Bank s comparative advantage
and performance inappropriateness of some
conventional wisdoms and appropriate
institutional arrangements

In s and s the Bank undertook
an increased number of emergency recovery
activities particularly in response to natural
disasters To ensure proper and consistent
implementation of these activities there was
the operational policy on emergency recovery
assistance The policy defined an emergen
cy as an extraordinary event of limited dura
tion such as a war civil disturbance or
natural disaster However post Cold War
conflicts were more complex and it became
increasingly clear that there was need for a
policy formulated with post conflict reconstruc
tion as its theme The Bank then had an
internal group which produced a paper called
A Framework for World Bank Involvement

in Post Conflict Reconstruction which was
since published as a report entitled Post
Conflict Reconstruction the Role of the
World Bank The report contained useful
policy guidance It was viewed that this
policy guidance could form the basis in
drafting an operational policy on post conflict
reconstruction

The Bank has a critical role to play in the
early stages of post conflict reconstruction
One such role is aid coordination To
respond effectively to the massive and urg
ent needs the donors must work in partner
ship among themselves and with the govern
ment whose capacity is very weak The
Bank often convened a donor conference
which proved to be very effective in mobiliz
ing resources seeking a coordinated approach
to macroeconomic issues and providing
information on needs and assistance flows
It is desirable for the Bank to join in the
undertaking of joint damage and needs assess
ment The joint effort will enable effective
coordination and cooperation among donors
government and organizations providing
assistance
Another important role for the Bank if

invited to participate is as adviser on the
economic development dimensions of peace
accord options during peace negotiations
The Bank participated in the peace negotia
tions of Bosnia and Herzegovina and of
Guatemala and contributed to the peace
process

Supporting macroeconomic stabilization and
rebuilding physical infrastructure have been
the Bank s traditional strengths It was found
that monetary and fiscal stabilization packages
of the Bank and the Fund International
Monetary Fund that were negotiated with
governments contributed greatly to lowering
the current rate of inflation one important
indicator of macroeconomic stability The
Bank should thus continue to place a high
priority in this area The Bank also scored
high in the area of rebuilding physical
infrastructure
Investment in human e g education and

health and social capital institutions of
governance and civil society which foster
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3

such basic behaviors as trust and participation
is an important component of post conflict
work in order to build a base for rebuilding
the shattered economy and war torn society
It was suggested that the Bank form partner
ship with other international and bilateral
agencies and with NGOs that have solid record
in the restoration of human and social capital
There is a growing consensus on the impor
tance of a program of demobilization and
reintegration of ex combatants into society
A successful demobilization and reintegration
program will not only have ex combatants
contributing to economic recovery but also
greatly strengthen sustained peace The
Bank has been involved in several demobiliza
tion and reintegration programs It has learned
that the entire process requires a comprehensive
preparation taking into account political security
and economic and social factors and roles to
be played by different organizations and
government entities As the Bank was involved
in several demobilization and reintegration
programs it begun to receive more requests
from governments to undertake a similar
program in their countries Further elabora
tion in Chapter
In a post conflict situation often another
important issue is demining While demining
is essential for humanitarian and economic
reasons the Bank does not have a
comparative advantage in this activity How
ever based on the Operational Guidelines
on Demining the Bank could assist in non
clearance activities such as mine awareness
when they are linked to a specific develop
ment activity

It is important to first stress that many
wisdoms learned over many years do apply
in a post conflict situation such as client
ownership and beneficiary participation At
the same time it is evident that an exceptional
approach is needed in a post conflict situation

which has just emerged from a period of the
devastation of human social and physical
capital Consequently it may be necessary
to hold off some conventional wisdoms of
development practice Before proceeding
with any programs it is important to careful
ly consider the political realities of the situation
such as weak implementing capacities of the
new government In so doing it may become
apparent for example to not recommend a
tax generation program or civil service reform
and privatization

The key requirements in designing and
implementing Bank s post conflict reconstruc
tion activities are flexibility and speed In
order to meet these requirements it is import
ant that Bank senior management give high
priority to staffing and structuring post conflict
country teams

Since the Report has been issued the
Bank has acted on a number of its recommenda
tions

Taking the recommendation of the Report
on Banks experience in post conflict reconstruc
tion as mentioned above and building on the
policy work which was carried formulation
of a policy on post conflict reconstruction
was begun in Following internal
consultations as required by the procedures
governing operational policies the Bank shared
the draft policy with UN agencies NGOs
donor governments and governments of post
conflict countries and consultations were held
in New York Brussels Rome and Kigali
During the drafting process the focus of the
policy was redefined to encompass not only
post conflict reconstruction issues but also to
include pre conflict phase In addition as
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a result of one external consultation at which
time a suggestion was made to emphasize
cooperation The title of the policy was
subsequently changed from development
assistance to development cooperation
In January the Bank s Board approved
an Operational Policy on Development Coopera
tion and Conflict
While formulating the policy in the new

areas touching on conflict one of the
paramount considerations was to ensure that
the mandate of the Bank as stipulated in the
Articles of Agreement is fully respected
This is important as conflict related issues
are often very political in nature
The major features of the new policy are

as follows
The Bank explicitly recognizes that economic
and social stability and human security are
preconditions for sustainable development
The Bank also recognizes that conflict not
only affects the country or countries of the
combatants but also may spill over to oth
er countries and have regional implications
The Bank defines its objectives in relation
to conflict affected countries including those
emerging from conflict as well as to countries
which are affected through their proximity
and or relations with those countries
The Bank recognizes that the causes of
conflict differ from country to country and
that there is still much to be learned regard
ing the links between development assis
tance and conflict The Bank s analytical
work in this area attempts to increase
understanding of the root causes catalysts
indicators and policy implications of conflict
To be prepared for timely assistance in
member countries that are affected by vio
lent conflict the Bank works within its
mandate in close partnership with bilateral
and multilateral agencies particularly the
United Nations and other international and
regional institutions that have the major
responsibility for peacekeeping and security
development and humanitarian assistance

with government authorities and with civil
society and private sector entities that have
complementary mandates and common
concerns
Heeding on the lessons learned for early
engagement enabling prompt action later
on the Bank s engagement with countries
begins if they are determined to be vulnera
ble to conflict The objectives of Bank s
work therefore in these high risk countries
will be to promote economic growth and
poverty reduction through development
assistance that minimizes potential causes
of conflict For countries in conflict the
objectives will be where possible to
continue efforts at poverty reduction and
maintenance of socioeconomic assets
to provide upon receiving a request from
its partners information on the socioeconomic
impacts of emergency assistance to
analyze the impact of conflict on economic
and social development and to prepare
for its assistance as opportunities arise
For countries emerging from conflict the
objective will be to support economic and
social recovery

In order to make Bank s assistance more
effective in conflict affected countries current
ly five areas of conflict and development work
are receiving urgent attention financing
issues of post conflict countries gover
nance demobilization and reintegration
community driven development and

knowledge sharing and partnership

Financing issues of post conflict countries
are very complex which are beyond the scope
of this paper Among the most urgent
financial issue relates to debt in post conflict
countries Currently IMF and the Bank are
examining the issue in order to formulate
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proposals which will be discussed at the IMF
Bank Spring Meeting
Often in a post conflict country the Bank

is confronted with a situation in which it is
needed to intervene though it does not have
a financial instrument To redress this
shortcoming the Bank established a Post
Conflict Fund PCF in as a grant
facility Thus PCF is to help the Bank
respond rapidly to early reconstruction situa
tions support partnership and gain a better
operational understanding of conflict and
development issues As of December

total PCF disbursements had increased
to million across projects One
key issue facing PCF is the growing demands
for PCF support Discussions with potential
donors have started to enable their participa
tion in PCF

Weak and so called failed states have had
a strong link to conflict In many war torn
countries power and wealth are kept within
a handful of people while ordinary citizens
are mired in poverty Capacities of institu
tions are weak and corruption becomes ram
pant The Bank has launched a strong
governance program which includes a global
anti corruption initiative endeavoring to
putting in place the necessary transparency
and accountability mechanisms While such
a initiative is difficult to implement in a post
conflict country efforts must be made as
good governance will pave the way for a
more inclusive society that is more conflict
resilient

The Bank is currently providing assistance
to governments in design and financing of
demobilizaition and reintegration program in
over countries aimed at transforming for
mer combatants into productive civilians
Working in close partnership with the United
Nations and donor governments which

typically handle the security aspects i e
disarmament and weapons destruction the
Bank has worked on the reintegration side
by assisting ex combatants in covering their
basic needs and subsequently providing
support enabling them to begin a sustainable
livelihoods
Using the accumulated experiences the

Bank is making further refinements to its
demobilization and reintegration program

To more efficiently reach the people in need
the Bank has recently begun to focus on
community driven development Within the
context of a post conflict country this method
is particularly attractive given the weak
institutional capacity and the need for people
to receive assistance quickly In these
situations the Bank has established
community driven development funds which
provide money at the disposal of local
communities to make decisions allocate to
different activities and work jointly Often
former enemies are brought together in shared
activities thereby facilitating their reconciliation
i e reconciliation through reconstruction

In addition to its more traditional banking
expertise the Bank has recently begun to
strengthen its effort to make its considerable
amount of knowledge available to client
countries and to general public as the
Knowledge Bank In this context in

order to deepen the understanding of economic
causes and consequences of conflict the Banks
Economic Research Group begun a major
research on this issue Policymakers are
already gaining as a result much insight
into the role of primary commodities such
as diamond and oil in fueling conflict On
the social development side Bank research
found that societies possessing high social
cohesion e g high degree of trust more
inclusive and open societies are better able
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to manage tension thereby reducing the risk
of outbreak of violent conflict
As noted earlier regarding partnership the
Operational Policy already highlights its
importance The Bank has recently strengthened
its relations with partners in particular with
the United Nations It now regularly participates
in several UN meetings such as the Executive
Committee on Peace and Security and Inter
Agency Standing Committee which deals with
humanitarian issues In addition when invited
the Bank officials attended meetings of the
UN Security Council
The Post Conflict Unit established in
within the Social Development Department
continues to assure coordination on different
actions taken related to conflict in addition
to administering the Post Conflict Fund
described above

The Bank s vision is to work in partnership
with governments the United Nations civil
society and the private sector towards the
goal of eradicating poverty and ending the
scourge of violent conflict
To this end the new Operational Policy on
Development Cooperation and Conflict for the
Bank is an important milestone reflecting
considerable experiences the Bank has gained
from its recent post conflict operations
At the same time the challenges are in

implementation of the Policy In this context
it is noteworthy that several country teams
have already begun to operationalize elem
ents of the Policy Efforts will be made to
facilitate other relevant country teams to do
likewise In addition work in conflict thematic
areas will be further strengthened
In peace building situations one of the

essential requirements for success is for each
organization by applying its strengths to
carry out its tasks defined in an overall
framework agreed by all concerned It is

hoped that the Bank s more proactive and
systematic approach will contribute in making
the overall efforts of the international
community more effective thereby empower
ing the people in those countries to regain
their livelihood and to develop more inclusive
and equitable countries

This paper is written by the author in his
personal capacity

.
, ,

.
,

.
,

-

. , ,

.
, 1997

,

,
-

.

, ,

.
,

- .
,

. ,

-

.

. ,
.

- ,

, ,

.

-

.

.10

４ Conclusions

Disclaimer

Endnotes

’

’

１

２

３

４

The World Bank includes both the International

Bank for Reconstruction and Development IBRD

and the International Development Association

IDA The Wordl Bank Group now consists

of IBRD IDA the International Finance

Corporation the Multilateral Investment Guarantee

Agency and the International Center for

Settlement of Invstment Disputes

John Stremalau and Francisco Sagasti in

Preventing Deadly Conflict Does the World

Bank have a role notes about successful

transformations of Germany and Japan into

major industrial democracies In the case of

Japan in Japan was the Wold Bank s

second largest borrower after India but by

it was the Bank s second largest after the

United States and the world s leading provider

of official development assistance

The full text of the Operational Policy is

available from the Bank website

www worldbank org postconflict The Operational

Policy is complemented by the Bank Procedure

on Development Cooperation and Conflict

International Bank of Reconstruction and

Development Articles of Agreement Article

Section International Development

Association Articles of Agreement Article

Section The Articles explicitly prohibit the

Bank from interfering in the domestic affairs of
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a member of from questioning the political

character of a member only economic considera

tions are relevant to the Bank s decisions

Whereas traditional definitions of security

focused on military threats to a nation human

security means securing the well being of people

that is ensuring that people s basic needs are

met in addition to their security

One study undertaken by Paul Collier Director

of the Bank s Development Economics Group

is Doing Well out of War An Economic

Perspective

In with the agreement of the Japanese

Government an allocation of million was

made from the Japan s Policy and Human

Resources Development Program to establish

the Japan Post Conflict Fund It complements

PCF

Details are found via its website http: www

worldbank org research conflict

Details are found in the study by Nat Colletta

and Michelle Cullen of the Post Conflict Unit

Violent Conflict and the Transformation of

Social Capital

The Bank took part in an open debate of the

Security Council when it discussed Central African

Republic Guinea Bissau and East Timor

Separately when the Security Council recognized

that AIDS as a threat to international peace

and security and held an open debate on the

matter for the first time the Bank President

Mr James Wolfensohn participated in a Security

Council debate in January
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平和構築雑感

草野 厚 慶応義塾大学 総合政策学部 教授

昨年、 世紀最後 年 、日本
（政府開発援助） 関心 持 人々 、重
要 、 嬉 ー 飛 。
総理府 事務局長 大島賢三
、国連 難民担当 次長 就任 。
一昨年夏 大島 外務省 経済協力局長

事務局長 転 、
考 主張

私 、 新鮮 人事 思 、今回
一層 感 強 。広報担当 日本人次長
離任 、国連 最高幹部

理由 、 日
本 外交政策目的 適 人事 嬉 。人道
担当 次長 、実施部隊 国連難民高等弁
務官（ ）事務所 指揮 重要 役割
担 。平和構築 盛 議論
折 、総理府 勉強会 地道

努力 大島 活躍 期待
私 。

関 、重要 変化 起
。暫 沈静化 国連 活動

関 議論 政治家 間 行 始
。 、昨年 通常国会 、国会内 憲法

調査会 設置 、憲法 条 含 見
論議 始 関係 。憲法 条

、自衛隊 海外派遣 合憲性 常 問題
。現在 国際平和協力法（ 法） 、

国際紛争解決 武力 行使
憲法 条 整合性 図 、 派
遣五原則 骨格 。①当事者 停戦合
意、② 活動 中立性、③参加 関 当
事者 招請、④以上三 原則 満

場合 撤収、⑤携行 武器 小火
器 限定 五 。 詳述 、

原則 、 国際平和協力法
可能 停戦 監視 本体業務 参加 凍

結 、世界各国 行 国
際平和協力活動 日本 活動範囲 狭 。
平 言 、日本 活動 国際標準
満 。憲法 遵守 、「安

全」 出 、 本
来 目的 矛盾 。

状況 批判 生 。党 方針
国連 活動 積極参加 標榜

自由党 加 、野党 民主党 、東 ー
暫定統治機構 自衛隊 参加 見

契機 、 点 問題
始 。遅 失 言 一歩前進 。
与党 動 鈍 、野党 議論 ー

興味深 。
分野 、重要 進展 。構

造改革 国別援助計画
外務省 、 皮切

発表 始 。 、
案件 、 予算 配分

政策判断 、 途上国
姿 日本側 青写真 必要 。

（国際協力事業団） （国際
協力銀行） 実施機関 国別援助計画

、 企画立案 機能 外務
省 、取 組 課題 。 年代
国際貢献 名 下、右肩上 予算 増

、途上国側 要請 応
、 必要 。中央地方

財政赤字 兆円 越 、自民党
亀井政務調査会長 、 三割削減

、「 予算 増 当然 」
議論 通 。

逆風 極力避 、本格的 国別援助
計画 必要不可欠 、漸 始 。

一 大 出来事 、 平
和構築 勉強会 発足 （実際 、

年秋 立 上 ）。平和構築 、簡単
、冒頭述 概念

。途上国 開発支援
平時、 基本的 治安 維持
状況 前提 一方、紛争当事者 停戦合

意 担保 国連 行 、非常
時、 戦闘行為 一応止 、当事者間

治安 維持 、国連 力 必要 場合

20
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666
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の に の や
に を つ にとり

な しかも しいニュ スが びこんできた
の だった さん

が の の に されたことだ
に さんが の か

ら に ぜられたときも と
はセットで えるべきだと してきた

には とても な に えたが は
その を くする の

が し から クラスがいなくな
るという などもあったにせよ こうした
の に った は しい
の は である

を する な
を う について んに されてい
る から でも など な

をされてきた さんの に するの
は だけではないだろう

や に して な も こり
つつある く していた
に する が の で われ めたこと
だ これは の で に

が され を めた なおし
が まったことと がある と

いえば の の が に
となる の は

のために は しないとした
との を るために いわゆる
を としている の

の に する
からの つの が たされ

なくなった の する は
に の つである ここでは しないが
この があること それに で
は な の など への は
されているために が っている

よりも の は い
たく えば の は を
たしていない は しているが

なところにしか かけておらず
の とは している
この に が まれている の と

して への を してき
た に え の も ティモ
ル への の が られなかっ
たことを に この をあらためて にし
めた きに したとは え である
の きが く が をリ ドしてい

るところが い
の でも な があった
のきっかけとなるであろう

が から バングラデシュやタイを に
され めた はいってみれば どの

ような に どのように を するかと
いう だが それには のあるべき
について に が である これ

までも や
のような では

はあったが これは の をもつ
こそが り むべき である

に の の がりに が え
たこともあり の に えることが
できたために その はなかった
の が を えるなかで

の にみられ
るように よいことは が えて だ
という は りにくくなっている そうした

を けるためには な
が だが く まった
そしてもう つ きな は が
の を させたことだ には
に ち げ とは に

いえば べた と をつなぐ
といってよい の である
は つまり には が されてい
る を とする の
を するために が う は
つまり は んだが

では は できず の が な
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を としている ところが には
が し の が されても
ちに が する が れるわけではな
い の は の を とし
ているので に が されていること
が されなければ しにくい
の という では や
といった インフラ
や といった が に され

なければならない は の
で など のことは うが

らの の は の である こ
うして にとり の の

までの をどう ごすかが きな
となる は その を
めようとするものであり の

で に べる ティモ ルのような が
していることを えれば めて な え

であろう
の ティモ ルを ねた に

は とは わない でも
でもいいから の が です と
した ティモ ル

は の で
が したことによって まった に

い してきたインドネシア が
の に い されたあとに

された カンボディアの と に
に えて を が わりする

ことで に りに しようというの
である は をはじめ の

には していない に え
られるその は のうち
の が しているので なくとも つ

が り たないからだという しかし
されている のうちの

の の が ティモ ルに しているにも
かかわらず の がないのは である
もっとも それは い ぎで の

はじめ を め が
り している
さまざまな が ち されるものの

は した の は なと
ころでしか わないという に ティモ
ルは したからであろう たしかに に

し インドネシアとの を める

も がスタ トした では
まだ な であったし の が

されているゴラン に する に
べれば かに である しかし り

すが が できないから でないか
らこそ が なのである
もっとも や が すれば り

が に われるというわけではない その
では の という からは
への は だが も

もともに に うべきというのは りす
ぎで な に すべきだという に
も はある を れて
の にたてば したように とい
う と の を めるスキ ム
が である その の は に ること
にして の を ってきた が

の で
にもかかわらず オフィスを

ち げ の が していることは
である の や の

の など の に する
のためである がないため

に の は ティモ ル
や など を じてい
る そのプレッジ は である

のあるべき の は が
し が し の に り み

めるその で なことが うる
を えておくことであろう ほどしか
のない に にも せよという
のは の にも がある

で できる の
の の が に されたときには

のために できるが の に しては
からすれば に けるという も

わかる しかしこれも への と
に を めることが であろう ならば

の が な をしない
は だけの でよいのかと われれ

ば そうではない その では オフィスを
し なつなぎとしての
を おうとしている の は

の といってよいほど である
もっとも への は の

の しさもあってか はもとより

前提 。 現実 、
出動 、一応 停戦状態 維持 、直

想定 平時 訪
。 関係者 、平時 協力 前提

、確実 治安 回復
確認 出動 。他方、紛争

後 復興 視点 、道路 橋、発電、水
道 経済、社会 、初等教育、警
察 司法、徴税 制度 早急 整備

。 部隊 、緊急援助
範囲内 道路整備 最低限 行 、
彼 最大 任務 停戦合意 維持 。

、被災国 、 後、 本
格開始 期間 過 大 関心
事 。平和構築 、 落差（ ）
埋 、冷戦後 国際社会
、次 述 東 ー 内戦 頻

発 考 極 重要 考 方
。

昨年 月初旬、東 ー 訪 私 、
司令官 「部隊 言 。一人

二人 日本人 存在 必要 」
強調 。国連東 ー 暫定統治機構
（ ） 、昨年 月末 住民投票 独
立派 勝利 始 戦乱 伴
、 年以来占領 軍 、
国連派遣 多国籍軍 、追 出 設
置 。 復興 同様 、
部隊 加 、統治機構 国連 肩代

、全面的 国造 関与
。政府 自衛隊 暫定統治機構
部門 派遣 。非公式 伝

理由 、 五原則 、当事
者 一方 敗走 、少 二
成 立 。 、現在展

開 国連 件 、約三分
一 隊員 東 ー 集結

、日本 存在 異常
（ 、 言 過 民生部門 高橋
副代表 、 含 日本人職員 名
余 常駐 ）。

理由 持 出 、結局
、前述 日本 活動 、「安全」

行 原則 、東 ー
抵触 。 、独立

反対 、 併合 求 民兵組

織 、暫定統治機構 ー 時点 、
不気味 存在 、日本 自衛隊

派遣 高原 展開
比 、遥 危険 。 、繰 返

、平和 維持 、安全
必要 。

自衛隊 警察 参加 、国造
自動的 行 。

意味 、日本 国際協力 観点 、
積極的参加 必要 、
積極的 行 欲張

、得意 分野 特化 議論
説得力 。他方、日本 離 、当事者
立場 、前述 平和構築
視点、 隙間 埋 ー
必要 。 中身 議論 他 譲

、常時 開発援助 担 、
外務省発出 「海外危険情報」 危険度 （渡
航延期勧告） 現地 立
上 、 名 職員 常駐 画期

的 。診療所 復興、道路 護岸 改修、
飲料水 供給 人道緊急援助 実施 関
支援業務 。相手国政府
、日本 援助 、東 ー 暫定統治機構
現地 、 国連機関 通
。 額 世界第一位 。
日本 援助 姿 、紛争当事国 停

戦 、 出動 、国 再建 取 組 始
全過程 、必要 出来 体制

整 。 年 経験
、本体業務 参加

、武器 使用方法 制限 現状（緊
急避難、正当防衛 説明 範囲内。日本
隊員 身 安全 危険 晒 救援

発砲 他国 隊員 対 不
可） 、説得力 欠 議論

。 本体業務 参加 同時
解釈 改 必要 。 、

参加問題 実質的 進展 場合、
日本 常時 問
、 。 意味 、

開設 、本格的 開発支援、復
興支援 行 姿勢 、
転換点 画期的 。

、平和構築 理解 、日々 業務
忙 、援助関係者
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内部 、 不十分 。 、平
和構築 考 、援助 実施過程

十分 消化 。同
様 関係者 間 。両者
頻繁 意見 情報交換 行 実質的 協力関

係 構築 、大島国連次長 国際的 活
動 後方支援 。

でも いささか である いまだ
という えかたが の にお

いて に されていないからであろう
のことが の にもいえる

が に や を い な
が されれば の な
への にもなるであろう

PKO
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JICAの への み平和構築支援 取組

黒澤 啓 国際協力事業団 企画・評価部 環境・女性課長

はじめに

1999

50

1

2

3

4

2001

年 月、外務省、 及 （
国際開発庁） 共催 、日加 実務

者 他、日加双方 約 団体、学識経験
者等 参加 得 、日本・ 合同

「開発 平和構築」 東京 開催
。平和構築 開発協力 役

割 関 共通 理解 促進、政府・
協力 促進等 目的 開催

通 、平和構築活動 全体像 明
、 、 ）平和構築 域

内 ー 開催、 ）日加 官民合同
平和構築 評価、 ）日加
人事交流、 ）平和構築分野 活動 支

援 中心 今後具体的方策 検討
合意 。

契機 、 平和構築 対
取 組 本格的 始 、
意味 、本

ー 的 存在
言 。 準備 際 、当時

中 平和構築 概念 殆 浸透
、先 内部 勉強会 開催

、 始 種々 国際会議 参
加 、平和構築 概念 理解 深

始 。 状況
、既 多 ー 、平和構築

開発援助 重要性 認識 積極的 取組
共 、実 、

始 様々 国 復興支援 行 、
実質的 平和構築 対 援助 実施

判明 。但 、 復興支援 、
必 平和構築 配慮 実施

、結果的 平和構築 援助
反面、紛争状況

影響 及 、
効果的 平和構築支援 行 、 、

通常 援助 紛争要因 助長
大 課題 認識

至 。
、現在 平和構築 概念 必

要性 十分周知
、実際、多 人 「平和構築 何 ？」
始 、「平和構築 仕事 、
関係 ？」、「平和構築 対

援助 何 ？」、「
東 ー 行 援助 、平

和構築 関係 ？」 疑問
抱 現状 。

中 、平和構築 理解 深
、効果的 平和構築支援 行 共 、
通常 援助 平和配慮 必要性 浸透

、 中 平和構築研究会
設立 、平和構築 開発援助 取 組

方 検討 進 。本稿 、
研究会 報告書 基 、

検討結果 紹介 （最終報告書 、
年 月完成予定）。
、 調査研究 実施 前 、

積極的 平和構築 取
組 必要 議論 先

批判 。
、平和構築 概念 課題、 果

役割等 認識 議論 進 意
味 、本調査研究 、 議論 行

必要 判断材料 提供
重要 考 。 、既 多
国 復興支援 行 現状
、 効果的 復興支援 行

検討 急務
考 。
本研究会 、地域紛争 多発

状況 、紛争予防 復興支援
果 役割 大 、 、通常 援助

行 際 平和構築 配慮 必要
不可欠 認識 。但 、例

取 代 全 実施
主張 、
取組 、

９
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JICA

び カナ
ダ の により
の の
の を て カナダ シンポジ

ウム と が において さ
れた プロセスにおける の
に する の の の
の を として されたこのシン

ポジウムを じて の が
らかになり さらに についての
ワ クショップの の に

よる プロジェクトの
の の の
を に を していくこと

が された
これを として の に す

る り みが に まることとなり かか
る で シンポジウムは にとっての
マイルスト ン な であったということが
える このシンポジウムの に し
の で という は ど し

ておらず ずは で を し
たり を めとする の に
し の そのものの を める

ことから めることとなった そうした に
おいて に くのドナ が におけ
る の を して に ん
でいると に は も カンボディアを
めとして な で を っており

には に する を してい
ることが した し これらの は
ずしも に して されたわけで

はなく には につながる で
あったかもしれない にマイナス
の を ぼしていたかもしれず いかにして

な を っていくか また
いかにして の が を しない
ようにしていくがか きな であると す

るに った
しかしながら でも の や
が で されているわけではな

く くの が とは か
に まり は の であり
は ないのではないか に し
ていったい で かできるのか カンボ
ディアや ティモ ルで っている と

とはどういう なのか という
を いているのが である
こうした で についての を

め な を っていくと に
の における の を さ

せていくために の に
を し における の り
みのあり について を めてきた は
この の ドラフトを に これまで
の について する は

なお このような を する に
としてどこまで に に り

む があるのかについて することが
ではないかとの もよせられている しかし
ながら の や の た
せる を しないまま を めても
がなく は かかる を って

いくために となる を するため
にも であると えている また に く
の で が を っている にお
いて いかにして な を ってい
くかについて していくことは であると
えられる

としては が している
において や において

の たせる は きく また の を
う にも に していくことが

であると している し えば
に って わってまで てを が

すべきということを しているわけではなく
としてどこまで むのかについては
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アドバイザリ グル プ

の

ー ー

（ ）背景・目的

（ ）調査研究体制

（ ）報告書 概要

慶応義塾大学 草野厚教授
早稲田大学 多賀秀敏教授
名古屋大学大学院 佐藤安信助教授
毎日新聞社 仮野忠男論説委員
朝日新聞社 脇阪紀行論説委員

企画・評価部 三好皓一次長

本研究会 検討結果 基 、今後十分内部 議
論 進 考 。

、紛争予防、紛争終結後 緊急期、
復興・開発期 各段階 、平和構築

協力 実施 、平和構築
様々 複雑 要因 絡 、通常 発援

助 紛争 影響 及
、平和構築 対 基

本方針 策定 、体系的、戦略的 平和構築
捉 協力 行 急務
。 、平和構築 概念 整理 、平

和構築分野 協力 方 提言 、
実践的方針 案 作成

目的 、 年 月、平和構築研究
会 設立 。

外部有識者 中心 ー・
ー 助言 基 、 職員・ 専

門員 構成 ー 実質的
研究 進 （座長：黒澤環境・女性課長、
事務局： 国際協力総合研修所調査研究第
二課）。

本研究会 、基本的 平和構築 対
取 組 方 検討 主目的

、 平和構築 取 組
不可能 、特 緊急援助
、 関係 整理 不可欠

、平和構築 基本的課題
提言 際 、 問題 含 幅広
検討 。但 、本研究会 検討結果
提言、 基本方針等 、本研究会限
見解 、 組織決定

。
本報告書 、第 部本編 第 部

案 部構成 。

第 部 本編
第 章 平和構築 概念 法的枠組

平和構築 概念 整理 、平和構築 実
施 際 根拠 法的枠組 、及 、
平和構築支援実施上 安全管理 問題

分析
第 章 平和構築 基本的課題

人道緊急援助 課題、開発援助
平和配慮、実施体制上 問題等、

平和構築 実施 際 基本的 課題
現状 分析

第 章 今後 平和構築支援 提言
機動的、能動的 平和構築支援 行

我 国 方策 提
言（但 、提言 、将来的 必
要 考 方策

提示 留 、
選択 、今後 政

策判断 ）

第 部 案
平和構築 、現行 枠組

、及 、短中期的 実施
考 （但 、

位置付
、今後、 内部 検討

必要 ）。具体的 、援助 実施
際 平和配慮 、平和構築支援 各段階

（紛争予防、人道緊急援助、復興・開発支援）
取 組 方策 分

析 共 、平和構築支援 実施 際
共通的 課題 、援助協調、 ー
等 課題 取 組 分析 。

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

PKO
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の を に で
を めていくべきであると えている

は の
の において にか

かる を しているが のために
は な な が むことや の
が にマイナスの を ぼすこともある

ことから に する としての
を し な を

えた を っていくことが となってい
る そのために の を し

での のあり への や
の であるガイドライン を する
ことを として
を した

を とするアドバイザリ グ
ル プの の に ジュニア

から されるタスクフォ スが に
を めてきた

は には に する
の り みのあり を することを と
しているが だけで に り む
のは であることや に につい
ては との を することが

であることから にかかる
や に しては の も めて
く した し における
や の は り
の であり において された
ものではない

は と ガイ
ドライン の とした

の と み
の の と を

する の となる み び
の の に

ついて
にかかる
をめぐる に

おける の
を する の な に

ついての を
の への

より な を っ
ていくために が がとるべき を

し については に
と えられる についてのオプショ

ンの に めてあり どのオプション
を していくかについては の

によるものである

ガイドライン
において の の みで

できること び に すべきと
えられることをとりまとめた し
のガイドラインとしての けをもたせる
ためには でさらなる
が である には を す
る の や の

における の り みの について
すると に を する の

な として ジェンダ
の への り みについて した
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図 平和構築支援 枠組

（ ）平和構築 概念 開発援助 役割

１ の み

の と の

平和構築支援

軍事的枠組

多国籍軍

国連
軍事部門

文民部門
予防外交

政治的枠組
武器 製造・輸出入規制

調停

開発援助
人道緊急援助

復興・開発支援

紛争予防 再発予防

み

み
の

PKO

／

２ １平和構築研究会報告書（第 部本
編） 主 要点の たる

1
① 平和構築 開発援助 重要性
冷戦終結後、地域紛争 多発 共 、一

般市民 被害 増大 状況 、 、
緊急援助 復興開発援助 間 問題、
除隊兵士 社会復帰 難民 再定住、対人地雷
等種々 課題 抱 状況 、従来
軍事的解決 政治的解決（ 含 ）
限界 、開発援助 平

和構築支援 必要性 増大 。従来、開
発援助 紛争 関係 思

、以下 、紛争予防、緊急援助、復
興・開発支援 開発援助 果 役割
重要 。
・紛争 、長期 開発 成果 短期間 破
壊 、 復興 開発 多大 時間 労
力、資金 要 。

・紛争 、本来民生 向上 経済開発 向
資金 ー 浪費 招 、開

発促進 大 阻害要因 。
・開発援助 、紛争 生 難民・避難民

人道的 緊急援助 、紛争 破壊
社会 復興開発 大 役割 果 。

・開発援助 、貧困撲滅 社会開発分野 投
資、長期的 経済開発 制度構築 通
、紛争要因 未然 除去 紛争 再発

防 有効 手段 一 。
、近年、開発援助 紛争状況

負 問題 指摘 、新
「 」 、「

」 必要性 指摘
。 、通常 援助 紛争要因

助長 事前 十分「
」 通 要因

除去 努 共 、通常 援助 最
低限負 「

」 留意 、 上 、積極的 「
」 、紛争予防 再

発予防 行
。従 、平和構築 直接的 支援 強化

共 、従来 開発援助 実施 際
紛争 要因 助長 十分平和構築

配慮 求 。

② 平和構築 概念
平和構築 概念 、紛争予防、紛争和解、
復興支援 網羅 全体的 ー

、和平達成 従来 重視
軍事的枠組 、 、予防外交、軍縮、

調停 政治的枠組 開発援助 加 本
柱 包括的 取 組 。紛争

対処 、第一義的 軍事的・政治的 努力
必要 、併 、紛争 背景
様々 紛争要因 緩和 紛争予防 、紛
争 発生 際 人道緊急援助、及 、紛争後

における の
が すると に

の が する において また
と の のギャップの
の や の

の を えている において
の や を む の
みでは があることから による

の が している
は とは ないと われがちであっ

たが のとおり
において の たす は

である
により の の が で

され その と には の と
を する

は の や に けら
れるべき やエネルギ の を き

にとっての きな となる
が により じた

への な や により さ
れた の に きな を たす

は や への
な や などを じ

て を に したり の

を ぐための な の つである
また が にもたらす
のインパクトの も されており た

に や
の が

されている これは の が を
することのないよう に

を じてネガティブな
を するよう めると に の が

のインパクトをもたらさないよう
に し その で に

により や
を っていくべきであるとするものであ

る って への な を
していくと に の を する
にも の を しないよう
に していくことが められている

の
の は そ

して までを する なアプロ
チであり において から され
ている や

などの に を えた
の による な り みである への

は には な が
であるものの せて の にある
な の のための や

が した の び

PKO

conflict prevention lens do no harm

and do the maximum good

conflict

prevention lens

do

no harm do

the maximum good

PKO

,

３
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図 平和構築支援２ のプロセス

の のために の たす が
されている では こうした
の を の を し
した の を し によるダメ

ジを し その の に びつけ
ていくプロセスであり の な
は にかかる を えることにより
な を すことと している
は の を したものであり
の においては の つのアプ

ロ チによって は される

の
における

への
の

のための
の

インフラ
のライフライン

の
サ ビス インフラ

を す
るための

の

の
メディア

の これらの は
の から に

おいても される

の つのアプロ チを で したも
のが である にできることは

の みであれば や の
が まれるが いったん が きると

に られ みによる
のための の や

な を っていくことになる が
した は き き の

ための が われ その
が われることになるが その には

の に することが となる

の の
に された の

において としての が にとっ
て の を し の を
するため その に しい を たす

ことは な である とすると に

復興 開発援助 果 役割 重要視
。本研究会 、 平和構築

概念 、紛争発生 可能性 最小限化 、発
生 紛争 拡大 防止 、紛争 ー

復興 、 地域 持続的開発 結
、平和構築 究極的 目

的 、途上国 能力 備 、
恒久的 自立発展 目指 解釈 。
図 平和構築 概念 整理 、
開発援助 枠組 、以下
ー 、平和構築支援 実施 。

（ ）人道緊急援助（紛争中・終結直後 緊急期
人道援助）

難民・国内避難民支援、紛争当事国・周
辺国 緊急援助

（ ）復興・開発支援（紛争終結後 復興・開
発 援助）
難民 国内避難民帰還促進、食糧 保障、
基礎 整備（住宅、保健医療施設、
電気・水等 等）、教育・
保健医療 向上、対人地雷除去 被災者
支援、経済社会 ー ・ 整備
（道路、橋梁、通信施設等）、産業振興

（ ）紛争予防 再発予防（紛争 予防・回避
援助）

安全保障部門改革（

：軍 警察 司法制度等 整
備）、武装解除 動員解除 社会復帰
（ ）、小型武器規制、平和教育、
行政制度 整備、選挙支援、民主化支援、
人権擁護、 支援、貧困削減、経
済 適正配分等（ 支援 、紛争
再発予防 観点 、復興・開発支援

実施 ）

上記 ー 時系列 表
図 。紛争前 、開発

援助 枠組 、紛争予防 通常 開発
支援 含 、 紛争 起 人
道緊急援助 限 、軍事的枠組 治安
維持 多国籍軍、 派遣 、政治
的 調停交渉 行 。紛争
終結 直後 、引 続 難民 帰還民支援

人道緊急援助 行 、 後復興・開
発支援 行 、 際 、
紛争 再発予防 留意 重要 。

③ 平和構築支援 現状
年 発表 「 大綱」 基本理

念 、「平和国家 我 国
、世界 平和 維持 、国際社会 繁栄 確

保 、 国力 相応 役割 果
重要 使命 」 共 、

１
３

／

／

／

／ ／
／ ／

３
２

／

a

b

c

Security Sector

Reform

DDR

PKO

JICA

ODA

注１

1992

1999
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カンボディア

カンボディアでは に
める の が きく を し
ていることから の を し

セクタ へ して に する
ことや を させて に
させ に させることが となっ
ている
この に するために
で されたカンボディア に

おいて カンボディア と が
で した プログラム

が された これに してわが
が の を したことを け
の の を う で

に を した き
き び に
のための が の を るため

が されている

に された においても
と は の つとして り

げられ が が の のた
め も な を たしていく が
われている さらに には

イニシアティブ を けて わが
は アクション フロム ジャパン を
し わが がこれまで ってきている
についても の を に り

れ の における の び
との を めることとしている っ

て における の たす や
の に み としても

の
の で に する を する
と に の が を す
ることがないよう な をしていくこ
とが であるといえる

のこれまでの の な り
みは のとおり

の
との や の

から の に する
の には があり えば キャ
ンプに して の は でき
ないが の が に んで
いる に する については
している には コソボ の
として マケドニアに

を した また ティモ
ルにおいては から パイロット
の の としてクイック プロジェ
クト を し での リハ
ビリ での
の の
での の を った

これまで カンボディア ティモ ル
ニカラグア エルサルヴァドル レバノン
ボスニア ヘルツェゴビナ パレスティ
ナ モザンビ ク の において
の を している

においては
び の に する インフラ

や への
の においても を し

ている カンボディア び においては
プロジェクト を した

が された また カンボディア
における に する

モザンビ クにおける
の と しい

における も している

を に ぐためには の
な に

する と が である そのため
に の として はナ
イジェリア アフリカ を に セ
ミナ を した ガバナンス として
は セ
ミナ の を している

においては に さ
れたカンボディアの に び

を したのに き き
に されたインドネシア に
の を した

また と は の にあり
が の にあると に

が たな を み す ともなってい

退役軍人自立支援

、国家歳出、 占
軍隊 経費 大 、国家財政 圧迫

、軍隊 経費 縮小 、社会
経済 ー 転用 経済発展 利用

、余剰兵士 除隊 経済的 自立
、市民生活 適応 急務
。
問題 対処 、 年 月、

東京 開催 支援国会合
、 政府 世界銀行 共同

策定 退役軍人自立支援
（ ） 発表 。 対
国 協力 意向 表明 受 、本計
画 登録作業 技術支援 行 目的 、
年 月 専門家 名 派遣 。引
続 年 月、及 年 月 除隊兵士
自立 我 国 支援方策 探 、
企画調査員 派遣 。

年 月 発表 中期政策 、
「紛争 開発」 重点課題 一 取 上

、我 国 紛争予防・紛争後 復興
今後 積極的 役割 果 必要性

謳 。 、 年 月 、「Ｇ
宮崎 」 受 、 国政

府 「 ・ ・ 」 発
表 、 国 行 開発協
力 紛争予防 観点 積極的 取 入
、紛争予防 各段階 援助 強化及

連携 進 。従
、平和構築 開発援助 果 役割 、
政府 方針 鑑 、 、紛争予防、
紛争中・終結直後 緊急援助、復興・開発援助
各分野 、平和構築 対 協力 拡充
共 、通常 開発援助 、紛争要因 助長

十分 平和配慮
必要 。

平和構築分野 主 取
組 、以下 。
（ ）紛争中・終結直後 緊急援助

国際平和協力法 関連 、治安上 問題
、紛争中・終結直後 当事国 対
緊急援助 制約 、例 難民

対 緊急援助隊 派遣
、難民 影響 直接・間接的 及

周辺地域 対 技術協力 実
施 。 年 月 、 支援
一環 、 短期専門家 名
（医療分野） 派遣 。 、東 ー

、 年 月 、
型 開発調査 一環 ・

実施 、水供給分野 導水管
、漏水対策等、道路復旧分野 路肩側

溝 維持工事、南北道路 補修、地図作成分
野 首都周辺 地形図作成等 行 。

（ ）復興・開発支援
、 、東 ー 、
、 、 、

・ （ ）、
、 ー 等 国 地域 紛争

後 復興支援 実施 。
復興・開発支援 、市民生活再建

及 経済全般 復興 資 基礎 整
備、職業訓練 雇用機会創出分野等 協力
他、地雷除去分野 協力 開始

。 及 、
形成調査 実施 後、地雷無

償案件 実施 。 、
除隊兵士 対 支援（専門家派遣、

企画調査）、 ー 除隊兵士
再定住 農業開発（開発調査）等、新

分野 支援 開始 。

（ ）紛争予防 再発予防
紛争 未然 防 、行政当事者 、
民主主義、司法制度、公正 裁判、人権等
対 認識 理解 不可欠 。
、民主化支援 一環 、 年度

、 地域 対象 民主化
ー 実施 他、 支援
、「行政管理」、「犯罪防止」、「国際捜査
ー」等 集団研修 実施 。

選挙監視 、 年 月 実施
総選挙 企画調査員及

専門家 名派遣 引 続 、 年
月 実施 総選挙 選挙

監視 専門家 名 派遣 。
、貧困 紛争 表裏一体 関係 、

貧困問題 紛争要因 根底 共 、紛
争 新 貧困 生 出 結果

GDP

CVAP

JICA

ODA

NGO
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JICA
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b
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表 災害 種類 日本 対応

（ ）平和構築 主 課題

１ の と の

にかかる な

災害 種類 日本 対応

自然災害 国際緊急援助隊（ 法）

人為的災害
紛争 起因 以外 人為災害 国際緊急援助隊（ 法）

紛争 起因 被害 人道的 国際救援活動（ 法）

、貧困削減 紛争予防 重
要 課題 、 、貧困削
減 様々 取 組 行 。

④ 平和構築支援 際 法的枠組 安
全管理

平和構築支援 行 根拠
法的枠組 、主 「国際

連合平和維持活動等 対 協力 関 法律」
（平成 年 月 日法律第 号。以下「
法」 。）、「国際緊急援助隊 派遣 関
法律」（昭和 年 月 日法律第 号。以下

「 法」 。）、「国際協力事業団法」（昭
和 年 月 日法律第 号。以下「 法」

。） 。
災害発生前 、復興支援期 開発援助
、「 政策及 法的枠組 」 実

施 。 枠組 政策面 「 大
綱」及 「中期政策」、法律 外務省設置法、

法、国際協力銀行法等、 担 各機
関 個別 根拠法群 構成 。他方
、災害発生後 緊急対応期 、災害
原因 応 、（ ）紛争 起因 被害 場合

法 枠組 、（ ）自然災害及 紛争以
外 起因 人為災害 場合 法 枠組 、
（ ） 以外 原因 緊急事態（例
経済危機） 「 政策及 法的
枠組 」 ー 。（表 ）

ー 関 規定 、法律
明記 、特 法

対象 「大規模 災害」
（第 条） 規定 。 法制
定（ 年）前 、紛争 起因 間接的 災
害 、一方 紛争当事者 加担

、時間的若 空間的 武
力行使 直接 関連 、派遣人員 安
全 確保 得 等 諸要素 考慮 、当該
災害 新 災害 位置付 場合

法 適用 。湾岸戦争 際 実施
難民 支援 事例 該

当 。
、 、国・地域 状況 「安全

対策措置」 定 「危険度」 基準 照
段階 分類 、専門家・調査団 派遣 可

否 決定 方式 採用 、通常 業務
多 危険 未然 排除 。

「危険度」基準 安全 判断 国・地域
、原則 活動 行 。

将来平和構築活動 関 法律上、規程上 枠
組 整理 、派遣条件 緩和 仮定

場合 、原則 、上記「危険度」基
準 適用 前提条件 。
従 、 平和構築支援 行
、上述 法的枠組 安全管理上

問題 十分考慮 上 実施 必要
、 逆 、迅速、 機動的

平和構築支援 実施 制約要因
言 。

① 人道緊急援助 課題
法 活動 「国連平和維持活

動（ 活動）」、「選挙監視活動」、「人道的
国際救援活動」 分 。

、 法 「人道的 国際救援活動」
極 実績 乏 、 年
内戦 人道目的 自衛隊員（医務官） 派

遣 例、及 年 東 ー 避難民救
援 為 自衛隊 空輸隊 派遣 例 、

想定 一般 医師
ー隊員 派遣 実績 一例 。

法 法 両者 、現実
日本 人道上緊急 対応 必要

、以下 対応不能 ー
生 。

（ ） 法 適用 時間 過 結果

の の

に する の

に する な

ることから が にとって
な となっており でも
のための な り みを っている

に しての みと

が を っていく とな
る みとしては なものとして

に する に する

という の に す
る

という

という がある
や における

は の び み により
される この みは では
び では

を う
の の によって される

で の においては
の に じ に する の
は の み び
に する の は の み
これら の による えば

については の び
み によりカバ される

このデマケ ションに する は に
されているわけではなく に に

おいてはその について な
としか していない
は に する な

については の に するこ
とにならないこと しくは に

と の がないこと の
が し ること の を し
が たな として けられる に

は を してきた の に
したクルド への はまさにこの に
した
また では の を

に める の に らし
て に し の の
を する を しており の

においては くの は に されている
で と されない

では として を うことはできない
に する の

みが され が されたと
した でも として
が されることが となる
って が を うにあたっ

ては のような みや の
を した で することが と

なっており これが に かつ な
の の になっていると

も える

をめぐる
はその として

な
の つに けられる しかしな

がら この の な
は めて が しく これまで のルワ
ンダ に で を
した び に チモ ルに
の に の を した はあるが

で しているような の や
レスキュ を した は もない

と との のはざまで に
は として の が とされる
にもかかわらず のような のエア
ポケットが じてきている

の に がかかり ぎ と

JDR

JDR

PKO

JICA

JICA

PKO

JDR

JICA

ODA

ODA

JICA ODA

PKO

JDR

ODA

JDR

PKO

JDR

JICA

JICA

PKO

PKO

PKO

HUREX

PKO JDR

a PKO

４ ６

９

５

１

１

５

３

19 79

62 16 93

49 31 62

1

2

3

1992

1994

1999

注

注

注

６

７
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表 方 人道的 国際救援活動 国際緊急援助隊 比較２ PKO による な と の

人道的 国際救援活動

決定権者 閣議決定 外務大臣

要請 国連総会、安保理、経社理 決議、
国際機関 要請（参加 原則

条件）

被災国 国際機関 要請

予算 予備費 外務省交付金

実施体制 事務局（ 名） （ 名）

登録制度 登録制度（ ）開始 約 名 登録（警察、消防等、医者、
看護婦等、 職員）

研修 都度実施（ 過去 回
実施）

年 回実施

災害 種類 紛争 起因 被害 自然災害、紛争起因以外 人為災害

活動内容 医療（防疫）、被災民 捜索 救
出 帰還 援助、生活関連物資 供
与、被災民 収容 施設
設備 設置、被害 受 施設、設備
復旧、自然環境 復旧等

救助活動、医療活動、災害応急活動
災害復旧 活動

派遣時期 危機発生 月後程度 時間以内

派遣期間 月以上 週間程度

自衛隊 参
加 場合
武器携行

武器 携行 （自己 自己
所在 他 隊員 生命又 身体

防衛 ）

武器 使用 必要 認 場合
派遣 。（武器携行 ）

不適当 ー
（ ） 参加 原則 満 ー
（ ）単 内紛、 等 災害（国際 平

和 危 災害）
上記 ー 生 要因
、「人道的 国際救援活動」 自衛隊 派遣

前提 法 中 位置付
制約 大 、 他 予

算面、実施体制面 課題 。「人道的
国際救援活動」 抱 種々 制約
比較 表 通
。

他方 、人道緊急援助 対応
、下記 表 問題 、
、必 十分 対応 状

況 。

② 開発援助 平和配慮
開発援助 平和配慮 次
ー 。

第一 、開発援助 紛争 原因 促進要
因 配慮 ー

。特 、紛争 数多 経験 国・

地域 脆弱 社会構造 有 最貧国
、開発援助 可能性 負

影響 有無 幅広 視点 予 評価
重要 。
第二 、通常 開発援助 中 、
紛争 原因 促進要因 積極的 取 除
、平和構築 促進 視点 、
効果的 開発援助 方 追求

ー 。 、紛争 再発
積極的 防 、紛争 惨禍 直接見舞

地域 社会階層 対 重点的 援助 行

な

の また
は からの をク
リアすることが

または からの

の

その は のみ

の に する の

の もしくは
または の の

を するための または
の を けた の

の

およ
び のための

から ヶ

ヶ

が
する

の

を できる または とと
もに する の の は を

するため

の が と められる は
を しない なし

して となるケ ス
を たさないケ ス

なる テロ による の
を うくするおそれのない
エア ポケットが じている として

は な が の

を とした の に けられてい
る によるところが きいが その にも

での もある な
が えている の を

と しながらまとめてみると の りとな
る

で に が してい
くためには の のような があり

としても ずしも に できる
にはなっていない

における
における には の つのア

プロ チがある
は が の あるいは

とならないように するというアプロ チ
である に を く してきた

や な を する などにお
いては がもたらす がある の

の を い から め すること
が となる

は の のオプションの で
の あるいは を に り

き を していくという から
より な のあり を するとい
うアプロ チである あるいは の を

に ぐために の に わ
れた や に して に を

JDR

PKO JICA

HUREX
JICA

HUREX

JDR

b PKO

c

PKO

JDR

JICA

JICA

５

８

１ ６

２

１ ２

５

２

３

２

36

2100

48
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表 緊急援助 課題

（ ）今後 平和構築支援 提言

３ JICAの にかかる

の への

各法的枠組 共通 問題群 法的枠組 別問題群

法
基 協力

法
基 協力

①実施体制 問題
実施 基盤 機能・施

設 不足
援助要員 ー 困難

②安全管理 問題
安全配慮義務履行

危険 予見 安全対策措置
困難
万一 場合 補償制度 未

整備

政府解釈 基 、紛争 起因 人為的
被害 派遣対象外

制約
活動 内容 法令 限定列挙（救助

活動、医療活動、災害応急活動及 災害復旧
活動 明示 、例 人

権保護 専門家派遣 根拠 見当
） 活動範囲 拡大

制約

実施要件 、「条約 他 国際約束」
制約

、 、「特殊任務」
法的位置付 、

要員 任務 見合 補償制度 未整備

含 。
従 、開発援助 平和配慮 推進

、特 以下 点 考慮
重要 。

（ ）平和構築 資 国別計画策定
国別 援助計画 中 、平和構築 直接資

諸案件 組 込 共 、
紛争 経験 国、 紛争 危険
高 国 関 、計画策定過程
重点的 平和配慮 視点 反映
制度 構築 。

（ ）平和構築 踏 地域社会開発
地域社会 紛争処理能力 確立

要素 、資源 管理能力（資源 持続
的 利用 能力）、規範（資源 公正
配分）及 協議 （価値共有

対話、利害調整能力） 大
分 。 要素 、通常 開発援
助 中 取 込 共 、逆 、

要素 注意 払 、無原則 外部
持 込 地域社会

開発 行 場合、新 紛争 種 撒
十分留意 必要 。

（ ） ・評価
紛争後 復興開発支援 紛争要因 抱
国 援助 実施 際 、紛争 原因 紛
争 助長 要因 除去 縮小 、平和
構築 推進 何 留意
、或 、開発援助 平和構築 阻害

回避 配慮
必要 、 視点 必要不可欠
。平和構築支援 際 、通常 開

発援助 異 配慮 評価指標 必要
、開発援助 平和構築 対 正負

評価 方法論 確立
必要 。

法的制約、援助 ー 制約、平和構
築 従事 人材 不足 安全対策 不備、紛
争 情報 分析能力 不足、平和構築
対 認識 不足等、現状 様々 制約
、 国 積極的 平和構築支援 取組

必 十分 体制
。 状況 改善 、 機動的、能動

的 平和構築支援 行 方策
、本研究会 以下 提言案 検討 。

① 平和構築 理解 促進 配慮 徹底
政策的枠組 強化 図 他、平和

構築 必要性・考 方 援助関係者 浸透 、
体系 平和構築支援 行 共 、通常
援助 実施 際 、紛争要因 対 負
影響 及 、平和配慮 十分 行 。
具体的 、以下 方策 可能性 検討 。
（ ）平和構築 対 総合的政策枠組 強

化 理解 促進
現行 大綱 見直 、国民 理解

みに する み

に
づく

に
づく

をめぐる
ア の となる

の
イ リクル トの

をめぐる
ア のための

の と の

イ の の の

ア に づき に する
については となっていること

による
イ の について に

び
のための が されているが えば

のための の が たら
ない されていることによる の
の

ア として その の
があることによる

イ のように として
の けがされていないことによる

の に った の

うというものも まれる
って における を し

ていくためには に の を してい
くことが である

に する
の の に に

するような を み んでいくと に
を した あるいは の が

い に しては において
に の が されるよう

な を する
を まえた

における の のた
めの は の を
に する の な

び メカニズム のた
めの の きく つに
けられる この を の
の に り んでいくと に に こ

の に を わず に か
らのインプットを ち むような

を った たな の を い
てしまうことに する がある
アセスメント

の や を える
で を する は の や
を させる を し
を させるためには に すべき

か いは が の と

なるのを するためにはどういった
が なのか という が で
ある に しては の

とは なる や が で
あり の に する の
インパクトを する を してい
くことが である

スキ ムによる
に する の や の
にかかる や の に
する の では な があ

り わが が に に んで
いくためには ずしも な になっていな
い こうした を し より
な を っていくための とし

て では の を した

の の と の
の みの を る

の え を に させ
だった を うと に の
を する にも に する の
を ぼさないよう を に う
には の の を する

に する みの
と の
の の し の の

JDR

JICA
JDR PKO

a

b

c

ODA

a

ODA

注

注
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３

３
３

３
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表 緊急援助 改善４ JICAの の のためのオプション

現行法令 枠内
検討可能 事項

法令改正 必要
検討事項

国際緊急援助隊
枠組

・ ー
明確化 災害 対

派遣
・緊急避難的運用 紛争 起
因 被害 派遣

・ 活動内容 拡大（人権保
護 調査 専門家 派遣
等）

・ 対象 災害 種類
法令 明文規定

・ ー 政府解釈 見直
派遣（注）

技術協力 枠組 ・技術協力 一環 小規模
実施

・国連機関 連携 協力
拡大

・技術協力手法・内容 開発・研
究体制強化

・技術協力 一環 本格実
施

・直接支援 技術協力 実施
要員 対 補償制度整備

促進 平和構築 説明 成
果 報告等 充実等

（ ）平和構築 配慮 徹底
援助機関 各種 事業 指針、国
・地域別 指針 事業計画 策定 、

行動指針 事業実施 活
人員・体制 整備・強化等

（ ）開発 平和 関 研究 強化
平和配慮 具体化 事例研究、
知見 蓄積 基 援助手法 研究 、平
和構築 視点 ・評価手
法 研究 推進 発信

②平和構築直接支援 強化
前述 緊急援助 問題点 改善 、

迅速 緊急援助 実施 、緊急援助 復興開
発支援 埋 、包括的 支援 行

、実施基盤整備 共通的
問題（実施体制、安全管理、補償制度等）

改善 共 、個別法 具体的
方向 改善 余地 検討
必要 。個別法 係 具体的 検

討 方策 、以下 ー
考 。
（ ）国際平和協力隊 活用 直接支援 強
化： 法適用 要件 緩和 、「人道的
国際救援活動」 派遣 活性化 方向

性
（ ）国際緊急援助隊 活用 直接支援
強化： 法 運用 見直 、一定 要件

紛争 起因 被害 対
派遣 道 開 方向性

（ ）技術協力 活用 直接支援 強化：
法 基 技術協力 要件 緩和 、人道
緊急援助 含 直接支援 円滑 行
ー 整備 方向性

（ ） 支援 直接支援強化：
支援 強化 方向性

ー 、国際緊急援助隊
、技術協力 活用 直接支援 強化
、現行法令 枠内 検討可能 事項 、法令

改正 必要 事項 整理 表
。 、本研究会 、
提示 、
実施可能性 検討 。

他 、既存 法的枠組 自体
改 包括的 見直 、再編成
ー 選択 、今後、
中 実施 結 付

、関係者間 議論 必
要 思 。 、我 国 迅速
緊急援助 行 体制 批判
一方 、 体制 改善 、

の で
な

を
とする

の
み

と のデマケ ション
で されていない に
する

による に
する への

の の
のための の

の とする の に
ついての への

と のデマケ ションの の しによる

の み の としての
な

との による の

の

の としての

を として
する に する

のための についての や
の の

への の
や ごとの
の や などを し

さらにこれらの を に か
すための の

と に する の
を していくための

の に づく の や
の からのアセスメント

の の と

の
した にかかる を し

な の や から
へのギャップを め な を っ

ていくためには にかかる
な を

していくと に ごとに にい
かなる で の があるかを してい
くことが である に る な
の としては の つのアプロ チが
えられる

を した の
の を し

な の を する

を した の
の を し の

のもとで に する に しても
を する を く

を した の
に づく の を し

を む が に えるス
キ ムを する

による へ
の を する

これらのアプロ チのうち
と を した の につい
て の で な と

を とする に したものが で
ある なお では これらのオプショ
ンの にとどめており それぞれのオプショ
ンの までは していない これら
のオプションの に の み を
めて に し するというアプ

ロ チも としてありうるが これら
の からどのオプションを に び けてい
くかについては でさらなる が
となると われる しかし が が な

を う になっていないとの が
ある で その を していくためには

PKO JDR

JDR

JDR

JDR

JDR

PKO JDR JDR

b

ODA

c

a

PKO

b

JDR

JDR

c JICA

d NGO NGO

／

４

４

（注） 紛争 起因 被害 派遣 、政府解釈 変更 不可能
、法改正 必要 見解 。
JDRを に する にも できるようにするためには の だけでは であ
り が であるとの もある
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かなりの が であるということは めな
い

と
に する が の の

に めると に ネットワ クの
を ることにより に わる の
を げていくことが である そのため

には なレベルのアクタ の
を めた の かつ な
を に を い のみならず く

はアジア が からの
を する がある また に
かつ な ができるように される
を するとともに で を す

る などのネットワ クを する が
ある

の
においては ドナ

の なアクタ との
を り な の の に

り むことが である
ドナ との の
えば の

ような との を する
さらに く ドナ との
を め が の の みを
していくことが である さらに こう
した の みの に を じた
を り み なアプロ チを っ

ていくことが の を める で
である

との
への に しては キャパシ

ティ ビルディング と な に
おける の のアプロ チが
と えられる また や
に に した
の との を していくこと

も である
との
の を

することで さらに の を
めることが である えば

の や インフラ に

おける の における
は なものであり さらに

の の で が たせ
る は きい

の と の
の や を するための

の を ると に
に した の な や
に する に らかの が した
のための な を していくこと

が であり には の の
を する

の
の の

を うための セキュリティ オフィ
サ の
に し の

を うための
の

の
プロジェクトサイト び の
の ガ ドマン

を する
による の

を するために な
と のシミュレ ショ

ン の び な
の

の
えば による の の

の のかさ げ
の による ボラン

ティア の
を とする たな の

と

による が の
や への な に づき
にも していくためには の と

を し やプロジェクト サイ

努力 必要 否
。

③人材養成 確保
平和構築 従事 我 国 援助人材 養成

・確保 努 共 、人材 ー 構
築 図 、平和構築 携 人材
裾野 広 必要 。

、様々 ー間 交渉、調整
含 人道援助 適切 効果的 実施方法
中心 研修 行 、日本 広 途上

国（当初 太平洋地域 中心） 人
材 訓練 必要 。 、人道危機 迅
速 適切 対処 、派遣
人材 登録 、各地域 経験 有

ー 構築 必要
。

④援助協調 強化
平和構築支援 、他 ー、国際機

関、 、民間企業等 様々 ー
連携 図 、包括的 平和構築 目的 達成
取 組 必要 。
（ ） ー 協調体制 整備
例 欧州安全保障協力機構（ ）

地域国際機関 協調 強化 等、
幅広 他 ー 国際機関 協調

進 、我 国 協調手法 枠組 形成
有用 。 、

協調 枠組 中 通 事
業 取 込 、複合的 ー 採

、協調 効果 高 上 有
益 。

（ ） 協調
国内 支援 関 、

・ 支援 具体的 活動
協調 二段階 ー 必要

考 。 、他先進国 、
特 現地事情 精通 （被援助国
側 ） 協調 促進
重要 。

（ ）民間企業 協調
民間企業 技術力、資金力、情報力 活用

、 平和構築支援 効果
高 可能 。例 地雷除去
機材等 開発 、経済 整備等

技術力、安全管理等 面 情
報力 貴重 、 、
基盤整備支援 面 、民間企業 果
役割 大 。

⑤ 安全対策措置 充実 補償制度 整備
危険 予見 危険回避措置 検討

情報収集・分析機能 向上 図 共 、危険
遭遇 際 適切 危険回避措置 、平和構

築 従事 人員 何 被害 発生 場
合 十分 補償制度 整備
必要 、具体的 、以下 方策 可能

性 検討 。
（ ）安全情報収集・分析機能 向上

情報収集、安全情報 発信、安全対策 企
画調整 行 「 ー
ー」 配置、開発途上国・紛争国 地域
駐在（巡回） 、政治・社会情勢 情報

収集・分析 行 「治安・安全問題
専門調査官（員）」 配置等

（ ）危険回避措置 強化
及 居住地域 安全対

策 実施（防犯施設、警備 ー 等）、
治安維持機能 有 機関（警察、軍、

部隊等） 護衛等 直接的措置、
安全 確保 必要 研修・訓練
（危険予見 危険回避措置 ー
等） 実施、及 中核的、指導的 人材
育成等

（ ）補償制度 整備
例 、戦争特約 保険料 増分 全
額補助、死亡時給付額 上限額 上 、
遺族年金保険 導入等 「国際

補償支援制度」 強化、「平和構築
支援」 対象 新 災害補償法 制
定 財政的手当等

開発援助事業 、途上国 平和
紛争状態 適切 配慮 基 、紛争予防
貢献 、平和構築 理解

配慮 徹底 、国別計画 ・

NGO

NGO

a

OSCE

NGO

b NGO

NGO

NGO

SNGO

NGO

c

NGO

a

b

PKO

c

JICA

／

／

注

注

12

13

３ ２平和構築研究会報告書（第 部
案） 主 要点

JICA
ガイドライン の たる

（ ）平和配慮1
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クルの にも の を させていく
ことが である

な のためには
を し それらが にエスカレ トするの
を ぐことができる や が であり

は こうした の となる
べき のための づくりに きな
を たす また の は これら

の にとって かつ な
となる

のためには きく して
の が である

あるいは の の を
すること

それらの や を へ
させず ポジティブなエネルギ として
させられるための や メカニズムの

ガバナンスの
に

の メディア

や に して にか
なった をすると に する の
だけに していないよう さ に す
ることが である また としても
ら しているツ ルを き かつ な

を できる の を する
がある そのためには の

の パッケ ジ の
の の

の の を していく
ことが である

の に しては の
とは なる を つことが である

の の の つは の
であり に の

につながる を すると に の
が の を しないよう

することが である
の においては み
み び を み わせた

の つの を する な
を することが である

の イン
フラ の

の

メディア
サ ビスの

インフラの
に しては ドナ

との ジェンダ のグ
ロ バル イシュ への に
する の と に めると に これら
の の に することが
である また では ど されていな

い の しい

への を する について に
することも である

は の の をとりまとめ
たものであり ずしも の では
ないことをお りしておく

中 平和構築 概念 浸透
重要 。

持続可能 開発 、社会政治的緊張
管理 、 暴力 ー
防 組織 制度 必要 、

開発援助 、 持続的開発 基礎
構造的安定 環境 大 役

割 果 。 、経済開発 強化 、
努力 、重要、 必要不可欠 基礎

。
紛争予防 、大 分類 、以下
分野 必要 。

（ ）個人 社会集団 対立 要因 縮小

貧困削減、平和教育、人権擁護、
（武装解除、動員解除、社会復帰）等

（ ） 相違 対立 暴力的紛争 転換
、 ー 結

実 体制 、
構築

整備、民主化支援、選挙監視、
安全保障部門改革（特 、警察・司法制度
整備）、小型武器規制、 支援等

難民・国内避難民 帰還民 対 時宜
援助 共 、対立 一方 勢力
裨益 「公平 」 留意
重要 。 、 自

有 ー 磨 、迅速 効果的
緊急援助 実施 体制 整備 検討 必
要 。 、事前調査 強化、本
格緊急援助 強化（ ー 協力 強化）、

支援 弾力化、実施体制 強化、人材情
報 整備、物資調達 迅速化等 検討

必要 。

紛争後 復興支援 際 、通常 開発援
助 異 視点 持 重要 。復
興・開発援助 最大 目的 一 、紛争 再
発防止 、直接・間接的 紛争 再発予防

援助 実施 共 、通常 援助
、紛争 再発要因 助長 十分留意

重要 。
紛争後 和平復興 、軍事的枠組 、
政治的枠組 、及 開発援助 組 合 以
下 柱 網羅 包括的 平和構築支援
実施 重要 。
① 難民・国内避難民支援（緊急援助、難
民・避難民帰還促進・再融和）
② 治安維持（安全保障部門改革、 、
小型武器規制、児童兵問題等）

③ 社会基盤整備（食糧 保障、基礎
整備、保健医療 向上、教育支援、

対人地雷問題等）
④ 行政制度構築（行政制度 整備）
⑤ 民主化促進（民主化支援、選挙支援、
人権擁護、 支援等）

⑥ 経済復興（経済社会 ー 整備、
産業振興、経済 整備等）

平和構築支援 際 、 、他 ー
等 連携、貧困、 ー、環境等他
ー ・ ー 配慮、平和構築 従事
人材 育成 確保 努 共 、

援助人材 安全管理 十分留意 重
要 。 、現状 殆 実施
平和構築 新 分野（安全保障部門改革、
、小型武器規制、児童兵対策、平和教育

等） 支援 拡充 方策 継続的
検討 重要 。

本稿 著者 研究会 検討結果
、必 公式見解
断 。

（ ）紛争予防

（ ）人道緊急援助

（ ）復興・開発支援

――――― 注 ―――――

2

3

4

２

６

a

DDR

b

JICA

NGO

DDR

NGO

DDR

JICA

注 （

）：兵士 武装解除、動員解除 、

社会復帰

注 年 月 日～ 日、九州・沖縄

一環 、宮崎市 Ｇ 外相会合 開催

。会合 、地球規模 問題（紛争予防、

軍縮・不拡散・軍備管理、 、国連改革、犯

罪、環境等）及 地域情勢（朝鮮半島、東 ー

、 、 、南 、中東

和平、 等） 議論 行 、

「紛争予防 関 Ｇ 宮崎 」

、公表 。

１

２ ７

８

８

DDR Disarmament Demobilization and

Reintegration

,

2000 12 13

を し

させるプログラム

サミット

の として にて が

された では の

テロ

び チモ

ル インドネシア バルカン アジア

アフリカ についての が われ

に する イニシアティブ

がとりまとめられ された
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注 紛争予防 効果的 取 組 、紛争

様々 要因 対 包括的 対処

重要 、我 国 行

開発協力 紛争予防 観点 積極的

取 入 、紛争 予防 、 拡大 再発 予

防 資 開発援助 方 強化

不可欠 観点 、紛争予防 各段階

援助 強化及 連携 進

。

注 開発調査 一環 施設整備等 行

事業

注 ：「地雷除去支援機材整備計画」

（ 年 月）、第 期 年 月

・ ：「地雷除去活動

機材整備計画」（ 年 月）

注 厳密 言 国際緊急援助

、 便宜上 法 法

的枠組 入 。

注 平成 年 月 第百十二回臨時国会参議院国

際平和協力等 関 特別委員会 答弁

、 紛争 起因 被害 人道

援助、 緊急援助 自然災害 爆発

事故等 人為的災害 援助 整

理 。

注 「人道的 国際救援活動」 参加 隊員登

録者制度（ ：

）

注 「 参加 原則」：（ ）停戦合意 存在

、（ ）受 入 国 同意 存在

、（ ）中立性 保 活動 、（ ）上

記 ～ 原則 満 場合、一

時業務 中断 終了 、（ ）武器 使

用 自己 他 隊員 生命、身体 防衛

必要 最小限度 限 。

注 国家公務員及 地方公務員 、生命

又 身体 対 高度 危険 予測 特殊

職種 、法令 、 ％ 上限

加算措置制度 。 海外 業

務 、生命叉 身体 対 高度 危険

予測 状況 下 外国領事業務

従事 、 法及 法 基 業

務 従事 、 加算措置 準

用 制度 。他方、生命又 身体 対

高度 危険 予測 状況 下 技

術協力 加算措置準用 対象 扱

。

注 （ ）、 （英国）、 等 、

（

）手法 （ ）

手法 開発中 、未 完成

。

注 協調 枠組 、外務省

「 事業補助金」、「 緊急活動支援無償」、

「草 根無償」、郵政省 「 貯金

制度」、 「開発 ー ー事業」、「開発

福祉支援事業」 他、 年 月 、「

・ ー 」 設立 。同

ー 、我 国 連合体 中

心 、政府 民間

企業 資金拠出 行 、 民間企業 車、

薬品、機材、 技術、 、情報

提供 得 、紛争 自然災害等 発生時 現地

出向 、 ー 使用

素早 救援 出向 目指 。

注 平成 年度、地雷除去技術 研究・開発支援

「研究支援無償」（外務省予算、 億

円） 認 。

３
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における の び との を め

ることとしている

の として を うため

のパイロット
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する がある は に す
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い

カナダ が

や

を であるが だ されたもので

はない

との の みとしては の

の の ボランティア

の パ トナ

の には ジャ

パン プラットフォ ム が された プ
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の
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Introduction

Characteristics of Civil Wars

Several factors have contributed to the
growth of civil wars in many parts of the
world during the post cold war era The
rising economic expectations in the midst of
stagnant economies political repression of
minority groups by authoritarian regimes
demand for democracy and human rights by
the marginalized segments of populations
and the mobilization by ethnic groups for
political and economic power have been major
contributing factors In many countries
physical disasters led the simmering political
discontent to develop into a full fledged
intrastate conflict Interventions by outside
powers and economic interests have also
abated many civil wars While many civil
wars which engulfed the world have been
resolved in recent years others Angola
Chechnya Georgia Kashmir Somalia
Sudan and Sri Lanka go unabated inflicting
untold sufferings on the innocent people
This paper focuses on the impact civil wars
on women and gender relations It is divided
into three sections The first section discusses
important characteristics of recent civil wars
that are relevant to the understanding of their
impacts on women and gender relations
while the second section identifies some of
these impacts The last section outlines a
few policy and programmatic implications for
the international community This paper is
based on a multi country study on women
and women s organizations in post conflict
societies directed by the author at the U S

Agency for International Development USAID
The fieldwork for the USAID study was
undertaken in Bosnia and Herzegovina
Cambodia El Guatemala Georgia Guatemala
and Rwanda
Several expressions have been used

throughout this paper which deserve brief
explanation to avoid confusion Civil wars
refer to violent intrastate conflicts in which
insurgents seek regime change resulting in
changes in the existing constitutional arrange
ments of the state and or its national boundaries
Intrastate conflict is used as synonym for
civil war International donor community
refers to all bilateral and multilateral governmental
and non governmental organizations agencies
associations and other groups that are engaged
in humanitarian or developmental assistance
The postconflict society indicates a wartorn
society in which hostilities have ceased and
a legitimate government established but which
has yet to reconstruct its economy and polity

Civil wars share some common characteristics
which have direct and indirect implications
for women and gender relations
First despite the adjective civil these

conflicts are totally uncivil in the sense that
belligerent parties deliberately seek to inflict
violence on civilian populations It is estimated
that nearly percent of the casualties in
intrastate conflicts are of the civilian popula
tions OECD In interstate wars the
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warring nations are obliged to follow international
norms to minimize direct harm to civilian
populations Although these norms are not
never fully enforced they tend to circumscribe
the combatant s behavior No such norms
exist for insurgents or ruling government
resulting in the massacre of innocent people
including women and children Moreover in
many recent civil wars particularly Bosnia
and Herzegovina and Rwanda innocent
women were specifically targeted for sexual
abuse Rape was used as a weapon of
war
Second civil wars contribute to the displace
ment of a significant segment of the popula
tion Because of economic disruptions
shortages of food and above all physical
and psychological insecurity people flee from
their homes Some go to the other parts of
the country while others seek refuge in
neighboring countries The majority of the
internally displaced persons and the refugees
tend to be women and children The displace
ment of people profoundly affects the lives
of men and women It contributes to the
erosion of the family ties new roles and
responsibilities for women weakening of
social control and extreme poverty and
deprivation All these factors affect existing
gender relations Moreover women who
have to live in refugee camps often receive
literacy and vocational training and are exposed
to new ideas and ways of living Many have
also the opportunity to participate in the
activities of the camp Camps can be an
educational experience for women coming from
the traditional societies
Third there is a conscious effort in civil

wars to destroy physical and institutional
infrastructure of the economy Warring fac
tions lay waste to buildings factories roads
and other types of infrastructures They
even destroy crops and agricultural facilities
to create food shortages and political instabili
ty It is therefore no wonder that civil wars
have been characterized by famine and food

insecurity in many countries In countries like
Cambodia Sudan Somalia and Rwanda
millions would have starved but for the
timely assistance from the international donor
agencies Like men women and children tend
to suffer
Fourth women often participate in civil

wars which directly and indirectly affect their
gender roles and responsibilities In El
Salvador percent of the forces of FMLN
Farabundo Marti National Liberation Front
were women Women actively participated
as combatants in Cambodia Eritrea and
Palestine and were also involved in ethnic
cleansing in Bosnia and Rwanda In many
recent civil wars women performed impor
tant roles in military operations particularly in
medical transportation communication and
intelligence operations As a result of their
participation in civil wars many women
acquire new skills and experience Some go
to assume leadership roles in social and
economic spheres once the war is over
while others disillusioned with the male
dominated political leadership found organiza
tions to promote women welfare For example
in El Salvador women leaders unhappy with
the political leadership of FMLN which
despite its rhetoric did little to promote
gender equality founded a nonpartisan
organization Dignas to promote women s
welfare and empowerment
The above four characteristics of civil wars
should be kept in view while analyzing the
effects of civil wars on women and gender
relations

The nature intensity and breadth of impacts
of civil wars on women and gender relations
vary from society to society depending upon
the nature location duration and intensity
of the conflict as well the social economic
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and political situation of the country Moreover
the class and caste differences among wom
en also circumscribe the overall impacts of
intrastate conflicts Nonetheless USAID case
studies identified some direct and indirect
impacts of civil wars on women and gender
relations which tend to be common in most
civil wars

The
tragedies of Bosnia and Rwanda where rape
has been an essential tactic of ethnic cleans
ing are well documented In these two
countries women were raped often in the
presence of their spouses parents and other
family members to humiliate and terrorize
the members of particular ethnic groups
However USAID studies also indicate that
sexual abuse and misconduct on relatively
large scale also occurred in Cambodia El
Salvador and Guatemala For example in
Guatemala s Commission for Historical Clarifica
tion recorded the testimony of thousands of
abused women which came as a surprise to
many leaders and experts who seemed
unaware about the pervasive abuse It was
not uncommon that the security forces stationed
to protect the civilian population in remote
areas themselves abused and mistreated
women
Rebel militia in Angola Liberia Mozambique
and Sierra Leone abducted young women
and kept them as sexual slaves When the
conflict was over these women were abandoned
Most of them had difficulty in adjusting
afterward Often their families and communities
spurned them Without resources or work
experience they became destitute beggars
or prostitutes
Civil wars and the resulting poverty family
disintegration and erosion of the community
also contributed to prostitution For example
in Cambodia economic desperation led some
families to sell their daughters while in
Rwanda poverty and demographic imbalance
caused by genocide have contributed to

prostitution War also created demand for
prostitution by separating families and
stationing young male soldiers away from
their homes There is some evidence that
the presence of UN peacekeeping forces
during and after the crisis increased demand
for sexual workers in many countries includ
ing Cambodia Liberia Mozambique Sierra
Leone and Rwanda

The brutalities
of war separation from loved ones forced
migration sexual abuse starvation and
exposure to extreme violence left deep
scars on the psyche of both men and wom
en There is considerable anecdotal evidence
suggesting that significantly large number of
women were traumatized in all case study
countries Bosnia Cambodia El Salvador
Georgia Guatemala and Rwanda These
women experienced high level of anxiety and
stress in their daily lives They displayed
symptoms typical of trauma including listlessness
chronic fatigue anguish recurrent recollection
of traumatic incidents and depression
What has been remarkable is the fact that
despite their trauma the suffering women
demonstrated tremendous courage and resil
ience Most of them continued to perform
their normal tasks Often their suffering
remained unvoiced and was expressed in the
abusive relationships with their spouses and
children It is some times suggested that
many of these women could survive because
they had no time to reflect over their predica
ment The pressing needs of their families
and children kept them going Experience
of Georgia also shows that displaced women
appeared to have adjusted better than their
male counterparts Although man became
passive and moody women took to outside
work to feed their families
There is some evidence to suggest that

the culture specific beliefs have helped many
traumatized women to manage if not overcome
their trauma For example in Cambodia
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many traumatized women sought refuge in
Buddhist pagodas conducting meditation
The belief in the law of karma also helped
these women as they thought that their good
deeds will be rewarded in future while the
perpetuators of crime and violence will be
punished in the next life Religion has been
also cited as a soothing influence on the plight
of traumatized women in Rwanda However
it is too early to make any generalization
Concerted research focussing on indigenous
approaches to psychological healing are needed
to test their efficacy in the conditions of war
and severe violence

Wom
en s family responsibilities increased for many
reasons First women had to assume great
er economic responsibilities during civil wars
because of inflation food scarcity and a
general decline in the standard of living of
the family The problem was that these
added responsibilities did not necessarily result
in a corresponding decline in their household
chores In all case study countries women
continued to cook wash clothes and care
for children despite spending more hours on
farms and other jobs
Moreover women had to look after other

family members who were displaced by conflict
For example civil wars in countries like
Mozambique and Rwanda left thousands of
children as orphans They also led to the
separation of children from their families
The burden of raising these children often
fell on extended families or neighbors with
women shouldering most of the responsibilities
Moreover often the internally displaced
people went to live with their relatives and
friends contributing to the added burdens on
these families
Finally civil wars also contributed to an

increase in the number of women headed
households More men than women died in
conflicts Moreover the prolonged absence
of men from their families led to permanent

separation and divorce The women heads
of households generally had to shoulder
additional economic and social responsibilities
in all the countries in which the study was
conducted They virtually became the sole
providers of their families and had also to
perform many tasks which are traditionally
done by men

There is some anecdotal evidence that the
number of women living in poverty increased
disproportionately compared with the number
of men living below the poverty line In any
case the consequences of poverty were
generally worse for women than for men
Because men controlled most of the household
assets the household allocation of food and
resources was often biased towards men and
boys More importantly as the nurturers of
their families women usually sacrificed their
own welfare for that of other family members
It was widely reported for example that they
preferred to go hungry rather than distributing
the available food among all family members
Cultural traditions also conspired against
women and girls When there was a choice
in the allocation of resources for medical or
educational purposes between boys and girls
it often ended in the favor of the former
Often girl s enrolment in schools in conflict
zones declined although the decline can be
partly attributed to the problem of pervasive
civilian insecurity Parents might have felt
more insecure in sending their girls than boys
to schools
Economic conditions of the women refugees
were slightly better than of those living in
war zones Women refugees received food
and shelter and had access to health and
educational facilities Consequently while
refugee women suffered from social and
psychological deprivations like other uprooted
groups they did not face abject poverty and
deprivation On the other hands the
internally displaced men and women who
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generally did not receive substantial assistance
from the international community or their own
governments were usually in the worst
economic situation

Women participa
tion in the labor force increased as a result
of civil wars Because of acute labor short
ages general scarcity and declining standard
of living increased number of women were
forced to enter labor markets
The experience of case study countries

shows that women put additional labor on
their farms For example the responsibility
of managing farms fell on the heads of the
women headed households While some of
them could depend on the generosity of their
neighbors and relatives others had to perform
heavy agricultural operations themselves
The conditions of the women headed
households lacking access to cultivable land
was invariably worse They had to work as
sharecroppers or landless labor
One positive consequence of many civil

wars was that women were able to enter in
many industries and occupations which were
closed to them prior to conflicts In Cambodia
for example women were recruited to textile
construction salt and rubber industries during
the country s prolonged civil war As a result
of their employment they acquired experience
and expertise and the public perceptions
about their role in these industries changed
Consequently women have continued to
work in these industries since then Lebanon
also provides an interesting example Wom
en were employed as bank tellers during
Lebanese civil war Labor shortages led to
the erosion of social taboos on Muslim wom
en working in the banking sector Women
are now routinely employed in banks and
financial institutions
The experience of case study countries

indicates that most women seek employment
in the informal sector As most of them
especially in developing countries lack

marketable skills and experience they take
to selling foods vegetables clothes and oth
er household items Micro credit projects
have generally helped these women entrepreneurs
Although women are always significant part
of the informal sector their number increased
during and after the war

Civil wars
also contributed to the expansion of women s
public roles Many women became active
at the community level They organized formal
and informal groups to provide relief to
vulnerable populations For example
women in Bosnia and Herzegovina managed
day care facilities and voluntary health services
in the seized communities Women also
participated in the distribution of food aid in
Rwanda and in El Salvador they founded
organizations to press for the release of
political prisoners and to provide relief to the
victims of political repression
Women also actively participated to support
war efforts They raised funds organized
public meetings and marches and mobilized
public opinion for war in the name of ideology
ethnicity and nationalism Women joined
militias in Cambodia and El Salvador and
they played supporting roles in military opera
tions in other countries by managing auxiliary
services such as health and intelligence Of
course some women also campaigned for
peace
In the absence of men women often took
charge of local political institutions During

in El Salvador out of mayors
elected nearly percent were women
Because they had organized politically before
peace accords women also won seats in
the parliament In Cambodia after the fall
of the Pol Pot regime women s representation
in village councils increased dramatically
Other countries including Lebanon and
Mozambique witnessed a similar phenomenon
The above discussion though brief it is

indicates that civil wars profoundly affected
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the statuses roles responsibilities and
material conditions of women While many
of these effects were undoubtedly harmful
and devastating some of them were positive
as well In many countries civil wars opened
new economic and political opportunities for
women As a result of their increased
participation in social and political life
women often acquired new skills and
confidence The stranglehold of the tradition
was broken Moreover the new democratic
constitutions which were drafted and adopted
in many postconflict societies granted equal
civic and political rights to women

On the basis of its findings USAID s study
made many recommendations for the international
community A few of them are mentioned
below
First the international community should

support cost effective inventive programs that
use indigenous approaches to treat traumatized
women and men International programs for
treating traumatized women have suffered from
many limitations They are often short lived
and reach only a microscopic segment of the
population They tend to ignore the social
and cultural contexts and propose solutions
that might not be relevant to victims The
international donor community should explore
new ways and fashion programs that are both
cost effective and relevant to the traumatized
populations
Second the international community should
step up efforts to prevent sexual abuse of
women While it is important to help women
victims through counseling and social and
economic rehabilitation efforts it is still more
important to prevent the occurrence of sexual
abuse International organizations and experts
have put forward several proposals protect
witnesses train international peacemakers in

gender issues promote more women to
international judicial posts raise awareness
of and punishment for international trafficking
of women and finally treating sexual violence
within the definition of torture under the UN

Convention Against Torture And Other
Cruel Inhuman Treatment and Punishment
Such proposals should be carefully reviewed
and endorsed by the international community
Third the international community should

continue to support micro credit programs
Although no substitute for removing structural
barriers to the advancement of women such
programs do provide much needed relief to
women Moreover they promote self reliance
and entreprenuership The experience of the
international donor community about the
effectiveness of micro credit programs targeted
to women has been quite encouraging in the
postconflict societies
Fourth the international donor community

should support property right reforms for
women Women are usually denied legal
rights to land and other resources owned by
their dead husbands fathers or other close
relatives Consequently widows and single
women are unable to engage in many
productive activities during civil wars and
even after The international community
should not only press for the legal rights
but also for the effective implementation of
these rights
Fifth the international community should

support the emergence and functioning of
women s organizations which promote their
welfare and advancement USAID studies
show that both during and after the conflict
many new women s organizations emerge
and the old ones revitalize These organiza
tions undertake a wide range of activities to
deal with the pressing problems facing wom
en empowering them in various ways It is
re com m ended tha t th e in te rn atio na l
community should assist the emerging wom
en s organizations as an integral part of its
efforts to reconstruct and rehabilitate the
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wartorn societies
Finally the international community should

promote political participation of women in
postconflict societies Without their active
participation in political processes women
cannot gain and maintain gender equality
Postconflict societies generally offer openings
for increased women s participation Often
new democratic constitutions are promulgated
that provide for women rights There are
women leaders who have acquired skills
confidence and visibility as a result of their
involvement in economic and political affairs
during civil wars and are in a position to
assume public roles and responsibilities
Moreover postconflict societies are more
receptive to new ideas The international
community should encourage the political
leadership of these countries to recruit more
women in political and administrative positions
Moreover it should provide assistance to
nonpartisan women s organizations that
promote their participation in local and national
affairs

Kumar Krishna Women and Women s
Organizations in Postconflict Societies The
Role of International Assistance Washington
D C The U S Agency for International
Development
Kumar Krishna ed Women in Intrastate
Conflicts Impacts Women s Organizations
and International Assistance Boulder Colorado
Lynne Rienner Publishers
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紛争後 復興開発 ー

課題 取 組

の におけるジェンダ

の と の り みJICA

大川 晴美 国際協力事業団 企画・評価部 環境・女性課長代理

（ ）女性 性的暴力

（ ）児童兵 問題

はじめに

の における
びジェンダ の

国際協力事業団（ ） 我 国 二国間
実施機関 、開発途上国 対象

開発援助 実施 。 実施 開
発援助 課題 分野 多岐 、最近
平和構築 貢献 重点課題
位置 。
冷戦終了後 各地

民族紛争 内戦 後 絶 、 紛
争 与 影響 女性 男性 異 、
紛争 方 男女 異 多 。
本稿 、 最初 紛争後 復興開発
女性及 ー 関 何 問題

、 概略 述 。次
問題 取 組 、

現状 紹介 、最後 今後 取 組
課題 述 。

近年 紛争 、軍人 戦闘員 一
般 市民 被害者 多 傾向

。紛争時 、爆撃 死傷、家
屋 損壊、食糧 物資 欠乏、教育 医療
社会 ー 低下 全 市民 関
問題 、紛争 与 影響 男女 異

多 。 、紛争 受 影響
、紛争 関与 方 男女 異
多 。 、紛争 ー

関係 、 十分調査 的
確 対処 。
紛争 開発援助 関係 通常、紛

争時 紛争終結直後 緊急支援、紛争後 復興
・開発支援、及 紛争予防 段階 分

、 特 紛争後 復興・開発支援
ー 関係 焦点 当 。
最初 、復興・開発支援 効果的 実施

次 ー問題 存在
確認 必要 。

女性 少女 含 性的暴力 、紛
争地 頻繁 行 。

、民族 強化
敵対 民族

消 「民族浄化」（ ）
行 、女性 性的暴力 頻発 。

内戦 年 年 民族間
数万人規模 行 、 年

始 紛争 多 系女
性 。 性
的暴力 被害女性・女児 精神的 深 傷 負
、 後 長期間 精神的 後遺症
抜 出 難 。

最近 、少年 代 少女 兵
士 住民 虐殺 加 、加害者

場合 増 。 少女 誘
拐、洗脳 兵士 被害者 。
戦闘 長引 、大人 才以上

子供 兵士 動員 場合 。西
・ 、 才前後

代半 年代 少年・少女 居住地 村 誘
拐・洗脳 、反政府軍 訓練 村人
大量虐殺 。誘拐
兵士 少女 、戦 加

男性兵士 身 回 世話 強要 、
強制的 性的関係 持 事実 報
告 。 少年少女
環境 暴力 戦闘 対 無感覚

JICA

ODA

JICA

JICA

JICA

ethnic cleansing

は が の
の として を に
を している が する

の や は にわたるが は
に していくことも の つ

に づけられている
もアフリカをはじめとして で

や が を たないが これらの
が える は と では なり また
へのかかわり も で なることが い
では まず に の にお

ける びジェンダ に し が となっ
ているのか その を べる にこれらの

に がどのように り んでいるか
その を し に が り
むべき について べる

の では や だけでなく
の が となることが くなる に

ある において による
の や の や など
サ ビスの などは ての に わる
であるが が える が で な

ることも い また から ける だけ
でなく への のあり が で なる
ことも い しかしながら とジェンダ
の について これまで されたり
な がなされてはこなかったといえる

と との においては
や の の

び の に けられ

るが ここでは に の と
ジェンダ との に を てることとする
まず に を に

するためには のようなジェンダ が
することを する がある

や へのレイプを む は
において に われてきた ルワンダや

ボスニアでは のアイデンティティを
するために する のアイデンティティを
すという が
われ への が した ボス

ニアの では から にかけて
で のレイプが われ また に
まったコソボ では くのアルバニア
がレイプされたといわれる このような

の は に い を
い その も にわたり な か
ら け すことが しくなる

では ばかりでなく の が
となって の に わるなど と

なる も えてきている これらの は
されて となった でもある

が くと だけでなく の
も として される がある ア

フリカのシエラ レオネでは から
ばの の が の から

されたうえ に され
を するようになったといわれる
され となった たちは うことに え
て の の りの を されたり

に を たされるという が
されている これらの はこのよう

な のもとで や に して にな
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るよう けられ が しても の
に し することが しく か

らも け れられなくなる

が こると を けるために
から れて な に する すなわ
ち や を える が じ
キャンプが される これらの の
が と どもであるという

や キャンプでは が し
も で が であるため

の や などにより が かされ
やすい

キャンプやその では と の
を る として の が を

うこともあり や の や
が できないなどの により さまざま

な の が くなっている その
ため にこれらの が や
に った に に け れられないという

もある だけでなく の も
に いた で の と を ち

その さまざまな を たちの
に ち ることも となっている

の くは として に し
や が に されるため

が な となり を えることが
くなる カンボディアでは が し が

した でも の が
で に での の が い
しかしながら は に べて や

の を ける が ないため
を するのに な を られる
が られ された でも が より
い がある に が されると
においてそれまで に が していた

えば の や の での
なども たに が することになるため
の が すという がある

カンボディアやグァテマラのように
や が いてきた では は

としての を けてきており
にコミュニティ に った に
をもたないため を ることが し

いという がある には み きができ
ず の をほとんど していない
もいる は い
という な で レ

イプなどの な による トラ
ウマ を うことが く に に
していくことに を う えばパレスティ
ナでは に を けた をもつ

はそれがトラウマとなり や
で を に する があり その
の くを が める

また が として に した
は や の からの があるた
め その の が よりも な

もある

は のない においても を
う や への やアクセスを と
に できないため ほとんどの は

これまで や の の に
していない その として の

やニ ズが やその の に
されないことが いという がある
また が しても は への

が され と に や
を つことができない もある さらに

に わる の や
なども に する や の
に し にどのように すべ

きかを していない が い

の な や は
が を することを めないものが く

で を った はそれまで の であっ
た や を する を められず
を させられてしまう が い

は や の の が されて
いても として が できないか
より しく である も い この
については に にかかわる の

の に する がルワンダで さ

仕向 、紛争 終結 通常 生
活 復帰 適応 難 、地域社会

受 入 。

紛争 起 、被害 避 紛争地
逃 安全 場所 移動 人々、

国内避難民 国境 越 難民 生 、難民
形成 。 難民 約 割

通常、女性 子 。
避難先 難民 食糧、水 不足 、
住居 簡易 生活環境 劣悪 、伝染
病 発生 栄養失調 健康 脅

。
難民 周辺 、自分 子供

生活 守 手段 避難民 女性 売春 行
、避妊 感染症 知識不足 避妊

具 入手 理由 、
性感染症 罹患率 高 。
紛争終結後 女性 村 地域社会

戻 際 、社会 受 入
問題 。女性 男性 帰還兵士
戦争 赴 先 複数 相手 性交渉 持 、

結果 性感染症 自分 地域
社会 持 帰 問題 。

成人男性 多 兵士 紛争 参加 女
性 子供、高齢者 地域 残 、女性
実質的 世帯主 生計 支 多

。 内戦 終結 年
経過 現在 全世帯 約 ％ 女性世帯主
、特 農村地域 戦争未亡人 割合 高 。

女性 男性 比 職業教育 専
門分野 教育 受 機会 少 、家族
扶養 十分 収入 得 雇用機会
限 、雇用 場合 賃金 男性

低 傾向 。紛争 男性 動員 、
農村 主 男性 従事
仕事、例 家畜 飼育 農産物 市場 売
買 新 女性 担当 、
女性 労働負担 増 問題 。

長期間紛
争 内戦 続 国 、成人男性 兵士

訓練 長期間受 、紛争終
結後 ー 戻 時 職業技術・
技能 就業機会 得 難

問題 。中 読 書
、社会 動向 関知 人々

。帰還兵士（男性・女性） 、長 間戦
場 特殊 状況下 暴力・殺人・略奪・

様々 経験 精神的外傷（
） 負 多 、平和社会 円滑 適

応 困難 伴 。例
、紛争時 暴力 受 経験 男性

兵士 、帰還後家庭 職
場 暴力 頻繁 行使 傾向 、 被
害者 多 女性 占 。

、女性 兵士 紛争 参加 場合
、家族 地域社会 人々 偏見
、 後 社会復帰 男性兵士 困難

場合 。

女性 紛争 時期 意思決定
行 組織 機関 参加 男性 平
等 確保 、 場合女性

政府間 関係者間 正規 和平交渉
参加 。 結果 、女性 意見

ー 和平交渉 後 復興開発 反映
多 問題 。

、紛争 終結 女性 政治 参加
制限 、紛争前 同様 選挙権 被選挙権
持 場合 。 、復

興支援 携 国内外 援助関係者 平和維持
部隊 、女性 対 性的暴力 女性 人
権侵害 関 紛争終結後 対処

認識 場合 多 。

開発途上国 伝統的 婚姻法 相続法 女性
財産 所有 認 多 、

紛争 夫 失 妻 夫 名義
土地 財産 所有 権利 認 、財

産 放棄 場合 多 。法律上
土地 財産 所有権 男女平等 保障

、慣習 女性 所有 男性
著 不利 場合 多 。 問題

年 紛争 女性 土地
・財産 権利 関 会議 開催

注

注

注

注

注

注

注

注

注

注
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れたが その も きな は られない

これまで はカンボディア ティモ
ル ニカラグア グァテマラ エルサルヴァド
ル レバノン ボスニア ヘルツェゴビナ パ
レスティナ モザンビ クなどの や で

の を している に
の び の のために

や などの インフラの
への に する を ってき

たが への やジェンダ を した
も している
カンボディアでは の や の

の が をあげているが は
に した により
の と して を む の や
で に を った の なケアを る

ソ シャル サ ビス プロジェクトや
の を するプロジェクトを している

のグァテマラでは に にも
ぶ が し も さまざまな
でグァテマラの に を れてい

る その つが への であり
や の などにより
におけるさまざまな を し

の を した を
させるための を っている にあ

たっては の による
や の などを み わせ

また
とも しながら を めている

には が
と のために した

があり グァテマラの のた
めにこの も している
アフリカのモザンビ クでは が

き にようやく したが は
のマプト で の と

のための を した こ
の では で を くした に する

や のニ ズ も った

のように はジェンダ を した
に り んできたが さらに

り むべき のような も されており
こうした も まえてさらに
を していく がある

も な を り すための なア
クタ であることを し など
な の に の も す
ることが である

における の や が
える への については に で
かれた でも され また

にニュ ヨ クで された
でも きく り げられた これらの

の で たちは や における
ジェンダ に する の として を

に することを したのではなく
がエンパワ メントする での を んだ

といえる をつけた の により
の や の もより に むと
に の にも することができ

る

の と の が
なる は により だけでなく

な を けた に しなくてはな
らないことである により が ける

な は の がどのようなもの
であったかにより なる トラウマを った
がそれを き に の

を んでいくためには プログラ
ムの として な を す
るためのカウンセリングを み む がある

に にレイプなど を けた
や のトラウマを くためには の

カウンセラ を し カウンセリングの
が に られないための な が

である

や やむを ず を

、 後 大 改善 見 。

、東 ー
、 、 、
、 、 ・ 、

、 ー 国 地域 紛
争後 復興支援 実施 。特 、市民生
活 再建及 経済全般 復興 上下水道
電力設備 基礎 整備、職業訓

練 協力、地雷除去 対 協力 行
、女性 支援 ー 重視 協

力 実施 。
現地 日本

活動 成果 、 年
開始 「開発福祉支援事業」 、現地

連携 女性 含 住民 自立 紛
争 心 傷 負 人々 精神的 図
ー ・ ー ・ 、女性
健康 支援 実施 。
中米 年 年間 及
内戦 終結 、 現在、 分

野 復興開発支援 力 入
。 女子教育 協力 、専門

家 青年海外協力隊員 派遣 、初等
教育 男女格差 改善 、民
族・文化・言語 多様性 尊重 教育内容
向上 支援 行 。実施

、外務省所管 無償資金協力 小
学校建設 学校図書 供与 組 合 、

米国国際開発庁（ ）、国連開発計画
（ ） 連携 協力 進 。

日本政府 （
：開発 女性）推進 拠出 「

基金」 、 女子教育支援
基金 活用 。

ー 内戦 長期間続
年 終結 、

年 月、南部 州 除隊兵士 再定住
食料増産 村落開発調査 開始 。
調査 、戦争 夫 亡 女性 対

職業訓練 生活向上 ー 調査 行 。

以上 ー 重視
復興開発支援 取 組 、今後
取 組 次 課題 残 、

課題 踏 復興・開発支援
拡充 必要 。

女性 平和 社会 作 出 重要
ー 認識 、和平交渉 重要

意思決定 場 当該国・地域 女性 参画
重要 。

復興開発 女性 役割 武力紛争 与
女性 影響 、 年 北京

開 世界女性会議 議論 、
年 月 ー ー 開催 女性 年
会議 大 取 上 。 会議
場 参加者 、紛争 復興開発

ー 関 問題 解決策 女性
特別 保護 要求 、女
性 ー 形 解決 望

。力 女性 参画 、紛争
後 復興 平和 確保 効果的 進 同
時 、紛争 再発予防 貢献
。

通常 開発援助 紛争後 復興開発支援 異
側面 、紛争 身体的被害

精神的 被害 受 人々 配慮
。紛争 人々 受 精

神的 影響 、紛争中 経験
異 。 負 人

々 除 、紛争終結後 通常 社会生活
営 、復興開発支援
一環 精神的・心理的 回復 支援

組 込 必要 。
特 、紛争中 性的暴力 受

女性 女児 除 、女性
ー 配置 、 内容

当事者以外 知 特別 配慮
必要 。

女性帰還兵士 紛争中 得 売春行為

注16
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の り み
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行 女性 、偏見 家族 地域社会 受
入 社会復帰 可能 、帰還兵士
売春 行 女性 対 、 地域社会
人々 対 ー 配慮 社会復

帰 精神的 行 必要 。

政治 選挙 男性 平等 女性 参画、及
土地 財産 男性 平等 権利 保障

法律・制度 整備 支援 。

教育 受 機会 限 女性 女児
基礎教育 識字教育 受 機会 保障 。
教育 受 雇用 得 機会 増 、
女性自身 自信回復 寄与 。 、紛争
予防 方策 男女 対象 、異
文化 民族 融和 促進 、相互理解 受容
奨励 平和教育 人権教育 実施

支援 。

紛争後増加 女性世帯主 家族 養
十分 現金収入 得 支援

職業訓練 実施 重要 。
、軍人 訓練 受 職業技

術・技能 持 男性 対象 職業訓練
実施 、雇用機会 得 支援
重要 。

女性 男性 対象 家族計画教
育 実施、避妊具 供与、安全 出産間隔

知識 普及、出産前・出産後 健康管理
含 女性 健康全般 関
・ 改善・向上 ー
拡充 係 支援 行 。

紛争中 売春
含 性感染症 感染 女性、性交渉

感染 男性、及 母子感染
感染 子供 治療・看

護 社会的施設 ー 拡充 支
援 。

「人間中心 開発」 重視 、紛争
被害 受 人々 貧困層 女性 子供、障

害者 社会的経済的 不利 状況 人々
直接、効果 及 援助、 開発

途上国 人々 生活 向上 貧富 格差 縮小
寄与 援助 一層重点 置

。 、開発途上国 活動
連携・協力 強化 、草 根

協力 推進 、日本 国民
幅広 国際協力 参加 支援 方策
拡充 。今後 取 組

進 予定 。

本稿 著者 個人的見解 、必
公式見解 断 。

＊

った が なく や に け
れられ が になるよう

や を っていた に し また
の に してもジェンダ に した
のための なケアを う がある

や への と な の
び や への と な を する

の について する

を ける が られていた や
に や を ける を する
を けることにより を る が し

の にも する また
の の つとして を に なる
や の を し と を
するための や を する

ことを する

した が を ってい
くのに な を ることを するた
めの を することも である ま
た としての しか けておらず

を たない を とする
も し を られるよう するこ
とも である

だけでなく も とする
の の な につ

いての の の
を む の に わるリプロダクティ
ブ ヘルスを させるためのサ ビス
の に る を う

のレイプや などにより エイ
ズを む に した によ
り エイズに した び
により エイズに した を
するための やサ ビスの を
する

は の を し
で を けた や の や

など に な にある
に が ぶような あるいは

の の が し の の
に するような にも を くよう
になってきている また で す
る との を し の レベ
ルでの を するとともに の が

く に することを する
を してきている もこれらの り み
をさらに めていく である

は の であり ずしも
の ではないことをお りしておく

（ ）法律・制度 整備

（ ）教育

（ ）職業訓練

（ ）健康、 ・

（ ） 含 性感染症
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平和構築 旧 ー

取 組

にむけての ユ ゴスラビア

での の り みJEN注１

木山 啓子 特定非営利活動法人 事務局長

（ ）第一段階

JEN

はじめに

つの における の

旧 ー 連邦共和国 、 年 始
、 年間 内紛 国

分断 事 。特 、 ・
、隣人同士 武器

取 殺 合 様 悲惨 戦闘 繰
広 、 ・ 人 共同戦

線 張 連邦 、 人共和国
対立 深 。 ・

、 年末 和平合意 受 、
年 月 大々的 復興事業 始 。

民族紛争 「 紛争」
後、 旧前線 境 二 実体（民族）
存在 続 国 、一 国 機能

、民族融和及 共生 図
事 急務、不可欠 、 、新 戦

闘 予防 意味 重要 。 、
戦闘終了直後 ・

事業 即座 着手 事 困難
。本稿 、実際 年 実施 平和

構築・民族融和 事業 事例 見 、
問題点及 平和構築 果 役
割 論 。

① 背景
第一段階 平和構築事業 直接的 目

的 、人々 物理的 移動 。
、更 平和構築事業 下地 作

。 ・ 和平
協定 取 敢 実体 分
、戦闘 終結 、 和平

協定 決 実体間境界線‘
（ ）’ 、基本的

戦闘 展開 当時 前線 。
年 、行動 自由 約束 外国人
、 越 行 来 事 抵抗
。 数 月前 前線 境 戦闘 展開

各民族 、尚更 事 。戦
闘終結当初、 検問所 設置 、

地域 治安 守 役割 果 。
、同時 検問所 身分証明書 検査

行 、人々 越 行 来
事 意味恐 。 交通 自由

確保 、様々 団体 各方面 事業
行 。 一例 車 ー
ー 統一 事業 。 ー
ー 統一 、従来 ー
ー 様 、一目 実体 出身者
見分 事 出来 、 越

行 来 行 先 迫害 受
。 、実際 人々 必要
限 移動 事 。

事業 地域 周
辺 行 。民族融和及 共生 事業 必要
性 特 地域 高 。紛争中

飛 地 、周囲全体 「敵
民族」 囲 、食料支援 中々届 、近
隣 町、 同
回教徒 大量虐殺 地 名高 。
和平後 細 回廊 呼 土地

連邦 連結 、近
隣 町 民族融和 地 再生 不可欠

。

② 事業内容
表 通 、人々 越 反対

側 行 、無事 帰 事 実感

ユ ゴスラビア は に
まり にわたる によって つの に

される となった に ボスニア ヘル
ツェゴビナやクロアチアでは が
を って し うといった な な が
り げられ ムスリム クロアチア が
を るボスニア と セルビア の
は まっていった ボスニア ヘルツェゴ

ビナでは のデイトン を け
より な が まった

ともいわれるいわゆる ボスニア
ほぼ を に つの とし

て し けるこの が つの として
していくためには び を って
いく が であり また たな
の という でも であった しかし

のボスニア ヘルツェゴビナでは
こうした に に する は であっ
た は に から された

の の を ながら その
び が において たす

を じる

における の な
は の な であった これによっ
て なる の を るのがねら
いであった ボスニア ヘルツェゴビナは

によって り えず つの に けられ
て を させたわけであるが この

によって められた
は

に を していた の である
には の が されていた で

も を えて き する には があっ
た ほんの ヶ まで を に を
していた であれば の である

には が され そ
れぞれの の を る を たしていた
しかし に では の が
われるため は を えて き す

る をある れていた この の を
するため な が でも を

っていた その としては のナンバ プ
レ トを するという があった ナンバ
プレ トが されていれば のナンバ
プレ トの に でどちらの の
かを ける が ないので を え
て き しても った で を けにくくな
る しかし には はどうしても で
ない り する はなかった

の はゴラジュデという とその
で われた び の の
は にこの では かった はゴラ

ジュデは び になっており を
に まれて も かず

の チャイニチェなどはゴラジュデと じ
が された として かった
も い と ばれる でかろうじて

ボスニア に しているゴラジュデは
の との がこの の に で

あった

にある り が を えて
に き に ってくる ができると

1991

1995

1996

1997

1996

５ ５
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２ １

NGO

Inter

Entity Boundary Line IEBL
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IEBL

IEBL
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してもらう には を に
ポスタ チェスの コンテストを
い に にこの しに し

てもらった ここで を として ん
だのは であるという で をい
たずらに する がないからである
は は であり いに を っている

で った の によっては
される すらある しかし は

に していないため け れられや
すいだろうという からである にはゴ
ラジュデとチャイニチェに ずつ きコンテ
ストを い の に を した

に に バスに べ の
が に した くの が

に する を したが の の
は に わった これによって

めて を した が あり い
が なりとも された

における な は の
の が かを にやる であった この
は だ が く が えて を

えて しようということは くない まし
てや かを にやる という は ど えら
れなかった ではたった ずつの
であったが では じ
に って て つの を に った ま

た では された の の
もこの から われた

には コンピュ タ コ ス コ
ス の コ スや のためには
サマ キャンプへの を した の
のためには スポ ツ などを した

これによって より より の
が した また コ スが わって
が に った も に を

めてもらえるように のコミュニティ の
リ ダ な を たしている を

に の をしたため コ ス も
のための が められた

ての は これらのコ スに する
で めて の と
に かに わる になった これだけで

も きな ではあったが これに して
な が された えば
れる のなかった に する を
ねる や このコ スを じて り った

の とコ ス も を り
っている などがいた
また って ていても もしくは
に に していても がらせを け

るなどの は されていない
これらの によって に かをする

に する れが に されたと われる

の は に に
つの もしくは の チ ムとなって
をしてもらう にある のナンバ
プレ トも し は があれば
を えて する も くなった しかし

に で を にしようとい
う きは られない この には の

の など に されて
が えてきた そこで に した

の が に るよう
の を する が とされた

また この には サラエボ の にも
が んでおり これらの の として
も が された ボスニア
でも はあるものの サラエボはゴラジュ
デ び になっていたため ゴラ
ジュデ の の があった に

の は によって
に されたため この を して
いた が に したという
がある って どちらの も した

と にそこに んでいた との
を するということに が かれた

。具体的 、子供達 対象 絵画、
ー、詩、 展覧会兼

行 、人々（主 子供達） 催 参加
。 子供達 対象者 選

、子供 事 、周辺住民
刺激 心配 。大人

紛争中 兵士 、互 顔 知
者同士 戦 為、紛争中 所業 復
讐 可能性 。 、子供 戦闘
参加 、比較的受 入

推測 。実際
一日 行

行 、入賞者 子供達 商品 授与 。

③ 事業効果分析
実際 日間 大型 延 台分 子供

達 日間 移動 。多 親達 治安状況
対 懸念 示 、国連軍 保護監視

下、移動 無事 終 。 、初
移動 実現 家族 多数 、強 懐疑

多少 軽減 。

① 背景
第二段階 直接的 目的 、双方 実

体 人々 何 一緒 事 。
時期 未 緊張 高 、人々 敢
越 移動 全 。

何 一緒 、 事 殆 考
。第一段階 一日 移

動 、第二段階 、一定期間同 場
所 通 来 一 活動 一緒 行 。
、第一段階 懸念 大人 多数 移動

時期 行 。

② 事業内容
具体的 、 ー ー ー 、英語 ー
等 職業訓練 ー 、子供達 、
ー 参加 実施 。大人 移

動 、 ー 大会 実施 。
、 長時間、 多数 民族間

接触 実現 。 、 ー 終 参加
者達 地元 戻 後 積極的 民族共生 進

、地元 ー
ー ー的 役割 果 若者達 中心

参加者 選考 、 ー 終了後 民
族融和 事業 進 。

③ 事業効果分析
全 参加者 、 ー 参加

事 、紛争勃発以来初 、「別民族 人々
一緒 」何 携 事 。
大 前進 、 付随 様

々 事例 観察 。例 、紛争勃発以来
訪 事 「別民族」 属 友人
訪 人 、 ー 通 知 合
「別民族」 級友 ー 終了後 連絡 取
合 人 。

、毎日通 来 、 林間
学校 一緒 参加 、嫌 受

例 報告 。
活動 、一緒 何 事

対 恐 大幅 軽減 思 。

① 背景
第三段階 目的 、継続的 別民族同士 一
（ 複数 ） ー 共同作

業 事 。両実体共通 ー
ー 定着 、人々 用事

越 移動 事 多 。 、継
続的 民族間 共同作業 積極的
動 見 。 頃 、他 要素

（土地・家屋 所有権問題 ） 促 少
数派帰還 増 。 、特 帰還
少数派 人々 帰還先 定着出来 、継続
的共同作業 場 提供 事 目的 。

、 頃 、 周辺 村 帰還
進 、 人々 定着支援
、平和構築事業 実施 。 全体
地域差 、

同様紛争当時飛 地 、
同様 民族間 緊張 。更 、事

業実施地域 村 、和平合意 別民族側
統合 、紛争中 地域 支配
民族 和平合意以後 避難 背景
。従 、 事業 、帰還 少

数派 既 住 多数派 共同作
業 促進 重点 置 。

２ ４
２

（ ）第二段階

（ ）第三段階

2

3

IEBL

IEBL
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② 事業内容
養蜂事業 技術指導等 通 、両民族 共

同作業 。 経済的支援 直
接結 事業 、協力 合 事 互
利益 高 、機会 提供 仕方 工夫

、 後 第三者 介入 民族
共生 進 可能性 秘 。

③ 事業効果分析
事業 、参加者個々人 経済的 再

建 直結 、参加者達 技術指導
授業 継続 意思 充分 。結果
、殆 全員 技術指導 終 、養蜂事業 開

始 能力 身 出来 。

① 背景
第四段階 目的 、「第三者 介入
民族共生 進 可能性」 確 物
行 事 。 、共同 利益 生
事業 自主的 作

働 、 実現 。

② 事業内容
具体的 、養蜂事業 実施 際 必要 機

械 ー 共有 、本人達
、 必要

遂行 。 協同組合
「組織」 、 協力関係 長 続

作 。

③ 事業効果分析
養蜂組合 成立 蔭 、継続的 民族共生
体制 整 言 。今後 利

用・発展 、参加者達
意思 。 、紛争 破綻
生活 経済的 再建 、極 限
機会 、参加者達 極 意欲的

。 手 、更 民族共生・融
和 進 考 。

、 独自 性質 持
。草 根 対象者 向 合 事 、

政府、国際機関 、政治色 薄
場合 多 特徴 、
民族融和・共生事業 紛争当事者
事 存在意義 一 。

（ ）草 根 民族融和・共生 推進
果 役割 中 重要 、

個人 対象者 事業 取 込 事
。対象者 ー 場合、

数人 民族融和 積極的 、意見 集合体
、全体意見 融和 積極的

。 、 草
根 対象者達 向 合 、対象者達
個人 自分 意思 従 動 易 。
結果、規模 小 融和・共生 進

考 。

（ ）民族融和・共生 事業 比較的早 段階
計画 、実行 移 事 出来
紛争 当事者 点 他
国際機関、政府 同 、

限 事 、紛争当事者達
怒 、恨 、不信、恐怖心、不快感、自分

民族 中 自分 立場 配慮 民族
融和・共生 事業 積極的 進
場合 多 。 時、紛争当事者 機
関 者 早 段階 取 組 事 、大 効
果 上 事 出来 。前述 ー

、第一、第二段階 、紛争前 頻
繁 訪 場所 、紛争後
事業 参加 越 相手側

地 足 踏 入 事 、 人 、
参加者 殆 。 、 参加者
出発前 参加地 住 人 連絡 頼

、地元 戻 参加地 様子 周
人々 話 、 勇気付 越

相手民族 地 行 ー 等 多 観察
事 、 事業 実際 民族融和・共

生 促進 好事例 思 。

の を じて に
をしてもらう こうした に

びついている は し う で い
の が まるため の の を
すれば その の の がなくても

が む を めている

これらの は の な
に しているため の の
を する は にあった とし

て ど が を え を
する を につけることが た

の は の がなくて
も が む をより かな にし
て く である そのために で を
む のシステムを に ってもらうよう
きかけ これを してもらった

には の の に な
をグル プで してもらい のイニ

シアティブによって それに なアレンジを
してもらった これを のような
にし こうした を く けて

もらえるようなシステムを ってもらった

の のお で な
の が ったと える これをいかに

させていくかは それぞれの
による しかし で してしまった
を に するための めて られ

た であるので は めて で
あった これを がかりに に
が んでゆくものと えられる

いうまでもなく は の を っ
ている の レベルで と き う や

などでないため が い
が いこともその であるし こうした

においては でな
い もその の つである

の レベルで を する
が たせる の でも なのは

レベルで を に り んでいく
であろう がグル プになっている

が に でも の に
なってしまうと として に
になれないことがある しかし は の
レベルで と き うので

も レベルで の に って き い
その は さくても が む
と えられる

の を い か
ら し に す が る

の でないという では は
の などと じであるので これ
は に った ではないが
は り み の

の での の への などから
の を に めようとしない

が い こうした でない
や が い から り む で きな
を げる が る のゴラジュデのケ
スでも までは には
に れていた でありながら はこ

の に するまで を えて の
に を み れた がなかった という が

の どであった また こうした
が に に んでいる への を
まれたり に って の を りの

に し それに けられて を
えて の に くケ ス が く さ
れた は こうした が の
を するという であると われる

（ ）第四段階4

２ 民族融和・共生事業
果 役割

における
の たす

NGO

NGO

NGO

NGO

NGO
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表 平和構築 向 旧 ー 取 組
―民族共生 目指 段階 事業実施

段階 実施時期 具体的目的 実施例

第一段階
～ 年

他民族 地域 人 物
理的移動

絵画・ ー・詩・
双方 地域 日 実施等

第二段階
～ 年

何 活動 一緒
（単発的）

ー 大会・職業訓練（ ー ー ー
等）・子供 ー 等

第三段階
～ 年

何 活動 一緒
（継続的）

養蜂 技術訓練 蜂蜜生産・農業 技術指導
等

第四段階
年～

継続的 活動 持続
作

養蜂組合 設立・道具 家畜 共有
場合 管理 確立等

（ ）民族融和・共生 事業 効果 早 上
事 出来

、 紛争当事者 事
一 利点 。 紛争当事者

、敵民族 人 客観的且 公平
双方 信頼 。紛争当事者 計画
事業 、参加者達 参加出来 。

当然 、参加者数 小 小
効果 小 。又、経済状況 厳 中

、 事業 、他人 別
民族 人 共同事業 得

。 民族融和・共生 事業 紛争
当事者 計画
参加者 集 訳 。

（ ）問題点 一 常 治安 。安全
確保 、工夫次第 事業 参加者
数 増加 、事業成功 確率 高 。

、何 起 場合 、
単 事業 成立 、民族融
和・共生 対 大変 影響
、治安 細心 注意 払

。必要 、国連軍 国際警察 協力
得 。

（ ） 一 問題点 、 、事業 開始
。前述 通 、出来 早期 事

業実施 開始 事 望 、時期 早
場合 、安全確保 難 場合 多

。 見極 、民族 関 迫害
事件 数 減少 、聞 取 調査 結

果参加 良 言 人 増加 等、何
判断基準 設定 必要 、必
基準 場面 適用出来

問題 。

（ ）上述 判断基準 、民族融和・共
生 事業 、 状況 大変異 、

成功例 常 他
地域 他 民族紛争終結後 適用 事
難点 。

１
４

／

１

／

に けての ユ ゴスラビアでの の り み
を しての の

の への の ポスタ チェスのコンテストを
の で ずつ

かの を にする スポ ツ コンピュ タ コ
ス のためのサマ キャンプ

かの を にする の と の

な を させ
るシステムを る

の などを した
の システムの

の の を く げる
が る
これは が でない のもう
つの である は でない

ので の よりは つ である
と から されやすい が
した でないから は る

のことながら が さければ さ
いほど は さい の しい
で こうした がなければ でしかも

の と をするようなことはあり
ない しかし の として

でない が したものであるから
が まる である

の つは に である さえ
されていれば で への

は するので の が い し
かし かことが きてしまった は ただ
に が しなかっただけでなく

に して マイナスの があるの
で には の が われなければなら

ない であれば や の
を るべきである

もう つの は いつ を す
るかである の り るだけ に

を する が ましいが が す
ぎる には が しくなる が
い この めのためには に する
の などの が した き り の

しても いと う が した ら
かの を する があるが ずし
もこの はどんな にも るわけで
はないことが である

の のみならず
の は それぞれに が なるので
ゴラジュデやサラエボでのこの が に
の の の に できない
が である

JEN

NGO

NGO

NGO

1997 98

1998 99

1999 2000

2000

3

1

2

3

３ 問題点

注 旧称 、日本緊急救援 ー （

）。

１ は グル プNGO Japan

Emergency NGOs

――――― 注 ―――――
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PCPB Post Conflict Peace Building
DDR Disarmament Demobilization
and Reintegration NGO

（ ）・
（

）
役割 課題

-
,
における の

と
松浦 香恵 インタ バンドー 事務局長

１

２

「失 環（ ）」
解明 向

「銃 開発」 視点 背景

われし
の に けて

と の の

MISSING LINK

近年、国際社会 、平和構築 向
開発援助 貢献 求 声 高 。

冷戦後 世界 紛争・貧困・ 人
権侵害 蔓延 、人々 安全 脅 。

中、 ー 、 根源的原
因 社会政治制度改革・民主化支援・紛争
地 蔓延 銃 回収 小型武器問題 啓蒙
取 組 。

ー 、近年国際社会 取 沙汰
、 理論

停戦 開発 間 存在 単 物理的・
時間的 溝（ ） 埋 活動 行

立場 。 、停戦
開発 間 何 、 何

、 何 埋
判断 精緻 観察 実践 形

成 行 方法 。紛争時 緊急
援助 停戦後 復興支援 間 単純
「断絶（ ）」 「失 環（

）」 捉 、「紛争前 存在 社会
回復 、『社会（社会 最小
ー ）』 必要 」 仮定 下 、

様々 社会再生 試 行
。

紛争 、社会構造、経済
統治 崩壊 地域 必要

、 小規模 、網羅的
・全体的 人間 営 関 分野

ー 「社会 芽（ ）」
、 「社会 最小 ー 」

地元 民衆 立 現 力添
、 多 経験 資源 持 、多

様 役割 演 使命 、 可能
信 。

年 国連総会 、国連 年
月 「小型武器非合法取引 側面 関

会議」 開催 事 決定 。 、昨
年 月 ・ 、多

各国政府関係者 参加 得 進
「紛争 子供」 開催 、

紛争 子供 関 提言 。
極 一部 例 、近年国連・世

銀・各国政府 小型武器 蔓延 対処 取
組 前向 姿勢 見 。 、世
界中 広 推定 万丁 及 小型
武器 ー 絶 、非常 困難 、
武器 不法取引 規制 片付 問題

。 紛争後 「武装解除 元兵士
動員解除・社会復帰」（

） 関 調査・研究
、緒 。 、 分

野 紛争国 復興 重要 要
素 、今 「開発」 視点 、抜
落 問題 浮 上 。 、安
定 開発 国家 取 組 、交戦
指向 、 能力的 可能 武装勢力
存在 限 、再 銃 安易 解決 図

社会 存在 。兵士 大量 →
、 地域 生産人員 少 。生

産人員 少 → （有効需要 持
消費人口 少 ）、経済的 豊 。

経済的 豊 地域 、 →
、結局 （ 兵士以外 人口 多

においては に け
た の を める が まっている

の においては そして
が し の を かしている

そうした インタ バンドは その
である
に する の や の に
り んでいる
インタ バンドは で り

されている いわゆる にあるよう
な と の に している に

な を めるための を
うという をとらない そうではなく
と の にあるものは であり それを に
よってつなぎ あるいは によって めるのか
という をより な と によって
して こうとする をとる の
と の の にあるものを

な ではなく われし
と え に した

を するためには の パッ
ケ ジ が である という の に

な のための みを なっているの
である

によって システムそし
て システムが した において と
されるのは たとえ であっても

にすべての の みに わる を
カバ する の
であり そのような の パッケ ジ
が の から ち れることへの えに
ついて は くの と を ち

な を じることが であり かつ
であると じている

の において が
に のあらゆる に

する を する を した また
の にはカナダ ウィニペグにおいて

くの や の を て め
られた と シンポジウムが され

と に する がまとめられた こう
した く の にとどまらず

は の に する り
みに きな を せている しかし
に まっている にも ぶ
のル トを つことは に であり
の の ですべてが く で

はない さらに の と の

に する
は についたばかりである しかし この
にこそ が をとげるための な
があり までの の では け
ちた が かび がってくる つまり
した に が り もうとしても

を する あるいは に な
が する り び による な が
られる が する が にいる と
いうことは その の が ない

が ない ということは を
つ も なく に かではない

に かでない は どうなるか とい
うと は そこでの の の く

GAP

GAP

GAP MISS

ING LINK

Germ of Society

NGO

NGO

Disarmament Demobiliza

tion and Reintegration

注１

-

1999 2001

7200

, -

７
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も や ゲリラのであり そうした の
がないためにまた をとって う

という の が するのである
このような から に わる
び の で たたかわされている
が と の そして と

を り える という である えばそれ
は アルバニアやユ ゴスラビアにおける の

においてはグアテマラなどで
をする わりに のインフラ を

する また を て そして
を にすることによる コミュニティの
な を すという え の という
の に している
この について の が として
り んだ ない としては にモ

ザンビ クで された
から へ という コミュニティ の
り みがある しかし ここで らかになった
のは を し を たなくなるよう
に きかけても の が を さな
い ということで となる
のために たな の を うこと
が な の であったとい
う である さらに も な は
で を ているゲリラ と の に
して を て ができる の を
る ことの であった
そして に プロジェクトを かし
に いた として に ずしも
の を とする ではないのだが

による との な の
を げることができる は

の プロジェクトであっても
と を り える または を

と する など への を
の の に しつつ と との
を する という が に し

たことを し るひとつの な である
インタ バンドでは から

のプロジェクトをカンボディアにおいて めて
いく であり そこでは に た と
ものを える という の と
という に を って で に して
いる の プロジェクトとの を
りつつ な を なっていく

である

と の そ
して

カナダ とカナダ
の で に められているのが

の である これは カ
ナダの である

が している たなアプロ チで
の を するために

な みが されている である
のような における は に
し する の とその を
の に く が となってくる そ

のような で の が ひとつの
を する により の たな

を び こす が する り プロ
ジェクト や において を う

があり それを かつ に
するスキルと な が やスタッ

フに められている は そうした
への を える で な かりを す
るものであり に の な に
おける
がもたらす および への につい
て かつ な の を って
いる

により の を させる
によって への の を たす
が まれる また の プログラムお

よびプロジェクト スキ ムとしては に
の が けている を

に に な における
について しつつ し に

の をもたせる すれば
という り によって の のあり

を に み える がある
の には

な を うスキルの と に
な におけるプロジェクトの

元兵士 元 、 人々 ）
就労機会 銃器 戦 、

悪循環 構図 成立 。
背景 、平和構築 携 実務

家及 理論家 間 近年 議
論 、「銃 開発」 問題、 「銃 未来
取 替 」 発想 。例
、 ー 銃

回収、中南米 武装
解除 代 村全体 整備 支
援 （ 、銃 捨 鍬、 土木作業機
材 手 地域 地
道 発展 期 考 方 普及） 現
実 手法 反映 。

点 日本 実施者
取 組 数少 実例 、 年

ー 実施 「 （銃
鍬 ）」 地元 支援 取

組 。 、 明
、「銃 回収 、武器 持

働 、現地 人々 武器 手放
」 、「動員解除対象 兵隊

新 仕事・職業 創出 行 」
、実質的 紛争予防 必要条件
事 。 、最 重要 発見 、「地

域 信頼 得 軍 政府軍 両方
対 、説得力 以 話 人物 協力
得 」 必要性 。

最終的 本件 動 、
成功 導 要因 ―常 必 宗教的
権威 介在 必要 訳 ―、
支援側 教会 円滑 協力関係
構築 挙 。本件 、村落単位
小規模平和構築 、

「銃 労働農具 取 替 」 「銃 農
作物種子 交換 」 、「未来 希望
人々 心 中 育成 、銃 生産用具
交換 推進 」 手法 効果的 作用

確認 得 好個 事例 。
ー 、 年 月

進
計画 、 、以上 見 「銃
変 」 発想 下、「銃 開発」
点 焦点 絞 、現地 既 展開

他 開発 協調・連携 図
、試行的 支援事業展開 行

予定 。

現在、 日本 平和構築関連 、
（
： 国際開発庁）

間 実験的 進 、
（ ：
平和紛争影響評価） 実施 。 、

研究機関 （
：国際開発研

究所） 推進 新 ー 、開
発活動 影響 予想、監視、評価 体
系的 枠組 利用 評価手法 。
現代 複雑系 紛争 、包括的
理解 、関係 複数 要素 関係全体
解決 方向 導 努力 必要 。

中 活動自体 、 支
援活動 実施 事 平和構築上 新
弊害 呼 起 可能性 存在 限 、

形成 実施 方向性 見失 危
険性 、 客観的 冷静 分析・評
価 高度 専門性 関係者

求 。 、 状況
対処 考 上 有力 手掛 提供

、特 政治状況 不安定 地域
開発介入（ ）
平和 紛争 影響評価

、厳密 体系的 分析手法 確立 図
。
手法 有効性 向上

事 、平和構築 一層 貢献 果
事 望 。 従来

（ ー 一般 平
和構築 紛争予防 観点 欠 ） 、特
政治的 不安定 状況下 効果的運用

配慮 再設計 、確実 「平和構
築」 特性 ―換言 、「平和構
築」 切 口 従来
方 根本的 読 替 ―必要 。
今後日本 平和構築関連 、本格的
政治分析 行 向上 、政治的 不

安定 状況 形成、設計、

NGO

Guns to Hoes

NGO

DDR

JICA NGO

CIDA Canadian International Developm

ent Agency NGO

PCIA

Peace and Conflict Impact Assessment

IDRC International

Development Research Center

NGO

PCIA

development intervention

PCIA ODA

ODA

ODA

NGO

1992

2001

-

２

／

３ 平和構築 効果的 事業 実
践 向

NGOの な の
に けて
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実施、監視、評価 能力 高 要求
。日本・ 平和構築

行 以来、（ ― 代表
）官、（ 同士 代表 ）民 交

流 続 、 年目 迎 。
双方 ー ー 共同調査 、活発 議
論 下 順調 進 。日本 平和構築

紛争 解決 努力 実験 積
上 、将来的 「平和」 分析 独自

手法 生 事 、 遠 将来 夢
希望 。

ー ：
市民 政策立案 、日本 国際
社会 改革 目標 、首藤信彦東海大
学政治経済学部教授 代表 年 月
設立 。主 活動内容 、予防外交
・国際紛争解決・平和再建活動 軸 、文中
触 ー 「銃 鍬」

参加、 民主化支援（国
連・ 選挙監視団 参加）、
平和再建支援活動 挙 。組織名称

ー 、「共通 目的 持
行動 小集団（ ） 、縦 関係
横 広 ー 互 結 付
（ ）」 理解 （
ー ・ ー ー ：

抜粋）。

の を めることが さ
れている カナダの シンポジウ
ムが われて を とす
る を とする ともに
が き はや を えようとしている
のプレ ヤ による は な
の に に んでいる の
が を するための と を

み げ には を する の
が みだされる は そう い の で

はないと している

インタ バンド
による によって そして
を することを に

を として に
された な としては

を に に
も れたモザンビ クでの から プロジェ
クトへの ハイチにおける

への ルワンダでの
などが げられる

のインタ バンドとは の を って
する を の ではな

く に がるネットワ クとして いを び
ける ものとして されたい イ
ンタ バンド ホ ムペ ジ

よ
り

JICA CIDA

NGO

NGO

OAU

band

Inter

http www

gol com users sutoband shiminband htm

２

７1992

-

// 2.

. / / / .

注 平和構築 関 理論家 間 、平和構築

①紛争予防、②紛争時緊急支援、③

紛争後復興支援 段階 分 考 （

復興後 再度紛争 生 、新

紛争予防段階 入 ） 通説

、特 紛争時 緊急支援 紛争後 復興支援

間 時間的 （紛争時 危険 賭

現地 支援 当 部隊 、紛争後 復興

・開発援助 実施者―通常彼 安全 状況

作業 前提 ― 、主体

異 生 ） 物理的

（医療・衛生 住民 生命 安全確保

最優先 紛争時緊急支援 、 整備等

平時 開発援助 近 紛争後復興支援 、

自 性格 異 、一方 計画・実施

専門家 他方 援助 関 容

易 生 ） 繁 発生

、援助 一貫性・効率性 損

配慮 要 唱 理論。現在

関連 議論 進 、特 我 国

憲法第 条 絡 、軍装部隊 協働 事

実上不可能 、 生

点 議論 焦点 （

事業戦略調査研究会「平和構築～人間 安全保

障 確保 向 ～」（ 年 月～ 年

月） 討議 好例 。 、

他 参照資料 、 ー ー

（

）情報 優 、 “

”→“ ” ー ー

入 、“ ” 項 選択 ）。
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の に けて える そし

て には が じないように た

な に る ことが となってお

り に の と の

との に ギャップ に を し

て での に たる と の

の らは な で

の を としている とでは がまる

で なるところから じやすい と ギャッ

プ や の の などを

する と インフラ

の に い とでは

ずから が なり の にお

ける が の に わろうとしても

ではないところから じやすい が く

するために の が なわれ

ないように を すると える で

は した がさらに み に が では

との みで との が

であるため ギャップが じやすい

が の となっている における

の

の に けて

での などはその である なお

の としては ホ ムペ ジ

が れており そこから

のコ ナ

に り の を されたい
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カンボディアにおける平和構築
―現状 展望―と

米澤 慶一 株式会社 基礎研究所 社会研究部門 副主任研究員ニッセイ

１ 戦乱 経緯 背景の と

カンボディアにおける の につ
いては これまでにも くが られており
さら な は しないと われる って

ここでは と われる な
にとどめさせて きたい

にインドシナ ほぼ に ぶ
を ったクメ ル も は
の による が み かろうじて

は ちこたえたものの にはフランス
の に かれる となった その

における の を
の にようやくフランスからの を
するに る の は のジュネ ブ
において に されるまで たねばな

らなかった
ノロドム シアヌ クは に

めてカンボディア として し その
びフランスの そして ヴィ

エトナムにおける ソ
などの の に まれながら

かつ な にあるカンボディアの
の りを うこととなった
に を スラマリットに り その

は から を し の
からは に い

ずれの にも しない をもって
に んだ

シアヌ クの に の
しを けたロン ノル がク デタ を

こし の を に れたシ
アヌ クは で カンボディア

を し カンボディア で
は にわたる と の が く とな
る

ロン ノル と び
との が する してきたの

が に されたポル ポト いる
クメ ル ル ジュである クメ
ル ル ジュは プノンペンを し
を する きわめて かつ した

の は らの
と なる を として た は

のものを にしてはならない を す
べく ての を し を
に させ くの ブルジョア
に された からの を す

べく と を き し に さ
せるという が された その では

や に づく が に
され の システムの で

の そして な し が
と され されていった こ

の の は ヴィエトナムの を けた
ヘン サムリン が

にプノンペンに するまでの の き
にわたって き び の は

に ぶと されている
クメ ル ル ジュ ポル ポト はタイ

へと したものの カンボディアの
は わりを げなかった に を

くシアヌ ク は ソン サン
に いられたクメ ル と

にポル ポト との を し カン
ボディア を する
に る は の
に づき それぞれにカンボディア の

を する プノンペンに ったヘン サ
ムリン をいち く したのはソ びラ
オスであり に や などの そ
して は ヘン サムリン の を
ヴィエトナムによる として し

た はかつて らが したロン ノル
を したポル ポト を する に っ

たのである は

内戦・紛争 歴史
、 多 語 、今

煩瑣 説明 要 思 。従 、
以下 必要不可欠 思 簡略 背景
説明 頂 。

世紀初頭 半島 全域 及
版図 誇 ー 帝国 、 世紀以降 周
辺国 侵食 弱体化 進 、 王
制 持 、 年
保護下 置 属領 。 後太平

洋戦争下 日本 支配 経、大戦終結後
年 独立 宣言
至 （正規 独立 翌年 ー 会

議 国際的 承認 待
）。

現国王 ・ ー 、 年 初
国王 即位 、 後日

本及 植民地支配、 隣国
対米戦争、東西冷戦、中 対

立 国際政治 荒波 揉 、地勢
上微妙 困難 位置 国
家経営 舵取 担 。

年 王位 父 譲 、
後 摂政的立場 国政 担当 （ 年 父
王死去 国家元首就任）、基本的 東西

陣営 与 中立政策 外交
臨 。

年 月、 ー 外遊中 米国 後
押 受 ・ 元帥 ー ー 起

、国家元首 地位 奪取。中国 逃
ー 北京 亡命政権「 民族

統一戦線」 樹立 、以降 国内
年 殺虐 砲火 日々 続 事

。
親米派 ・ 政権 、王党派及 左派勢

力連合 内戦 激化 中、擡頭

中国 支援 ・ 率 急進左派
ー ・ ー 。 年 月、 ー
・ ー 首都 制圧 、実権
掌握 。以後、 単純 徹底

農本主義的共産経営 理想―「人 自 肉体
、自然 大地 資本 得 収穫以外 、
一切 口 」― 実現

、全 私有財産 廃 、都市住民 農村
部 移住 （多 場合、「 的惰
弱文化 汚染 世代 悪影響 断絶

」親 子 引 離 ）、強制労働 従事
政策 実施 。 過程 知

的労働 理性 基 懐疑・反論 徹底的 弾
圧 、住民 相互監視 中 「異端
分子」、「階級 敵」 「無用 穀潰 」
次々 告発 、「粛清」 。
暴虐 嵐 、 支援 受 東

部方面軍管区 ・ 師団 年 月
侵攻 間、 年 長

続 、強制労働及 虐殺 犠牲者
万人 及 推定 。
ー ・ ー （ ・ 派）

国境地域 撤退 、
戦火 終 告 。中国 拠点 置

ー 派民族統一戦線 、 ・ 元
首相 率 ー 人民民族解放戦線
共 ・ 派 共闘 宣言 、民主

連合政府（三派連合政権） 樹立
至 （ 年 月）。国際社会 自国 利害
基 、 政府 「正

統」 認定 。 入 ・
政権 早 支持 連及

、逆 米国 日本 西側諸国
中国 、 ・ 政権 首都制圧

「 隣国侵略」 非難
（米国 自 支援 ・ 政

権 打倒 ・ 派 支持 側 回
）。 年 月、中国 総兵員 万
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人余 及 大規模地上軍 国境
地帯 投入 、中越紛争 勃発 。同年秋
国連総会 紛糾 極 、最終的 連、

、 等 ・ 政権支持
国、民主 政権支持 米国、中

国、日本等 国 票決 下、民主
国連 代表権 与

。 内戦 東西対立 外交軸 中
、代理戦争 様相 呈 。

以上 見 様 、 内戦 激化
呼 東西冷戦下 国際政治上
利害 外的要因 、 終息 契機

、以下 見 様 冷戦 終結
外的条件 変化 。

年代後半 入 、 連 先
共 緊張緩和 提案 、 年

壁 崩壊 呼応 、
東西両首脳 冷戦終結宣言 発 。

状況下 、 小国
内 共 覇 競 政権同士 武力 奉 睨
合 図式 最早 連 米国

荷物以外 何物 。実際、
連 援助 絶 、

領内 駐留軍 維持 事 不可能
、冷戦終結宣言 先立 月、

年 月 撤退 表明 、同年 月 総兵員
撤収 終 。 、冷戦 終結

伴 「外圧」 低下 （少 短期的
） 国内 緊張緩和

。駐留 軍 居
辛 保 武力

崩 、 ・ 派 再起 図 大攻勢
機会 与 。冷戦終結 世界
的 緊張緩和 裏腹 、 事

国内紛争 煽 結果 。
、 当事者達 明

疲弊 。 年 月、 郊外
ー ＝ ・ （ ・ 政

権首相。当時）会談 皮切 、 年 初
派非公式会合 開催 数多 和

平 試 ―陰 互 権謀術数 限 尽
言 ― 人自

身 手 様 。
動 受 国際社会 調停 乗

出 、 年 月
共同議長 、 「
和平 国際会議」（通称 会合）

開催 。 年 月 、 派 受
諾 基 創設 最高国民評
議会（
： ）、国連安全保障理事会 常任理事国
及 日本等 含 国 同意 下、「

紛争 包括的政治解決 関 協定」
（ 協定） 締結 、長期 続
国内紛争 公式 終止符 打 。

国内 不安定要因 全 除去 訳
。各派閥 武装解除 全
事実 寧 、和平以後 治安 悪

化 問題 。 、和平成立 軍
事的 統制 緩 、 強制徴用
兵士 間 武器 流出 、 自

分達自身 武装犯罪 犯 事件 頻発
。更 遠隔 山間部 、師団 軍

管区 組織的 不法森林伐採 目立 始
。 国境地帯 拠点 ・

派 木材及 ー 鉱物資
源 兵站 、軍事・政治的対立
― 予断 許 状況 言

―一段落 時点 、人々 関心 一挙
経済活動 向 、暴力装置 軍―
・ 派 国軍 ―
収奪 活性化 訳 。

現実 鑑 、紛争時緊急支援 紛
争後復興支援 営 考 出

、国連 暫定統治機構
（

： ） 。「一日 万
壮大 実験」（明石康 特別代表）
言 試 、結果的 成功

収 。 、首途 前途 多難
。
協定 基 、 活動 開始
年 月。先 最初 目標 各派閥全

軍 武装解除 、 頑強 抵抗
・ 派 、

即時 武装解除 断念 得
。 ・ 派 起草

選挙法 可決 叛意 示 、武力

にも ぶ をヴィエトナム
に し が する の

は を め にソ ヴィエ
トナム ラオス のヘン サムリン は
カ カンボディア は

カ という の カンボ
ディアに の が えられることとなっ
た カンボディア は の の
で の を してきたのである

に た に カンボディア の を
んだものは における の
という であり その の と

なったのも に る に の という
の であった

に り ソ から ずペレスト
ロイカと に の がなされ
にはベルリンの の に して マルタで
は による が せられる
こうした にあっては インドシナの
で に を う が を じて み
っている など ソ にとっても に

とってもお の でもなくなる
ソ からの を たれたヴィエトナムは カ
ンボディア の を する が
となり に つこと ヶ

に を し には の
を えている ただし の とそ

れに う の は なくとも
には カンボディア における には
つながらなかった ヴィエトナム が る
ことによって うじて たれていた バラン
スが れ ポル ポト に を る の

を えたからである による
な とは に かえってその がカ

ンボディアの を る となった
しかし カンボディアにおける も

らかに していた パリ で
のシアヌ ク フン セン ヘン サムリン

を りに には
の が されるなど くの
の みが では いに の りを

くしていたとは うものの カンボディア

の によってなされる になった
こうした きを けて も に り
し にはフランスとインドネシア

が となり パリにおいて カンボディ
ア のための パリ が

された そして には の
に づき されたカンボディア

び を む カ の の カンボ
ディア の に する
パリ が され にわたり いた

もここに に が たれた
しかし の が て された

ではない が を くしていなかっ
たという よりも ろ の の
が になった つまり により
な が み もとより されてき

た の から が したり あるいは
が を すといった が

した には の などでは
レベルの な が ち

めた タイとの を とするポル ポ
ト はかねてより びルビ などの
を としていたが が
いまだ を さない にあったと うも

のの した で の は に
へと かい としての ポ

ル ポト のみならずカンボディア も に
よる が したという である
こうした に み から

をブリッジする みとして え
されたのが カンボディア

である ド
ルの な
とまで わしめたこの みは に を
める しかし においてその は

であった
パリ に づき が を し

たのは ず の は
の であったが それに に し

たのがポル ポト であり ついに は
の については せざるを なかっ

た さらにポル ポト は による
の にも を し によ
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る が を う に え にも
くの を すに る に
ポル ポト のまま におけ
るカンボディア が された

であるフンシンペック
が となり ヘン サムリン の
が ソン サン の が

となった ポル ポト の への
は はもとより の

の を わせる となり に の
を ち の ポル ポ

トの での と すら される の
そして も く の にお

ける の へとつながっていく
じく には が かれ
と を うカンボディア

が され シアヌ クが と
して に された には
を とする との を るべく シア
ヌ ク の により の でもあ
るフンシンペック ノロドム ラナリット

と であるフン セン
による の が した
その は へと し は

も えた による が
した
かくして は カンボディアにおける

の には したものの
の び の といった を

に え びにポル ポト に
タイ に した の の
を いた で にその を えた

をボイコットしたポル ポト は そ
の しばらくの カンボディアにおける の

であり けた しかし に り
されるテロ は における をさら
に させ またプノンペン やアンコ
ル ワット に する や の
にもあずかれず と は まって

いった にはポル ポトの であっ
た の であるイエン サリが

と に し を った は
の を たれた そうした でポル ポ
ト は に で され
には の を げる には

の とも えるキュ サム
ファンとヌオン チアも に し こ
こにポル ポト は に した

の を えば において
が まるのは の の である の

そして といった
の け きと イデオロギ にも

の ない の
は を わにしていった ポル ポト が
にその を させていく で

の にプノンペン びアンコ ル ワッ
ト の に え よりもカンボディアの

にとっては な の り
いを って と の の

は していく また
であるポル ポト の についても

は した そしてついに
シアヌ ク は ラナリット

はフランス そしてフン セン はヴィ
エトナムに という の を いて
プノンペン において の が

する に る の に
にあった が を し ラナリッ

ト の を した してラナ
リットはフランスから の はフン セ
ン によるク デタ であると く
する を した

は うに せない の を
ろうとしたフン センの ちに を して

いるとするのが の であるが カンボディ
アが として った も きかった
に されていた が され

び からの もほぼ され
た さらに には も
され の しい を びる とな

る また パリ で されていた
の も を くされ の

の が の つの
となっていった

ラナリットの と を
し への を める などを った
から る からの に し
はこれを ラナリットはポル ポト

との の に われ で を
けた を されて という びと

なった の も

妨害 日 追 毎 増 、 側 多
犠牲者 出 至 。最終的 同年 月、
・ 派不参加 、国連監視下

総選挙 実施 。結果、王
党派 （ ）
第 党 、旧 ・ 政権 人民

党 第 党、 ・ 派 仏教自由民主党
第 党 。 ・ 派 本選挙 不
参加 、政権掌握 同派合法化 最後
機会 失 事 、結果的 同派 命

脈 断 、 年代末 自滅的瓦解、 ・
自派内 拘束 暗殺 噂 突然

死、 現在 続 同派幹部 国際法廷
戦争犯罪処断 問題 。

同 年 月 制憲議会 開 、民主
主義 人権尊重 謳 王国憲法
（

） 制定 、 ー 国王
国家元首 選出 。 月 選挙結果

不服 人民党 調停 図 、
ー 国王 勧奨 、同国王 息子

党首 ・ 第
首相 人民党党首 ・ 第 首相

共同首相制 暫定国民政府 誕生 。
後制憲議会 国会 移行 、内閣 仏教

自由民主党 加 党 連立政権 成立
。

、
対立各派 武装解除 頓挫 、停戦
実現及 総選挙 監視 最大目標 成

功裡 終 、国土復旧並 ・ 時代
国境地域 逃亡 難民 帰還支援 基礎

築 上 、 年 月 役割 終 。
総選挙 ・ 派 、
後 間 最大

不安定要因 続 。 執拗 繰 返
行為 国際社会 評価

低下 、 首都圏 ー
・ 近辺 集中 投資 外貨獲得 恩

恵 、孤立 窮乏 一層深
。 年 月 ・ 側近

最重要幹部 一人 ・ 主力
部隊 共 投降 、統制 失 同派 事実上
命脈 断 。 状況下 ・
自身 年 月 派内 拘束 、 年
月 突然不慮 死 遂 。同年 月 、

同派最後 実力者幹部 言 ー・
・ 王国政府 投降 、

・ 派 完全 崩壊 。
共通 敵 失 自陣営内 派閥抗争
始 人 世 常 。冷戦後 欧・

米・日 中国 同士
駆 引 同様、元々 ー的 共

通項 少 ―人民党 連立政
権 対立 露 。 ・ 派
徐々 影響力 低下 中 、先述
様 首都圏及 ー ・
周辺 活況 加 、何

経済規模 膨大 援助資金 取 扱
巡 、 人民党 間

「権益」抗争 深刻化 。 、「第
勢力」 ・ 派 帰順

意見 対立 。 年 月
日、 ー 国王 北京、 第 首
相 、 ・ 第 首相

滞在中 一瞬 間隙 衝 、
市内 両派部隊 武力衝突

発生 。 日間 亘 戦闘 後、軍事的 優
位 人民党軍 首都 制圧 、
第 首相 国外追放 宣言 。対

、今回 政変 ・
第 首相 ー ー 強 批難
声明 発表 。

本政変 、思 任 状況 一挙打開
図 ・ 苛立 端 発

大方 見方 、
国 支払 代償 大 。即座

当初予定 加盟 延期 、
二国間及 国際機関 援助 凍結
。 同年 月 国連代表権 事実上剥

奪 、国際社会 厳 批判 浴 事
。 、当初 協定 予定

年 月 総選挙 延期 余儀無 、選挙
公正・平和裡 実施 外国援助再開 一 要
件 。

年 月、 帰国 安全 保証
、総選挙 参加 認 事 謳

項目 成 日本 政情安定化提案 対 、
両派 受諾。 ・ 派

連携協力 罪 問 、法廷 有罪判決
受 後、恩赦 付与 帰国 運

。 以降初 総選挙 、当初予定
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より ヶ れで に され
が のうち の を
し となった の
と のサム レンシ は に が
あったと したが と

は のシアヌ ク による
の フン セン ラナリット

という による を することで
に った には の が

められ が には
の であった が し

た
かくして な は え カンボ

ディア は い の にようやく に
した しかしながら その のあり は
だに つかの や に り か

れている ではその の を する
としたい

を するに たっては とは か
という いが ず する その には
るが とは に の いていない

を すにとどまらないという は

の び の でも
く されているところである カンボディア
を に れば の に に と の
で るならば パリ よりもヘ
ン サムリン と が
を けていた の が ろ していた

な などによる の
では かに もなく も たれる
が い であるが それを も なくとも

での においては とは
ばない アマルティア センは

を とは なる のみ
を うのではなく なる を るこ
との ない の

として し るはずの の
を ないしは された
も す と している この えはまた

の にも する に
まれず としてまっとうな を

し らの する の にきちんと
し る を する こそが の に
ならない すれば の
み ではなく い での の こそが

の であるとも い るのである
パリ そして に る の

の が れていた は に を
するのみならず その の

に けての を に いていたところに
ある そこでは の が さ
れ さらにはカンボディア の に
も がなされていた と

との に く する
に る の で うところのいわゆ

る が しないという きわめて な
が されていたのである

し なのはその の である
ず の については ね に た

りである として えば いつ どきポ
ル ポト との が まりかねない
を に したと える しかし
の にも る り カンボディアにおけ

る は だ こそ
の を びている は
ない は してもその が

に われるという いわゆる の
の が この の

の れの においても い を
げかけているのである
さらに こそ という は に

を すばかりでなく その
を とする の アクセスも んでい
る たく えば の である しか
し で は
の であり カンボディアにおいても

が ドル クラスの も
には の である という では

として にもある の
や を めねば として の

が してしまうとする もきわめて
し るのである

は に は な を したと
しても それが に で むのかとい
う である ないしは
そしてそれを に する は

に まれてきたものではない もとより

２ ７

１ ２
３

４

７

月遅 同年 月 実施 、人民党
国会全議席 過半数 議席 獲得
、第 党 。第 党
第 党 ・ ー 党 選挙 不正

告発 、結局 人
民党 月 ー 国王仲介 党首会
談 末、 ・ 首相― 国会議長

体制 連立内閣 結成 合
意 至 。同年 月 国内政情 回復 認

、国連代表権 回復。翌 年 月
積年 悲願 正式加盟 実現
。

大規模 組織的戦闘 絶 、
国内 長 歳月 末 静謐 帰

。 、 「平和」 様
未 幾 留保条件 不安材料 取 巻

。次項 危機 位相 詳述
事 。

平和 構築 当 、平和 何
問 先 存在 。 定義 諸説

有 、平和 単 交戦 続 状態
指 点 、平和学

（ ）、安全保障論（
） 専門研究家及 実務家 間 広

検討 。
例 採 、前述 様 単 治安 統制 面
見 、 和平協定成立以降
・ 政権 三派連合政権 対峙・交戦
続 年代 方 寧 安定 。
極端 話、軍事独裁 抑圧的統制 下

確 戦闘状態 、治安 保 事
多 訳 、 誰 ―少 国

際社会 多数意見 ―「平和」
呼 。経済学者 ・ 貧困
、「貧困 単 貧乏（経済的貧困）
言 、健全 社会生活 送
出来 状態（社会的貧困）、市民社会

一員 当然行使 得 政治参加 権
利 剥奪 抑圧 状態（政治的貧困）
指 」 定義 。 考

「平和」 概念 通底 。経済的困窮 苛
、人間 社会的権利 行

使 、自 属 集団 政治 参画
得 状態 実現 事 平和 達成 他

。換言 、狭義（＝経済的貧困
） 、広 意味 貧困 撲滅 、
平和構築 実現 言 得 。

和平協定、 至 一連
国際支援 展開 優 点 、単 和平
勧告・仲介 、 後 復興支援
向 青写真 明確 描

。 当然経済成長 推進 計画
、 国民 社会的厚生
配慮 。紛争時緊急支援 復

興後開発援助 間 繁 存在 懸隔、平和
構築 係 技術論 通説 言
“ ” 存在 、 稀

総合的枠組 構成 。
但 、肝腎 後 展開 。
先 、政治 推移 概 先 見 通

。結果論 言 、 何
・ 派 大規模交戦 始 状

況 見事 回避 言 。 、 年
月 政変 見 通 、
政治文化 、未 「力 正義（
）」 武断政治的性格 帯 点

否定出来 。法 存在 運用 恣意
的 行 、 「法 支配
（ ）」原則 不在 、 国 政治
・経済・社会 何 分野 暗 影
投 。

「力 正義」 場合、力 単
武装暴力 指 、 装備・運用
可能 資金 保有・ 含
。平 言 利権政治 横行 。
一方 、政治的腐敗（ ） 貧困国
常 、 公務員平

均給与 月額 ～ ―閣僚 給与
公式 同程度 月額 ― 現状 、
緊急措置 公務員 程度 「副業」
「役得」 認 、現実問題 人々

生活 破綻 説 首肯
得 。
問題 、仮 当面 些細 不正 見逃

、 本当 経過措置 済
点 。武断政治 利権政治的風土、

無抵抗 傍観 庶民意識 一朝
一夕 生 。
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「王族 百姓 国」、「自然 何
働 食 国」 、

人 下 ー 民族 組 込
一流 「愚民政策」支配 屈辱 、国

家人口 割 ― 法治国家、民主国家、
技術立国 礎 ー 中流層
大半 ―自国民 手 根絶
・ 時代 惨禍 経 、幾世代 亘

身 得 生存技術 表裏一体
文化 。
対 、 文化 受 入
、寧 欧米的民主政治 人権意識 基礎
社会制度 構築自体 無理 傲慢
説 。 国際社会 「正

論」 実現 正面切
批判 投 人 一人 。

、 「開発独裁」時代
見 、現在 於

、社会運営 伝統的手法 「口利 」
「縁故主義」 存在 （日本 於
同様 、建前論 強烈 米国
社会技術 利用 。東南 日

米 違 程度 差 、本質 相
違 ）。 「社会 円滑 動

一手法」 癒着 縁故主義 役
得 、文化的 完全否定
ー 疑念 呈 考 方 有力 。
「 的価値」 一元的 教歴史

主義及 欧米的民主思想 対抗 打 出
ー・ ・ ー 説 代表
、最近 ・ ー 、少
短期的 見 場合、政治的民主化 市場自

由化 必 経済成長 復興 約束 訳
、 好例 経済危機以

降 ー （ ー 首相 統制
色・保護主義 一層強 、 等 構造調整
提案 耳 貸 、国家経済
順調 立 直 見 ）
（ 支援 「優等生」 、財政赤
字軽減策 租税公課増大 公共料金値上

民衆 反感 買 、首都圏 争乱
国家基盤 危機 瀕 ） 比

較 挙 。
、 考察 配慮 経 後

、 政治的民主化 市場
自由化 向 環境整備 努力 必要

言 得 。何故 、
今後 海外援助及 外国投資 経済成

長 依存 得 、世界市場 正規
ー 公認 、

規則― 一部非論理的
不公正 要素 認 関
、既定標準 機能 、

含 ― 従 必要
。特 資金移動 世界 、全世界

自由化 最 進 分野 、 ・
流 主流 運用制度 世界 覆

。 、司法 政治 労働資源
世界 金融 様 国境 超 活動 自由
未 存在 。 間
時 金融 投機的短期移動

膨大 利益 源泉 、 際 敗北（＝市
場 損失） 被 制度 運用技術 乏
、運用資金 絶対額 少量 、未成熟 自

由化 急 諸国市場 ー ー
我々 経済危機 痛切

学 教訓 。
政治的民主化・市場自由化 努力 、
慎重 必要 。「何 何 」
性急 自由化 、一部政治家 対外的見栄

満足 過 。 「努力」 、
寧 急 事 努力 。先 、縁故主
義等 社会技術及 文化 、「東南

日米 違 程度 差 、本質的
相違 」 述 、逆 言 「程度
差」 確実 存在 事 。

「程度 差」 認 性急 改革 実行
、―特 社会 人

材 乏 、 社会意識 （欧米的 意味
成熟 ）不充分 ― 、

改革 社会 打撃 与
認識 全 国家開発担当者（当然 ー

含 ） 必須 言 。例 、
昨今旧 ・ 派 巡 国際戦争犯罪法廷
開催 主張 続 、多 人 指摘

様 、 国内北西部 隠然 勢力
擁 ・ 、旧 ・
派幹部 現政権要人 刺激

、 国 真 幸福
、徹底 考 詰 必要 。

最悪 場合新 内戦 勃発 、直接
最大 被害 受 国民

と しかいなかった に も
きかけなくても える において ヴィエ

トナム の にクメ ル を み むという
フランス の の と

の を それも
の となるテクノクラ トや の

を の によって やしにしたポ
ル ポト の を て にも って
につけざるを なかった と

の である
して そうした のあるがままを け

れ ろ や を とし
た の に と さがあると
する もある いわゆる における
としての の に っ

て を げつける は もいないであろう
しかし かつての のインドネ
シアに るまでもなく のタイなどに て
も の としての き
や は する に てもそれ
は であり の な でもそうし
た は されている アジアと
との いは の であり における
ではない そうした を に か

すための としての や や
といったものを に するアプ

ロ チに を する え も である か
つて アジア を キリスト

び に して ち し
たリ クァン ユ の などはその であ
り でもアルビン トフラ は なく
とも に た や

が ずしも や を する で
はないとし その としてアジア
のマレ シア マハティ ル による

は まり の
には を さなかったものの は
な ち りを せた とインドネシア

の でありながら
のための や

げなどが の を い の など
により そのものが に した の
を げている
しかし これだけの と を た でな

お やはりカンボディアは と
に けての に する があ

ると わざるを ない ならば カンボディ
アは も び にその
を せざるを ず における

メンバ として されるためには そのクラ
ブにおける それには ないし
は な があると められるにも わら
ず として する いわゆる

も まれる に う があるからで
ある に の は レベルで
の が も んだ であり アングロ
サクソン を とする が を っ
ている しかし や あるいは
の には の に を えた の
は だ しない そしてその のギャップこ
そが として の にとっては

な の となり その に
での を るのは の に し

く の が で かつ
を いだ におけるプレ ヤ であ

ることは がアジア において に
んだ である それだけにカンボディア

の の は きわめ
て である がある が でも といっ
た な は の を
させるに ぎない ここでいう は
ろ がない への である に
の び について アジ

アと との いは の であり な
ではない と べたが に えば

の は に するという である その
の を めずして な を す

れば に のあらゆるレベルにおいて
に しく かつ も な の
に な カンボディアにおいては

その そのものが に を えかねない
という は ての ドナ
も む にとって であると える えば

ポル ポト を る の
が され けているが くの も

する に いまだ に たる を
するイエン サリはもとより ポル ポト

でもあった をいたずらに
することが この にとって に であるか
どうか して え められる がある
もし の たな が すれば
かつ の を けるのはカンボディア
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（ 庶民） 、少 外国人
。過去 責任 曖昧 意味
。 過去 責任 性急 追 詰 行

為 、責任追求 回避 誤魔化
行為 安易 何 変 。
社会 中堅層 悉 失

、発展 志向 意志 保持 同
時 時間 稼 人材 他 経済・社会的条
件 整 事 、真 国家全体

点 看過 。
終了後間 、筆者 初
訪 際、（ 「人的資源開発」 ー

調査 一層強烈 映
）最 深刻 受 止 社会

人材 枯渇 、
人々 社会的無気力、一種 精神面 荒廃

。筆者 当時 調査報告書 次 様
書 。「 今後、順調
発展 歩 続 行 基礎条件 、

以下 点 収斂 。①政情 安定、②
経済 安定、③ 整備、④法制度

整備、⑤人心 安定、遵法意識 定着、人材
育成。（中略） 、人々 間 法律 遵守

気持 、 優 厳格 法
律 制定 、 画 描 餅 終
。『⑤人心 安定、遵法意識 定着、人材育

成』 意味 国家 発展 欠
条件 言 。 法意識

社会一般 定着 、法治国家
対 人々 信頼感 存在

。 点 極 荒廃
現状 。先述 如 、長年 戦乱 庶

民 政治、 政府 対
抜 難 不信感 抱 至 。 教
育制度 崩壊 加 、現在

国民 大半 、納税 概念 持
言 。 現状 鑑 、同

国国民 遵法 社会性 意識 植 付
容易 、恐 長 年月 必要

想像 難 。 問題
克服 、 挙

『 整備』 『法制度 整備』等 条
件 完備 、 運営
段階 必 頓挫 、国家 継続的発展 望

。個々 国民 社会性 職業技能
持 市民 育 、程度 差

何 社会 感謝 様
社会 築 限 、真 意味 『政情

安定』 『人心 安定』 見 。
意味 、『人材育成』 国家 安定的

発展 手段 同時 、国家存立
目的 、国家 方 評価 一

尺度 言 。」 考 現在
有効 。
確 ・ 時代 悲劇 重 暗 影

人々 心 残 。
「貴重 体験」 前向 受 止
決 誰 言 。 同時
起 事 元 戻 事

歴史的事実 、 口 出
現実 踏 力強 立 上 以

外 、 国民 今 生 途 。
例 駐留 、

中心 巨大 消費需要 突発的 発生
。 経済（特 流通小売

業） 「特需」 、同時 急激
通貨 「 化現象」（ ） 生
。 補助通貨 、 ー

管理 中央銀行 金融政策 何 実効 持
訳 。 数年

後、 化 同国経済 、 年当時
金融危機 何 影響 受
望外 強 発揮 。 事

例 怪我 功名、 不幸中 幸
片付 類 知 。
、 歴史上 偶然 幾 重

合 、 種 不幸 幸運 転化 、国
繁栄 少 契機 例

心 留 必要 。
様々 開発 局面 、

急 、 急 出来
理由 他 。 最 地雷

。「悪魔 発明」 言 、意図的
殺傷力 抑 、負傷 兵士 看護
他 兵士 後方 退 得 、敵 戦力
減少 図 恰好 兵器 対人地雷 存
在 。素材 使 様

以降、 的 安価 、対人地
雷 一層世界的 「普及」 。 ・

派 国境周辺 山岳地帯 拠点
、北西部遠隔地 中心 無数

地雷 ・ 派、政府軍

それも であり なくとも では
ない の を にしろという では
ない しかし の を に い める
は を したり したりする
と さにおいて も わるところはない
の を く ったカンボディアにお

いては を する を しながら
に を ぎつつ や の
を える こそが に の

となる を してはならない
もなく がカンボディアを めて

れた それは をテ マ
とした だったために に ったのだ
が も に け められたのはやはり
のあらゆるレベルにおける の と そし
て の の の
であった は の に の に
いている カンボディアが にそ

の の みを けて くための は
の に される の マ

クロ の インフラの
の の の

しかし の に を
する ちがなければ いかに れて な
が されても それは に いた に わ

る の の
はそうした において の に く

べからざる であると える だが が
に するためには そのも

のに する の が していなければ
ならない その でカンボディアは めて
した にある の く の は
をして そして というものに する
き い を かせるに った これに

も したことも えて のカンボ
ディア の は の すら たない
と われている こうした を みるに

に と の を え けるのは
ではなく らく い を とするで

あろうことは に くない しかしこの
が されないことには これまでに げた
インフラの や の の
がいかに されようとも それを する
で ず し の など む

べくもない の が と を
った として てられたことを の

こそあれ らかのかたちで に できる
な を かない り の での の

や の を ることはない こ
の において は の

のための であると に の
であり のあり を するための

つの であると える この えは
も であろう

かにポル ポト の は く い を
カンボディアの の に している それを

な として きに け めろとは
して にも えるものではない しかし

に こってしまった は に せはしない も
であり たとえ には さなくとも

そうした を まえつつ く ち がる
に カンボディア が を きる はない
えばかつて の により プノンペ

ンを として な が に
した これはカンボディア に

にとって であったが に
な の ドル も じ
た リエルは となり マネ サプライ

による の は ら を
たなくなってしまった である しかし の

ドル した は のアジ
ア におよそ らの も けないとい
う の みを したのである こうした
はしょせん の ないしは の

いとして けられる いのものかも れない
しかし そうした の が つか なり
って ある の が へと し の
の なくとも となった があることも

また に めておく があろう
カンボディアの な の において
いではならない あるいは ぐことの な

い は にもある その たるものは で
ある の とも われ に

を え した を するために
の も に がらざるを ず の
を るには の として は

する にプラスティックが われる に
なって コスト にも となり
は に していった ポル

ポト がタイ の を として
いたために を として の

がポル ポト のいずれによって

capacity

building UNTAC

UNTAC

dollarization

注

注

注

注
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も された は のみならず にポ
ル ポト が した では の
くが の にあるために の
き り での の に が
にあうケ スが を める

にあるとは うものの で
にのぼる が すると われている

の としては
より を する

が な を けているが
の は だに から

とも われ が して を ることの
る を くには の くなる が

であるとされている の
の を める はカンボディアの
であり さらに の により を

した に を する は
が となることを え せると で

の は たとえ の は
にあっても これまで に な が
されると える

の の
は の である に

ポル ポト の が った では ただで
さえ した の を するために
も は の を える

プロセスを に めること
は の つである しかしながら
その は を める ず の くが

から された であったり ポル
ポト を き びた な に して

いるため や を する はもち
ろん に する もままならない
もあるという である また がやっ
と されていた で に いていた も
く に りあえず な も

も しているのが である した
を くためには の

といういわゆる
パッ

ケ ジの が であるとするのが
の であるが カンボディアにおけるプ

ログラムはまだその に いたばかりであり
の を く る がある

は に され

にまで たっていたところで
によりなし しの を くされた

び が され その が
されたのは ポル ポト が に し

た の カンボディア
の であった にも ぶと

られていた した ポル ポト
を む のうち までに に

を し に さ
せることを としている プログラム の

は ドルと もられ
したパイロット プログラムには ドル

が された プログラムの には に
の があり の が

コンディショナリティの としても
けられている プログラム

の である びパイロット フェ
ズが し の が めの

そして ドル の
という セット を け っ
て きを ませた で に

された は で そのう
ち のみで が しない いわゆる

の は
また に される を
き に の の

は になるものと さ
れている

への の が であるカンボディ
アにおいては プロセスについては の
に を ねて に く がある
の で を との
で けても それ に を

ししていたり されたりしていては
の を さなくなる しかし あらゆる
を えて り い を けて かなくて

は に れる の は し ず カ
ンボディア の は に されな
いのである ドナ にしても と を
う には にも にも では
ない を つ プロセスへの は び
になる が いことは ない
しかし にも た の や の
への の そして い への

は に にある と によって
させられているという を どうに

埋設 。被害 兵士 、特
・ 派 瓦解 昨今 、埋設地雷 多
付近住民 生活圏 、農作業

行 帰 、山中 狩猟採取 最中 農民 被
害 ー 大半 占 。近年減少傾向

言 、国内全体 累計 万人
被災者 存在 言 。

地雷除去作業 実施組織 、 時
代 端 発
： 精力的 活動 続 、
未処理埋設地雷 数 未 万 万個

言 、住民 安心 生活 送
出来 環境 築 気 遠 年月 必要

。就労人口 ％、
％ 占 農業 基幹産業
、 内戦 終結 余剰兵力 動

員解除 後 、元兵士 吸収 地域 農村
部 中心 考 併 、地方部
地雷撤去作業 、 犠牲者 数 減少傾

向 、 以上 熱心 継続性
要求 言 。

時代以来、兵員 動員解除
（ ） 積年 課題 。特

・ 派 脅威 去 現在 、
逼迫 国家財政 負担 軽減
（軍事支出 経常予算 割 超 ）、

成功裡 進
最重要国家課題 一 。
実施 困難 極 。先 兵士 多 少

年時代 強制徴用 者 、
・ 時代 生 延 無教育 世代 属

、特種技能 知識 要 職業
、農作業 従事 事 場

合 点 。 、食糧支給
確保 状態 兵役 就 者

多 、社会復帰 取 必要 資金 技術
欠落 実情 。安定 平和

状態 築 、一連 武装解除、動員解
除、社会復帰 （

）
ー 成功 必要 平和構築

理論 通説 、
緒 就 、

今後 推移 注意深 見守 必要 。
：

（第 次） 年 計画・策定 、

実施準備 当 年政
変 崩 中止 余儀無 。再
第 次 実施 検討 、 内容 発

表 、 ・ 派 既 完全崩壊
年 月 対 支援国会合（東

京開催） 時点 。 万人 及 見
国軍総兵員（投降 旧 ・

派兵士 含 ） 、 年 段階的
合計 万 人 削減 、平和裡 社会復帰

骨子 。 全体
予算総額 約 万 見積 、昨年終
了 ・ 万
計上 。本 背景 常 世

界銀行 資金・技術支援 、本件 成功
世銀 一要素 位
置付 。 年 月、
最初段階 除隊登録及 ・ ー
終了 、約 名 兵士 袋詰 米

㎏、缶詰、生活用品 相当 現金
「社会復帰支度 」一式 受 取

退役手続 済 。現段階 登録名簿
記載 兵員総数 約 万 人 、
名前 本人 実在 、 「幽

霊兵士」（ ） 数 約 万 、
女性退役軍人省 移管 寡婦 名

除 、最終的 万 名 動員解除終了後
国軍総兵員数 万 名 計算

。
民間 銃器 蔓延 深刻

、本件 慎重
上 慎重 重 成功 導 必要 。無論
兵士 登録段階 携行兵器提出 発行
交換条件 義務付 、 以前 武器 横
流 、秘匿 武装
解除 意味 成 。 、
機会 捉 粘 強 活動 続 行
、国全体 溢 銃器 削減 為 得 、

社会 安全保障 永遠 達成
。 ー 、危険 手間 伴

割 国際的 国内的
面 持 武器回収 支援 及

腰 国 機関 多 否定出来 。
、先 見 民心 状態―争乱 人 死

一種 不感症、 根強 政府 不信
感― 、常 身近 武器 貧困 一
層悪化 悪循環 、
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かして ち る みを はない
を めながら めずに する が カ

ンボディアの ての にお
ける と を する での として
められていると えよう

の として のカンボディ
アにおけるプレゼンスは きい から
にかけて カンボディアの に

おける ベ スで
も めた ベ スでも のシェ

アを が は めている その が
しているとは ずしも できないが

が での びに の
から する から する り

を り いたとしても の に
する はすこぶる である カウンタ パ
トである は の を めて
し も の に しては

きわめて な には らかに い
を に えていることを にすら わにし
た をし かつ な のレベルで
を いた をする も い また
の や カンボディア などに
おいて に な を じ の

において めて を り け
ている も ながら の
と をいやが にも めている
しかしながら カンボディア からは に
かれることはないものの の

では が の をある めつつ
も に の が えないのもまた
である
その たるものに が の な

くとも に づく の さが
げられる この は の
や サイドへの が していると

の とも み にわたり となく じ
られてきた でもあり さら えて げす
るまでもない であろう また その に
づき びに は の

を している も

の である
それでもなお は が の を
く らしめるに っていない

の をどう するかについても
あり たとえ の きが プ

ロジェクト プログラムに と されてい
なくとも を む ことを しとして
カネと を しても の しや
はしないという もあり る しかし
を として の のために
に し かつスポンサ である に す
る を たそうとす
る から みれば の
えの さ の は けて れない やメ
ディアをはじめ およそあらゆる を じて

がこの について を ね
に については を む ことが で
あり カネの を に ることは に める
べきであると すれば だが の
や の に む を まえれ

ば やはり が の プレゼ
ンスを めるために にお
ける と の として
ね ってくるだけの の に

がどれだけ っているかという をないが
しろにする にはいかない が で
れた カンボディアの という

から の を いではならない と
いう とは における は たり
によっては する がある に け め

られるかも れない にはそうであ
る における は カンボディアの
に ったカンボディアの を る を っ
ていたのに し では にドナ それも
が の に ってものを っているのであ

る はドナ と の が し
て する である カンボディアが

を て を たし るのであれば
への は であるが それは

であることは にも べた け きや と
いった を のものとして け
めつつ の の なくしては

は の にも にも し
ないのである

には えば プログラム
との みである を ではなく テ

断 切 試 （特効薬的解決法
事 認 ）諦 継続 姿勢 、

社会・経済・政治全 分野
発展 平和 期 上 必要条件

求 言 。

金額上最大 援助国 日本
大 。 年

年 、 純受取額
二国間援助 ー ％、国際機関等

多国間援助 含 総額 ー ％
我 国 占 。 事実

反映 必 断定 、筆
者 現地 調査経験並 国内外 援助関係
者 風聞 情報 判 限 ―社交辞令
多少割 引 ―、日本 援助 関
評価 良好 。 ー ー

現地政府機関 日本 意向 努 斟
酌 、政府要人 日本 援助関係者 対

丁寧 、時 明 高 優先順位
日本 与 他国 顕
応対 、 個人的 交際 胸襟
開 話 機会 多 。 、
実施 対 支援国会合主催

常 積極的 役割 演 、国際政治 表
舞台 戦後初 主導的立場 取 続

継続的努力 、当然 日本 存在感
影響力 上 高 。

、 側 滅多
聞 、日本側関係者 間

―我 国援助 有効性 程度認
同時 ―自己批判 弁 絶 事

実 。
最 、我 国援助 定見―少
長期的展望 基 支援計画― 無

挙 。無論 点 単年度予算主義 弊
害 現地 権限移譲 不足
指摘 絡 、多年 幾度 論

点 、今 敢 言上
事項 。 、 認識

基 、外務省並 国別 援助政策
事業実施計画策定 近年開始 事 周

知 事実 。
現実 我 国 有効性

広 知 至 。
援助 有効性 評価 諸

説 、 「日本謹製」 御墨付 各
堂々 明示

、「陰徳 積 」 良 、
人手 出 一切 口出 自己宣伝

方策 得 。 、
外交用具 自国利益 実現 充分
活用 、 ー 納税者 対

（説明責任） 果
姿勢 鑑 、 （見栄
良 ） 問題 避 通 。国会

、 機会 通
日本国民 点 議論 重 、最終的

「陰徳 積 」 是
、 威光 笠 着 厳 戒

決議 別 、年金財源 不
足 巨額 赤字国債発行 悩 現実 踏
、 我 国 国際政治的・経済的

一層高 （ ）援助受入国
宣伝効果 、（ ）将来 経済効果

跳 返 市場環境 整備
役立 視点
訳 。（筆者 前項 触

事柄：「 長期的幸福
視点 、拙速 開発 急 」

主張 、本項 文脈 隔 、場
合 相矛盾 点 様 受 止

知 。事実論理的
。前項 立論 「 視点
立 幸福 探 方途」 探

対 、本項 別 ー、
我 国 利害 立 言
。開発援助 ー 受入国 双方 参加
成立 営為 。 鎖国的

孤立 以 国家経営 果 得 、
諸外国 斟酌 不要 、 不可能

先 述 。駆 引 妥協
外交的副産物 当然 受 止
、双方 「幸福」 達成 「平

和」 ―途上国 国内 国際的 ―成立
得 。）
具体的 例
絡 。本件 （地域 ） ー

４ 結 ―日本：真
・ ー 条件―
びにかえて のトップ
ドナ としての

1994 1998

30.2

21.1

ODA

ODA

UNTAC

JICA

ODA

ODA
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ODA visibility

ODA

ODA
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マとして するのは の
であり は じく の

である が の へ
の の い を いた プログラム
に が の が えない と なナショ
ナリズムを ち すつもりは くない は
その の きに して スポンサ の

である がいかに な
を て を いているかという にある

の である すら
していないカンボディア の
を には の を に
させるところまで を るには な

と より をシステム
して するだけの の が と
なる えば への が である
という に づくならば への

を え そこでプ ルした を
に を し の する
の とする さらにその を し
に を することによって の

を としつつ への
を たせるといった も えられる し

かしこれだけの の と そして
で プログラムを で す

るには みとは わないまでも ド
ナ からの な レベルの が と
なる これだけの なプログラムを

を に くの び ドナ
に して きかけ を りつつ に
めていくことは に である また
が が のための という に
おいては の も む が だ っ
ていない によって ずから な
には がある に にはないと うも
のの を にする のプ
ロセスにおいては こともまた らかである
さらに が の の の

りが を させている
としての への を つ
と を じ への を

り る との の のギャップが
ある のみならず の との
が されることは うまでもない

センタ が をつと
める が されたが

の と を えた
での においても の は とな
る すなわち の に
としての の が さ
れているかどうかを な として り
むべきである また かつ の
を す が びカウンタ パ ト

における びに を する の
の にまで み む があ

る
の が する を の

で なおかつ が を な と
して てるために という の
に び への

を と を て に み む
を も みたい に という
きわめて で を に
するという によって った
の に まれる が として する
は それだけで の とは なる
での な を に くためには ドナ
そして のドナ の における
な り を いた が であ

る は とその の な を
に に に に えぬ で していく

の からの がそうした された
において かなりとも のための

を たし るとすれば を え を え
ざるべきかを する さと を して
いる に られると っても ではない そ
の にもし や の する の にと
らわれ がきわめてフラグメント し
ていったとしたら に された

そして は そうした のあり
を に み んで するであろう
こうした の にあって
によって されている

プロ
グラムの みは が な を て

に む り の におけるドナ
を たし る つの であると える そ

れはセクタ プログラム アプロ チ やコ
モン バスケット ファンド などの しい
スキ ム に に り うものではなく
ドナ が の を いに
しながら なおかつ や の

担当 世界銀行本部
、主財源 同 世銀

。我 国 拠出分
依存度 高 同基金 用 援助
、我 国 「顔」 見 、 偏狭

持 出 全 。問題
世銀 動 対 、最重要 ー

一人 日本 有機的・整合的 方針
以 協力体制 布 点 。
無論、 第 段階 武装解除 完
了 国軍
、最終的 各兵員 社会復帰 成功裡 終

了 面倒 見 、膨大 資
金投下 、何 化

運用 人的側面 支援 不可欠
。例 兵士 支度金支給 危険
判断 基 、除隊兵士 直

接支給額 極力抑 、 ー 金額
基 創設 、兵士 居住 地域
開発 原資 。 基金 証券化 、
各兵士 証券 給付 、個々
兵士 「資本家」 地域開発 参加意
識 持 方法 考 。

基金 運用 地域開発、
一方 動員解除 同時進行 実施

、 並 言 、
ー 相当 人的 支援 不可欠
。 壮大 、日本―

世銀 中心 、多 二国間及 多国間 ー
対 働 、調整 取 包括的 進

現実的 困難 。 、我
国 平和構築支援 点

、国内 法律 含 体制整備 未 整
事 、自 対応可能 支援

限界 ―特 交戦中 言
、武装勢力 直接相手 武装解除

― 明 。
、我 国援助 内輪 文脈：認可権限

仕切 問題 輻輳 。国際金融機関
世銀 援助政策決定権限 持 財務

省 、在外公館 通 国家 二国間援助 取
仕切 外務省 間 政策調整
。両省 他 省庁 政策的連携

切望 言 。
先日、（財）国際開発 ー 事務局
日本評価学会 設立 （ 年 月）、

開発援助 有効性 効率性 考 場合、本稿
議論 「評価」 問題 重要

。 、開発援助政策評価 中 「日本
支援政策 一貫性・整合性」 確保

、重要 観点 取 込
。 、有効 効率的援助 執

行 目指 場合、我 方及 ー ー
政策立案並 実施 担当 個々

組織・人材 実績評価 踏 込 必要
。
以上諸々 制約条件 存在 事 承知 上
、 我 国援助 効率的 外交用具
役立 、「外交政策 大樹

下 、各地域及 各途上国 戦略的援助方針
一貫性 整合性 以 体系的 組 込 」努

力 今後 望 。特 平和構築支援 、
分野横断的 、紛争後途上国 相手
特殊環境下―戦争 負 心

傷 苛 人々 常態 存在 環境
、 平時 開発援助環境 異

― 困難 事業 成功 導 、 ー
間、 一箇 ー内部 組織間 、
可能 限 無駄 省 政策協調 不可欠
。紛争 人間 社会 様々 局面 、時
明白 、時 目 見 形 破壊 。

社会 外部 来訪者 破壊
場所 、些 復興 貢献
果 得 、「何 変 、何 変

峻別 冷静 知恵」 有
時 限 言 過言 。

際 自身 自身 属 組織 利害
、援助目標 化

、多面的 破壊 社会・
経済・政治 人心 、 援助
方 容易 呑 込 無効化 。

国際開発援助 現状 、世界
銀行 近年主導 貧困削減戦略
（ ： ）

試 、各参加者 明晰 自覚 以
運用 臨 限 、真 意味 ー間調
整 果 得 一 機会 言 。

ー・ ・ ー
・ ・ 新 援

助 ー 概念 単純 寄 添 、
ー 個々 支援政策 互 「情報公開」

、 地元政府 地域住民 参加

Post

Conflict Unit

Post Conflict Fund

DDR

demobilization

demobilization

trust fund

UNTAC

ODA

Poverty Reduction Strategy PRS
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も しつつ の を セク
タ に り げようとする を くもの
である カンボディアの は ながら
を とする ドナ の による

が く ドナ が の を
り げつつ も き みながら

を していくという には い また
の くの においても のセクタ

を の ドナ が るという い
が に て ているところが く の

という も な がないがしろに
されている がある

の にも べた に び
の というものを は のものとし

て け める があり その の
の も の を する

ための であることを めねばならない
に という により で

かつ い に き わねばならない
を の とする その ドナ
の を えた も に められるという

これはまた の の である を
は きに し な における

に き い たず を しつつ
に たる がある

カンボディアにおける プロセ
スについて それが も のプロセスで
あることを めて しつつ した そし
て が においてはいまだ く それを
に す があるか かは として そ
のプロセスの に たし る と があ
ることも した うまでもなく にお
ける びに らかの については
して や はもとより

センタ の を するもので
はなく ひとえに の に づくも
のであり ての めは に するべきもの
であることをお わりしておく

に をまとめるに たって
より のオブザ バ を めて さった

の の に けて

びカンボディアにおける プロ

セスや に な を
えられた そしてカン
ボディア にて な を いた

くの
に し その いた

びに の なくしては は し
なかった ながら なる の を
させて きたい

促 、共通 「大政策」 開発対象
ー毎 造 上 可能性 拓

。 現状 残念 、日
本 代表 特定 ー 従来型援助
個別影響力 強 、 ー 喧々諤々 議論
繰 広 、地元 巻 込 開発方針
策定 状況 程遠 。 、

他 多 途上国 、特定 ー
特定 有力 ー 仕切 「利権争 」
前面 出 来 多 、「政策

共有化」 最 肝腎 部分
傾向 。

本項 冒頭 述 様 、各国及 各援助
機関 利害 我々 現実
受 止 必要 、 利害関係者

「幸福」 達成 、援助案件 成功 形成
一要素 認 。

同時 、平和構築 、場合 危険 多
様 根深 問題 向 合 事業
国際開発援助 対象 場合、 各 ー
利害 超 協調 同時 求

矛盾― 別 利害 相克 ― 、
我々 前向 理解 、様々 次元 利
害 向 合 、苛立 、相克 調停 事
業推進 当 必要 。

以上、 平和構築
― 現在 進行中
改 認識 ―概観 。

、我 国 多 ― 実行
移 政治的判断 否 別 ―

支援 果 得 役割 課題
確認 。言 、本稿

論説並 何 意見表明 、
決 日本政府 関連公共機関 、
（財）国際開発 ー 見解 代弁

、 筆者 個人的視点 基
、全 責 筆者 帰

断 。

最後 、本稿 当 、創設時
筆者 ー ー参加 認 下

国際協力事業団（ ）事業戦略調査研究会
「平和構築―人間 安全保障 確保 向 ―」
座長・黒澤啓氏（企画・評価部 環境・女性課
長）、及 動員解除

地雷除去支援活動等 専門的 分析 加
小向絵里氏、戸田隆夫氏、
現地 貴重 御助言 頂 松田教

男 事務所長、黒田和秀氏（世界銀行
上級専門家）、

： （当時）、

： 等、内外数多 関係者 専門
家諸兄姉 対 、 御提供頂 情報、御指
摘並 討議 成果 本稿 成立 得

点、略儀 多大 感謝 意 表
頂 。

JICA

JICA Post

Conflict Unit Mr Sok Chenda

Secretary General The Council for the

Development of Cambodia CDC Mr

Kao Kim Hourn Executive Director

Cambodian Institute for Cooperation and

Peace CICP

. ,

,

.

, ,

／

注 「 年以降、社会主義体制

移行 、 戦争 北

解放戦線側 支持 」 説 国際政

治経済分析 有力 。

（ ー 採 外交方針 政治学的分

析 本稿 主旨 、詳 理由 記

述 省 ）、 ー 東西対立 冷戦下

独自 ―時 理解 苦 、奇 衒 印象

与 否 ―全方位外交 展開

論説 採 。

注 子 親 告発・断罪 稀 、

村 寄 合 言 「人民裁判」

動議 即決 、被告 一晩

世 姿 消 。勿論、過酷

強制労働 中 、 食糧 医療薬剤 与

死 行 人々 多 。

注 地方 「下放」 知識人 中産

ー 、中央 反体制的 見

人々 次々 強制収容所 収監 、酸鼻

拷問 末 虐殺 。当初 ・

信奉 原始共産主義 理想 人々

尋問・矯正 意図 、最終的

拷問・殺戮 ― 効率的

―繰返 目的 変質

。 市内 ー ・

（ ）収容所 代表的存在

、現在 博物館 往時 惨禍 今 伝

。

注 、 最重要政策課題 、

１

２

３

４

カンボディアは

に し ヴィエトナム では ヴィエトナ

ムの を した とする も

において である しかしここで

は シアヌ クの った の

が の ではないため しい の

は くが シアヌ クが の

に の に に しむ を った

を えることは めないが を

していたとする を るものとする

が を することも ではなく

の り いとも うべき におい

て が されるや は のうちにこ

の から を すこととなった な

のさ に ろくに も も

えられず んで った も い

に された や テクノク

ラ トだけでなく でも と なさ

れた は と に され

な の に された はポル ポトの

する の にそぐわない

の を していたものが に

はただひたすらに を それも

に すことを とするように していっ

た プノンペン にあるトゥ ル スレン

はその であ

り は として の を に え

ている

また ヴィエトナムの は ド

1964

Tuol Sleng

――――― 注 ―――――
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イモイ の に ら

かに していた

くからの び からカンボディア

で な を けていた びに

ボランティアセンタ など

な への き り に づく

び なカンボディ

アのための クメ ル

カンボディアの ベ

ス は とした

であり の の

とほぼ じである

び ホ ムペ

ジにおける

また における

は レ トは じく

と にのぼり ほぼ

に している

である そし

て である

などの ポス

トを っては しい きが で には け

に われていた さらに ながら

には の として を る

も な として

されている

に であった は ポ

ル ポト の を り もうと し

の を めてきた その を く

した との は を って となった

にも な はあるが このポル ポト

との び を る が

における の であるとさ

れている

フン セン はヘン サムリン

より にあるヴィエトナムに を

い ラナリット は に な を

して へ したというのが の

である って の はともかく

にとって は の であった

が い

として られ には の

を と した により の を

かれる にサム レンシ を

も のない を り し

フン センによる の も メディ

アにより えられている

に かつ にこの が られているテ

キストとして

がある

び

への

そして カンボディア

における カンボディア

の に づく

が を するのと

を じくして されたカンボディア

には から への が

されている なお の へ

の も の で われているが

には ドナ に した の にとど

まり を つ ないカンボディア

の も の は が える

ようになってからだ という を にする

の については の である

は の を する

で カンボディア に わる とし

て していた であり いわば

という にあまり を ない を なっ

ていたと える にも れた に

が ドルの

な と べた もこの にある また

には しても には ぜず

もボイコットした に による と

を り すクメ ル ル ジュの も

ない を に いた のあり

を としたと える

ここ におけるプノンペン の

では プノンペンでは で

ある を と うには ドルの を

とすると われる は が

なく よく する も え せると さら

に もあって がなかなか

（刷新）等、国内経済開発 分野 明

移行 。

注 古 住民及 当時 国

内 様々 支援活動 続 地元並

（日本国際 ー） 国

際的 聞 取 調査 基 。

注 「独立、中立、平和的及 協力的

民族統一戦線」（原語 ー 語）。

注 年度予算総額（歳出 ー

） 約 億円（ ＄ ＝ ― 場

合） 、同年度 東京都青梅市 一般会計

予算額 同 （

：

及 青梅市 ー ー

財政情報

参照）。 、同年

純 総額 約 億円（為替 ー 同

＄ ＝ ― 仮定） 、 国

家予算総額 拮抗 （

（ ） ）。

注 経済官庁 経済財務省、中央銀行、

援助受入窓口 （

） 閣僚

巡 激 綱引 陰 （時 公

）行 。 （残念 ）

当然 事 、公共行政資金運用 巡

汚職・流用（ ） 深刻 問題

指摘 。

注 軍事的 劣勢 、

・ 派 軍事力 取 込 画策 、独

自 和平交渉 進 。 点 強 懸念

人民党 関係 日 追 険悪 。

他 様々 要因 、 ・ 派

関係及 援助資金等 巡 利害対立

年 月 武力衝突 直接原因

。

注 ・ 第 首相 ・ 政権時

代 友好関係 援軍 乞

、 第 首相 事前 不穏 情勢

察知 国外 逃亡 大方 見解

。従 、前線 兵士 、両首

領 本政変 「既定 事実」 可

能性 高 。

注 元 幹部。急進的自由民主主義

擁護者 知 、 年 政府高官 汚

職 公然 批判 事 、財務大臣 職

解 。 年 ・ ー党 創設。

以後 一切妥協 政府批判 繰 返 、人

民党首 ・ 暗殺 謀議 一部

伝 。

注 特 平明 簡略 説 語

、 “

？ ” ：

（ ） 。

注

：

（当時）及

取

材（ 年 月）、 「

国別援助研究会（第 回）」（ 年 月 日）

今川幸雄元駐 特命全権大

使 発言 基 。

注 年 月、 活動 終了

時 同 施行 王国憲

法 、計画経済 市場経済 移行 明記

。 、国民一人一人 福利厚生

配慮 国家計画 中 謳 、現実

外国 ー 配慮 「作文」 域

―政治意識 持 数少 市

民 大半 「人権 尊重 国全体 『食 』

」 意見 口 ―、

社会開発 実現 今後 課題 。

注 、国内 統治権 一時代行 形

、 政府 代 政治的権威

君臨 訳 、 「政治開発援

助」 他 類例 見 支援 行

言 。本文中 触 様 、明石

康 特別代表 「一日 万 壮大

実験」 述 理由 点 。 、

停戦 合意 、武装解除 応 、総

選挙 上 武力 脅迫 妨

害 繰 返 ー ・ ー 存在 、間

断 監視 念頭 置 継続的援助 方

必要 言 。

注 数年 市内 生活水準

、家族 人（ 平均的世帯

） 一 月養 ～ 現金

必要 言 。公務員給与 絶対額

少 、 遅配 事 考 併 ―

失業者対策 、政府 公務員
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削減 実施 移 、個人給与 絶対額増加

到底望 含 ―、厳格 職務遵守

期待 自体 無理 、仮 厳格 取

締 行 、何 行政 向上

無 言 得 。

、多 閣僚 ―外国人 公式訪問 別

―何 面会申 込 受 度 、

必 「面会料」 請求 。 月政変

頃 第 首相（当時） 面会料

相場 伝 。

（場合 収賄 ）収

入 取 締 対象 、各省 長

収入 得 状況下 、組織 下

働 中堅以下 官僚 「 職務 精励

事」 強要 自体 矛盾

知 。

注 経営管理学（ ） 世

界 、「縁故入社 将来 利得 先

取 比較的確実 投資 一態様

」 説 。

注 ・ 『歴史 終 』

（

（ ：

）） 、冷戦終結後 米国・西欧型

自由民主主義 世界普遍的理念 君臨

主張 最 例 。

注 元来意見表明 明確 政治家 、演説

ー等多 機会 自説 展開 。

最新 文献資料

：

（ ：

） 挙 。

注 年 月 日付讀賣新聞朝刊。

注 問題 途上国 限

。 諸国市場 ・

資金洗浄（ ー・ ）後

ー ・ ー 猛威 振

。欧州 経済統合 急 結果、

追 付 政治統合、 司法統合

間隙 衝 形 。

注 異邦人 感傷 当然割 引 考 必要

。 、加害者的暴力的情念 満 殺伐

感 訳 。 確実 物理的 社

会的暴力 受 末 精神 障害 、個人・社

会 此処 見 取 事実 。

注 （財）国際開発 ー『通商産業省委託 平

成 年度総合開発計画調査 太平洋地域

人材育成基盤整備総合調査』（ 年

月）、 。

注 例 戦後日本経済 朝鮮戦争特需

。 「特需」 無 日本経済 自

力更生 果 得 知 。 何 、

戦争 勃発 寧 本来 欲 類

出来事 知 。 戦争

起 事実 、 「起

事」 契機 、日本経済 第 次世界大戦後

荒廃 立 直 掴

事実 。

注 地雷除去 、当然 急務 。

言 「急 」 意味 、

（文中後 触 様 ）急 急

地雷撤去作業 桎梏 、

農村開発 進展 「急 」

事 指 。

注 （ ）

資料 。年間被災者 数 、 、 年

人 数 、 年

人台、 年上半期 人 割

低下 （

）。

注 年、 創設。当初 任意団体

、 終了後、国家機関

改組 。地雷除去以外 活動 、不

発弾処理 地域 注意喚起・宣

伝活動、地元住民 協力 下 地雷埋設情

報収集 挙 。 所長 政府

内役職序列 閣僚級 扱 受 。

注 熟練度 、地雷撤去 手作業

時間 掛 、散布型地雷 開発

共 分間 個 地雷 敷設

様 対 、撤去個数 全世界 年間

万個 限界 言 （「

地雷撤去 ー 」 ー ー

。 ）。

注 年度実績。

注 ・ 派占拠地域内 農作業

従事 、言 屯田兵 除 。

注 当初予定 各兵士 配付支度金

数字 対 、多 ー 疑問

声 発 、一律 水準 落

着 。 以来、世銀 自 「調整機能」

（ ） 、地元 自

を に せず の は

めないことも め な を

すること が であり に な

りを なったとしても ら の につ

ながるところは いとすら い るであろう

また くの は の は と

して かしらの し みを ける に

ず を する ちなみに

の のラナリット の の

は ドルだったと えられている こう

した によっては となりかねない

が り まりの とならず の がそ

うした を ている では の で

く の に ひたすら に す

る を すること が しているかも

れない

の

では は のビジネス を

りするための な の であ

る とする もある

フランシス フクヤマの の わり

における の

の としての の

などがその たる である

の な で やイン

タビュ くの に を している

の としては

が げられる

この はアジアあるいは にのみ ら

れていない ではロシアン マフィ

アの マネ ロンダリング のア

ンダ グラウンド マネ が を るってい

る における が がれた そ

れに い かない そして の

を かれた となっている

の は り いて える が

ある また に ちた

を じた でもない しかし に

を けた の の は

の かしこに て れたのは である

センタ

アジア

における

えば にとっての

である その が くとも は

を たし たかも れない また より

の は ろ あって しくない いの

であったかも れない それでも が

きたことは であり その きてしまっ

た を に が

の からの ち りのきっかけを んだこと

もまた なのである

については ながら である

ここで う いではならない という は

でも れる に ぎたくても げな

い の が カンボディアにおけ

る の を いではならない もの

としている を している

による の は

には を えていたものが には

には を るところま

で している

により は

であったが として

された の としては

や コミュニティへの

との の での

などが げられる は

としては の いを ける

にもよるが はすべて

であるため が かり の と

にわずか で の が できる

になったのに し は で

に が であるとも われている カ

ンボジア キャンペ ン ホ ムペ ジ

より

ポル ポト において にも

していた わば は く

されていた への

ドルという に し くのドナ より

の が せられ ドルという に

ち いた それ は らの

と カンボディアの
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主性（ ） 強調 。

、本項 出典 、主 年

月対 支援国会合配付資料、

“

（

）

”（

）、 “

”（

）、同“

：

”（ ）、

“

”（

） 。

注 我 国 法 緊急援助体制整備 絡

、 分野 積極的活動 、

限 展開 。

、武器輸出 貴重 外貨獲得資源 諸

国 国内 武器統制 政治問題化

諸国 、他国 武装解除支援 積

極的 取 組 話題 明

。

注 前掲書、 第 位

数字 ％、 ％

考 併 、群 抜 多額 支援

分 。

注 生活環境・習慣 照 場

合、賭博 酒、女 全 費消 、今後 生活資

金 、家族 窮迫 状態 追 込

恐 。

注 年 月、先 記 事務総長

現地取材 基 。

注 点 論説 、本号掲載 黒澤啓氏

（国際協力事業団 企画・評価部 環境・女性

課長）執筆 論文 詳 。

注 年代半 以降、英国国際開発援助庁

（ ）等 中心 検討 繰 返

新 援助態様。冷戦後 先進国 「援助

疲 」 潮流 鑑 、「援助 効率性」

観点 、多 ー 援助重複 回避

、対象被援助国 各 ー毎 支援戦

略 策定 。多 場合、「援

助資金 効率的運用」 目標 関連 、

・ ・ 方式 抱合

論 。

注 （上記参照） 、 ー・ 及

・ 関 詳細 資料

、

（

＃ ）

等 挙 。
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をあくまで している

なお における は として

カンボディア

による

が は や との

みもあり この における は カ

ンボディアに らずいまだ されていない

また が な である

や における が してい

る においても での は

に り みたい ではないこともまた

らかである

のフランス

の がそれぞれ であることを

え せると を いて の をしてい

ることが かる

それまでの に らしてみた

や に て し の

とはならず をも の に い む

れがある

に した

への に づく

この における は の

の に しい

ば

を として が り されて

いる たな の の

れ の に み の という

から くのドナ による を

すべく の セクタ に

を しようとするもの くの

の という とも して

コモン バスケット ファンド と せで

じられる

なお セクタ プログラム

びコモン ファンドに する な として

は

が げられる
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ance Strategy of the World Bank Group for

the Kingdom of Cambodia,

, . 20077 ,

7, 2000
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（ ：
：

）
・今川幸雄著『 日本』、連合出版、

。
・藤本亜弓著『 河畔

』、東洋出版、 。
・下川裕治・中村正人著『戦無派日本人

』、徳間書店、 。）

Washington

The World Bank Report No KH
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－
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大川 晴美（ ）

木山 啓子（ ）

草野 厚（ ）

黒澤 啓（ ）

（黒田 和秀、 ）

（五十音順、敬称略）

おおかわ はるみ

きやま けいこ

くさの あつし

くろさわ さとる

くろだ かずひで

・国際協力事業団 企画・評価部 環境・女性課 課長代理
・専門分野：開発経済学、国際関係論
・ 年 国際協力事業団入団。青年海外協力隊事務局、研修事業部、 事務所、東京国
際研修 ー、林業水産開発協力部等 経 現職 。上智大学大学院外国語学研究科国
際関係論専攻（修士）修了。

・特定非営利活動法人 事務局長
・専門分野：難民・避難民支援、緊急救援
・ 年 同団体旧 ー 地域、地域代表 難民・避難民支援活動 従事 、述

事務所 統括、緊急救援 復興開発 多岐 分野 事業 実施。事業 多 国
連難民高等弁務官（ ）事務所、外務省、郵政省、諸財団 委託事業。 年
月 現職。米国 ー ー 州立大学 ー校社会学大学院修士課程終了。

・慶應義塾大学 総合政策学部 教授
・専門分野：政策決定論、経済摩擦 政治学的分析、日本 外交、 政治
・国際大学助手、東京工業大学助教授等 経 現職 至 。著書、著作論文 数多 執筆 、開発
援助 分野 『 正 見方』（ 書房、 年）等 挙 。東京大学
大学院社会学研究科博士課程修了。

・国際協力事業団 企画・評価部 環境・女性課 課長
・専門分野：国際開発政策、平和構築
・ 年 月 国際協力事業団入団。外務省経済協力局政策課、在 大使館、国連開発計
画（ ）事業政策評価局、国際協力事業団企画部企画課等 経 年 月 現職。
年 、 ・ 、 等 和平復興支援 形成
調査 従事。現在 、平和構築、環境、 ー等 ー ・ ー 係 政
策立案、調整 担当。東京大学大学院修了（分析化学専攻）、青山学院大学大学院修了（国際経
済学専攻）。

・
・専門分野：
・

’
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